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第 1 章  はじめに  
 
1.1「 問題の所在  
本論文の目的は、新たな市場カテゴリの形成プロセス、より具体的には、新たな市場
カテゴリがどのようにして企業によって創造されるのかについて検討を行うことである。こ
れまでの研究を通じて明らかにされてきた新たな市場カテゴリの形成に関する一般的な
理解は、既存のものとは何らかの点で異なる製品や革新的企業が市場に登場すること
で、自生的に新たな市場カテゴリが形成されるというものであった。自生的な市場カテゴ
リの形成では、特定のプレイヤーの主導によって市場カテゴリが形成されるわけではな
い。既存の製品とは異なる特徴を持った製品が投入され、同様の特徴を持った製品が
市場に増え、消費者を中心とする市場の参加者たちにも既存の製品群とは異なる製
品のグループが知覚されたとき、新たな市場カテゴリが出現する。これに対して本研究
では、製品の生産者である企業による意図的な市場カテゴリの形成プロセスについて
検討を行う。 
市場カテゴリは生産者や消費者、クリティクスと呼ばれる企業を評価する証券アナリ
ストや専門雑誌の編集者といったプレイヤーにとって意思決定や行為の基盤となる。例
えば、企業としてみれば、自社自体や自社の製品がどの市場カテゴリに属しているかは、
競争相手の決定や消費者が抱く自社や製品の捉え方に影響を与える。ただ、市場カ
テゴリに関する伝統的な研究では、市場カテゴリの存在は所与とされ、市場カテゴリそ
のものの形成や変化については長らく検討の対象となってこなかった (Durand and 
Khaire, 2017)。しかし、石井 (2003)が指摘するように、そもそも定められた産業の定
義があるわけではなく、標準産業分類も絶対的な分類基準ではない。市場カテゴリや
「産業という枠の実態があらかじめ存在しているように見えるかもしれないが、産業は決
してモノのように境界が定まった実体ではない(石井 , 2003: p.7)」。そのため、常に市場
カテゴリの境界の区切られかたは変更される可能性がある。 
このような、境界が変更され、新たな市場カテゴリの形成や変更について検討をおこ
なっている研究は日本にも既に存在する。例えば、吉田 (2009)では、「健康茶飲料市
場」や「ドライビール市場」の形成プロセスを検討することをつうじて、新たな市場カテゴ
リがいかにして形成されるかを考察している。吉田 (2009)によれば、「ヘルシア緑茶」や
「ドライビール」といった、これまでの製品とは著しく異なっているために、これまでの準拠
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枠では理解することのできない製品が出てきた際に、市場カテゴリの変化が起こる。し
かし、この「著しく異なる」という点は必ずしも製品属性の違いから生じているわけではな
く、既存製品とは「異なる売れ行き」というものが市場カテゴリ形成のきっかけとなることを
指摘する。この新製品の「異なる売れ行き」を観察した他のメーカーが、その要因を新
製品に固有の特定の属性に帰属させて解釈し、追随商品を生み出す結果、固有の製
品属性を持つ製品群として新たな市場カテゴリが形成されることを明らかにしている。ま
た、吉成 (2015)では、医薬品市場における「ジェネリック医薬品」という市場カテゴリの
形成を検討することで、新たな市場カテゴリの形成プロセスを研究している。後発医薬
品は、従来「ゾロ」という呼称ばれており、薬効面で生じた問題などから後発医薬品の
利用は広がっていなかった。これに対して、吉成 (2015)では、後発医薬品専業メーカ
ーは、ゾロというラベルに対抗する、「ジェネリック医薬品」というラベルを用いて、先発医
薬品に対する価格の安さだけではなく使いやすさや分かりやすさという新たな評価基準
を用いることで、顧客の受容が生み出され、新たな市場カテゴリ形成のきっかけとなった
ことを指摘している。 
このように、市場カテゴリの形成プロセスを問う研究では、市場カテゴリが製品に本質
的に備わっている属性によって区切られるものではないことを示しつつ、市場カテゴリの
境界は生産者である企業や消費者、メディアなどが関わり合いながら形成され変更さ
れるものであることを、さらには市場カテゴリを形成、変更する企業の関わり方について
事例をつうじて示している。詳細には以降の章で検討するが、本研究はこのような市場
カテゴリの形成を問う研究と同様の問題意識をもってはいるものの、これらの諸研究と
は異なる視点から市場カテゴリの形成と企業の行動を明らかにすることを目指している。
冒頭で述べたとおり、本研究では企業による意図的な市場カテゴリの創造に焦点を当
てる。 
この点について上記の研究で見れば、吉田 (2009)において「ヘルシア緑茶」を発売
した花王や、「ドライビール」を発売したアサヒビールは、ならびに吉成 (2015)において
「ジェネリック医薬品」として発売した後発医薬品専業メーカーでは、既存の製品からの
差別化は考えていたとはいえ、新たな市場カテゴリを構築するといった意図をもってい
たわけではない1。これらの研究で描かれてきたのは、製品レベルでの差別化を行おうと
                                               
1 実際に、吉田 (2009)では、アサヒビールはドライビールを新たなビールとして販売しており、新たな製品
カテゴリのビールという意図はなかったが、マスコミが「ドライビール戦争」と銘打った特集が組まれたと述
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する生産者と消費者、メディアなどのオーディエンスによる市場カテゴリの形成プロセス
であった。しかし、既存製品からの差別化を行おうとする行動と、企業行動や顧客の商
品知覚の基盤となる新たな市場カテゴリの創造を企図した行動は必ずしも同じではな
いはずである。企業として、これまでにない新たな製品を開発する際には、製品差別化
を行い、新製品を市場に投入することになるし、差別化については、競争戦略論やマ
ーケティング戦略の分野でこれまで多くの研究が行われてきた。しかし、既存の製品と
は異なる製品を開発することが目的となる製品差別化ではなく、意図的に新たな市場
そのものを形成するのであれば、製品レベルの差別化とは異なる行動をとる必要が出
てくる。では、新しい市場カテゴリの創造を意図的に行おうとする企業はどのような行動
をとるのか、また、これらの企業の行動を通じて新たな市場カテゴリはどのように形成さ
れるのだろうか。本研究は、日本市場ならびに北米市場における薄型テレビ市場の探
索的事例分析をつうじて、上記の課題に対して考察を行う。 
 
1.2「 本論文の構成  
 本論文では以下の順序議論を進めていく。まず、本論文での議論の対象となる市場
は、経営学や周辺の学問領域においてこれまでどのように捉えられてきたのか、また既
存の議論では十分に解明されてこなかった点について検討を行う(第 2 章)。次に、市
場を対象とした近年の議論として市場カテゴリ研究と呼ばれる研究群について、その特
色や市場の変化や市場の形成を捉える際の利点について検討を行う(第 3 章)。ここま
での議論を踏まえて、本研究の主要なテーマである企業による意図的な市場の形成に
関して、市場カテゴリ研究の観点から検討を行ったうえで、組織論におけるセンスメーキ
ングやセンスギビングに関する議論を援用しつつ、企業による市場形成の際の意味の
マネジメントを捉えるための分析視点の構築を行う(第 4 章)。以上の先行研究のレビュ
ーを踏まえて、本研究では薄型テレビ市場の探索的事例分析を行うが、分析の方法に
ついて検討を行う(第 5 章)。その上で、続く 2 章で、本論文の研究課題である、市場の
変化の多様性ならびに市場カテゴリの意図的な創造について分析結果を示した上で、
理論的な意義などについて検討を行う(第 6 章、第 7 章)。最後に、結論部分で本研究
のまとめならびに貢献点と限界点について指摘する(第 8 章)。 
                                               
べている。 
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第 2 章「 市場の捉え方  
市場は、企業の戦略やマーケティング活動の基盤として捉えられてきており、市場の
認知的・制度的基盤など市場そのものを研究対象とした議論はこれまで経営学やマー
ケティング論における中心的な検討課題とはなってこなかった(Durand and Khaire, 
2017)。しかし、これまでに行われてきた議論を引き継ぎながら、市場そのものの形成や
変化について議論を進める研究が蓄積されつつある。本章では、これまで展開されて
きた市場そのものを対象とした議論を検討することを通じて、個々のアプローチの特徴
ならびにそれらの意義と限界について検討を進めていく。  
 
2.1「 技術的・戦略的側面から行われた市場の捉え方  
市場というものの捉え方についてはこれまでいくつかのアプローチから検討されてき
たといえる(e.g. Cattani et al, 2017)。以下では、これまで行われてきた代表的なアプ
ローチを、1) 産業組織論に立脚した研究、2) 「戦略グループ」に関する研究につい
て検討を行う2。 
まず、産業組織論に立脚した研究について検討を進める。市場の把握については
古くは産業組織論に立脚した研究が展開されてきた(e.g. Chamberlin, 1933; 
Robinson, 1934)。このアプローチは「産業」レベルにおける企業間の競争の違いの本
質を定義するために、経営戦略論においても採用されている。産業組織論では、製品
市場の境界は交叉価格弾力性に基づく代替性によって説明される。交叉価格弾力性
とは、2 つの製品 X と Y との間で、Y の価格変化による X の需要量の変化の比率とし
て定義される。この交叉価格弾力性が正の値で高くなるほど、製品 X と Y は代替材で
あるとされ、同一の市場を構成するものとみなされ、逆に負の値をとれば、製品 X と Y
は補完材の関係になるとみなされる(Needham, 1969)。 
しかし、産業組織論に立脚したアプローチに対しては、Caves and Porter(1977)に
よって批判が行われた。かれらは、産業組織論に基づいて比較可能な企業間の競争
の構造を描くには、産業というカテゴリは包括的すぎることを指摘し、その上で独自の産
業構造の境界に関する分析方法を確立した。彼らの研究では、市場を売り手である企
                                               
2 Cattani et al(2017)では、代表的なアプローチとして市場カテゴリ研究についても言及しているが、こ
のアプローチは本研究の立脚する主要なアプローチとして位置づけているため、章を改めて検討を行っ
ていく。 
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業の視点から、すなわち、製品の物理的特性や、製造プロセス、使用される原材料な
どの類似性に基づいて定義している。周知のように、このような売り手の立場からの市
場の捉え方を示す代表的な考え方は、後に競争戦略論の文脈において、ポジショニン
グ学派と呼ばれた産業構造分析がある。ポジショニング学派は，Mason や Bain によっ
て提起されてきた，ハーバード学派の産業組織論を理論基盤としている。ハーバード学
派では，市場構造と企業の業績との関係を「S-C-P パラダイム」と呼ばれる関係性で把
握する。S-C-P パラダイムは，特定の産業における企業の「成果(Performance)」は，
買い手や売り手である企業の「行為(Conduct)」に規定され，またこの企業の行為は，
産業内の企業の数や垂直統合の度合い，ならびに参入障壁の有無といった産業の
「構造(Structure)」に規定されるものと解釈される(小田切 , 2010)。そのため，ポジショ
ニング学派では，産業構造によって企業の成果，すなわち超過利潤の獲得可能性が
規定されると考えられている。 
上記の理論前提を踏まえて、Porter はこの企業の行為，さらには企業の成果を規
定する産業構造を、産業内の敵対度，新規参入の脅威，売り手の交渉力，買い手の
交渉力，代替品の脅威という 5 つの競争圧力の観点から行う産業構造分析を通じて，
産業の平均の利益率を示す産業の魅力度を測定する。その上で，コスト・リーダーシッ
プ，差別化，集中といった基本戦略を通じて，自社が所属している業界において独占
的利潤を得るポジションを占有する行為をとる。ここで，ポジショニング学派における基
本戦略は，自社が置かれている業界構造をベースに打たれる(Porter, 1985)。 
Porter の議論からわかる様に、産業構造分析において、分析対象となる産業や市
場の境界はあらかじめ明確に決まっていると仮定された上で、5 つの競争要因の分析
に進む。実際の分析においては、「標準産業分類」などに基づいて行われ手いることを
踏まえれば、ここでの市場境界の捉え方は、製品や技術の類似性を重視する視点が
取られていることがわかる。 
さらに、Porter は「産業の中の売り手は規模以外の特徴において構造的な違いがあ
る。したがって、産業は、異なった構造的特徴を持つ企業のサブグループを含む」こと
について指摘してもいた(Caves and Porter, 1977)。この議論は、1980 年代から 1990
年代において、企業と産業の間のレベルである、「戦略グループ」の研究を推し進める
こととなった(e.g., McGee and Thomas, 1986)。 
戦略グループに関する研究は、Hant(1972)によって行われた家電産業の研究にお
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いて、同一産業内における企業間の違いを発見したことが「戦略グループ」の発見であ
ると言われている。しかし、この概念の研究の進展のきっかけとなったのは、
Porter(1980)における戦略グループ概念を利用した、同一産業内の競争環境分析で
あった。Porter や Caves は、戦略グループを「単一の産業において、戦略的次元
(strategic dimensions)に沿って同じもしくは類似する戦略に従っている企業のグルー
プ(Porter, 1980, p.129)」と定義し、Hant(1972)の議論を展開させたといえる。彼らは、
業界は比較的安定的であるという前提の下で、業界内では、複数の戦略グループがあ
るが、戦略グループ間には移動障壁が存在しているため、戦略グループ間の移動は容
易ではないと説明することで、業界内における企業間の業績の違いの説明を行った。  
その後、Porter らの一連の研究を受けて、戦略グループの存在や、戦略グループと
収益性の関係に関する実証研究が行われた。これらの戦略グループに関する研究は、
「ある戦略グループのメンバーであることが、どれだけ企業レベルの収益性に影響を与
えるのか」、もしくは「その戦略グループが、企業間の競争のパターンをどれだけ規定し
ているか」といったところに中心的な課題が置かれて議論が行われているようになった。
Cattani et al(2017)によれば、戦略グループという概念の登場により企業と産業の間
の分析レベルを確立したという点、また、戦略グループの概念は、経営戦略論の研究
者に、企業を意味のあるカテゴリにグルーピングする際に必要とされる、概念的、方法
論的課題へ焦点を当てさせたという点において、経営戦略論の研究者による重要な理
論的革新であったと述べている。 
 しかし、戦略グループに関する研究は、1990 年代後半になると研究の蓄積が進まな
いようになっていった。その具体的な理由としては、企業の収益性とグループのメンバ
ーであること明確な関係性が特定されなかったこと(e.g., McGee and Thomas, 1986; 
Thomas and Venkatraman, 1988)。そもそもの、戦略グループ概念の存在に関する
課題が十分に解決できなかったこと  (e.g., Barney and Hoskisson,1990; Dranove, 
Peteraf, and Shanley, 1998)。また、企業の収益性の決定要因として、自社の属する
産業内のカテゴリ(＝戦略グループ)から、ユニークな競争ポジションを提供する企業内
の資源や能力へと関心が移ったこと(e.g., Barney, 1991; Peteraf, 1993)が挙げられ
る3。 
                                               
3 周知のように 1990 年代に入ると、競争戦略論では、資源ベース理論に基づいた競争優位の検討に
主な関心が移るが、そこでの理論基盤は依然として産業組織論に基づくものであったという点で、市場の
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2.2「 買い手のニーズから行われた市場の捉え方  
ここまでは、売り手である企業の視点からの市場の捉え方について検討してきたが、
一方で、マーケティング論においては、売り手である企業の側に立脚した市場の捉え方
と同時に、買い手である顧客の視点に立脚した市場の捉え方が提示され、それに基づ
いた研究も進められている。売り手である企業の立場からは、類似した製品・技術の集
合としての側面に焦点を当てた製品市場の定義が用いられるのに対し、買い手である
顧客の立場を重視した議論では、顧客の使用などの類似性に基づいて製品市場を定
義することが主張されてきた。 
顧客の側からの市場の定義を行う場合に注目されるのは、企業側の定義のように製
品そのものや技術ではなく、製品の使用場面や入手可能性である。このように市場を
捉えるならば、企業による市場の定義と顧客による市場の定義が一致しない可能性も
十分にある。そのため、消費者の立場からみて競合関係にある製品群としての市場構
造の把握が求められるようになってきた (片平 , 1987)。 
 このような顧客の観点に基づく製品市場の定義は、おもに顧客志向を掲げる研究ア
プローチによって提唱されてきた。顧客志向を掲げるアプローチからは、競争戦略論に
対する批判が展開されたが、製造プロセスや原材料、製品の物理的特性の類似性を
重視した従来の競争戦略論が採用してきた製品市場の定義に対して、顧客価値が議
論の射程に入っていないため、事業が直面する機会や脅威を十分に説明できていな
いといった批判が行われた(Day et al., 1979)。競争戦略論が採用していた市場の定
義では、産業構造の分類では製品の類似性と消費者が判断する代替性との間には対
応関係があることが暗黙的に想定されていた。しかし、顧客の視点に基づく研究では、
このような前提は消費者の態度の同質性を仮定しているという指摘が行われた。 
 また、顧客の視点に基づいたアプローチでは、上記の市場に対する捉え方に基づい
て、市場構造を理解するために、産業組織論を理論基盤とした競争戦略論とは異なる
多様な分析手法が用いられてきた。Day et al(1979)では、顧客の視点に基づくアプロ
ーチが採用してきた分析手法について、用いられるデータの種類から、①顧客の購買
および使用の構造に基づく分析(需要の交叉価格弾力性、行動類似性、ブランド・スイ
ッチの分析など)、②顧客の判断に基づく分析(意思決定過程分析、知覚マップ、技術
                                               
捉え方については大きく変化しているわけではないといえる (石川 , 2006, 2007)。 
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代替性分析、顧客による代替性判断など)の 2 種類に分類した。これらの顧客を起点
とした市場構造分析は、消費者選好構造の把握が主な分析の焦点にある。これらの分
析の多くは、消費者の選好構造を把握することをつうじて、特定の大きな製品市場の
内部に形成される下位市場を特定することが目的だが、同時にこれらの研究は、製品
市場の境界を越えた広義の製品選択肢について顧客がどう知覚しているかを理解し、
戦略的示唆を与えることも志向している。SIU の分析はこの顧客を起点としたアプロー
チの一つである。SIU の分析では、人々が求めるのは、製品そのものではなく製品が提
供する便益であり、その便益を決定するのは、使用における代替性(SIU)であると考え
られている。SIU の分析では製品の使用方法とその変化の分析を通じた製品の代替
性を明らかにすることに取り組み、新製品の機会や自社の異なる製品間での潜在的カ
リバニゼーションの特定を通じて、戦略的視決定に貢献することが期待されている。  
ここまで、企業側、つまり製品そのものや技術に基づく市場構造の把握ならびに、顧
客の視点に基づく市場構造の把握に関する議論について検討を行ってきた。しかし、
上記の議論に基づいたとしても、市場ならびにその境界の定義は、マーケティングの意
思決定の際に企業が参照するものとしては十分ではないといえる。その課題の源泉に
あるのは、先行研究が持つ理論前提にあるといえる。  
具体的に見ていくと、まず企業の視点からの市場の定義である産業構造分析に対し
ては、SIU からの批判のように、製品そのものの類似性と、消費者側の製品に対して行
う判断の代替性とが対応関係を持っているという前提である。しかし、この点について
は、その後顧客価値と製品との乖離が問題視されるようになる中で見直しが図られてい
った。南(2006)によれば、1980 年代の終わり以降、競争戦略論の中で消費者に選択
されること自体の重要性が認識されるようになると、類似する製品を製造する競合他社
と買い手とで、どちらを重視するかという視点は統合を目指す方向へと議論が進んでい
る。 
しかし、産業構造分析にはもう一つ、SIU と共通の前提があると考えられる。それは、
これらの議論では市場がそこへの参加者である企業や消費者の存在とは独立であり、
市場そのものが自律的に存在するという前提が置かれているということである。企業の
側からの定義であれ、消費者の側からの定義であれ、市場に対してこのような前提を置
くことで、市場はそこでの参加者の行動とは独立に存在してしまう。また、環境は組織に
よって発見されるのを「待っている」状態として捉えられる。このように、企業や消費者と
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市場との関係を捉えるため、この理論前提を持つ研究ではどちらの方面からの研究に
ついても、市場構造の把握が初めの目的となる。その上で組織の諸属性を環境からの
要請への適合が目指される。したがって、この環境モデルを前提とした戦略論研究で
は、組織の諸活動をその組織を取り巻く外部環境に適応させることを目的として、外部
環境および事業や資源といった組織内部の諸要素を分析するためのフレームワークの
開発を行ってきた(e.g. Porter, 1980;Berney, 1991) が、このフレームワーク開発にあ
たって、組織は正しいフレームワークを用いて緻密に分析すれば環境の要請を正しく
捉えることができるという前提が置かれた(Smircich and Stubbert, 1985)。しかし、こ
れらの議論では、企業の行動や消費者による消費行動が市場に与える影響、さらには
市場そのものの形成や変化に関する説明を行うことができないという理論的課題が生じ
る。 
 
2.3「 市場に対する認知的アプローチ 
 ここまでの議論をつうじて、市場の境界は、製品や技術自体の類似性によって明確に
定義されるものではなく、また顧客の顕在的ニーズや市場状況に基づいて市場を理解
することも十分ではないことが明らかとなった。これらの議論の課題としてあるのは、市場
というものを参加者とは独立して自律的に存在するものとして市場を捉えたところにあっ
たといえる。これらのいわば客観的な市場観に対して、その後提示されてきたのは、市
場ならびにその境界を認知的に捉えるという視角である。  
市場の認知的なアプローチの特徴は、市場そのものの存在とは別に、参加者の側に
知覚された市場像をもつというアプローチである。市場の認知的アプローチの一つの研
究としてイノベーション研究が挙げられる。イノベーション研究では、先述の企業側から
見た市場の捉え方と同様に、主に新製品市場の出現を技術的な観点から検討する研
究が行われてきた。しかし、新しい選好を持つ顧客の出現を指摘する Christensen 
and Bower(1996)や、消費者と企業による技術に対する評価のズレを指摘する
Christensen(1997)のように消費者側の視点を視野に納めた研究が出てくるにつれて、
市場の出現や変化を技術から説明するには限界があることが指摘される。 
例えば、Tripsas and Gavetti(2000)はデジタルカメラ市場の出現を技術的な視点
から検討した上で、認知的な視点からの説明を主張する。彼らは、従来インスタントカメ
ラを主力製品としていたポラロイド社の事例を通じて、同社が新製品市場の出現に対
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応できなかったのは、デジタルイメージング・技術を保持していなかったのではなく、その
高度な技術的能力を保持しながら、その能力をデジタルカメラという新規製品に転用
する機会を見落としたからだと指摘する(Tripsas and Gavetti, 2000）。その上で、新し
い市場の出現を技術的な観点のみならず、企業が自らの製品や技術を市場において
どのように捉えているのかという、認知的な観点から検討することも欠かすことはできな
いと主張している。 
Tripsas and Gavetti(2000)で指摘しているのは、製品や技術の自社での捉え方と
市場の捉え方が異なる可能性があるということである。その上で、自社による製品や技
術の捉え方を市場による捉え方に合わせる必要があると主張する。市場の認知的アプ
ローチをとる研究では、このように市場の参加者とは独立した市場とは別に参加者が知
覚する市場像としての市場を想定したうえで、市場像の、参加者とは独立に存在する
市場への適合が目指される。 
また、競争戦略論の文脈において行われた沼上他(1992)も市場に対する認知的ア
プローチの研究であるといえる。しかし、沼上他(1992)は、企業側と顧客側との関わり
がより具体的に検討されている。沼上他(1992)においては、1970 年代から 80 年代に
かけて行われた日本の電卓産業における企業間競争を対象として、企業の競争観の
問い直しを行っている。彼らは企業の行動を分析する際に、これまでは選択淘汰として
競争として捉えるという見方が暗黙裡に前提とされてきたことを指摘する。これは、競争
が激しくなることで個々の企業に対する圧力が高まり、その結果非効率な企業が淘汰さ
れるまさにここまで検討してきた、市場メカニズムを前提とする競争であるといえる。  
これに対し、沼上他(1992)が提示するのは、対話としての競争という競争観である。
これは、ハイエクに代表されるオーストリア学派の経済学に由来する、競争を「何が最も
優れた製品であるのか、といったことを発見する手続きであり、人々が何を最も良いと考
えるのか、という意見やものの見方を創り出すプロセス (沼上他 , 1992: p.65)。」と捉え
る、発見プロセスとしての競争という競争観を発展させたものである。沼上他(1992)で
は、発見プロセスとしての競争観を下敷きに、「顧客の反応を媒介にした競争企業間の
相互作用プロセス(沼上他 , 1992: p.66)」を対話プロセスとして捉え、電卓産業におい
て行われた競争行動の分析を行った。 
事例分析を通じて、沼上他(1992)が示したことは、競争を通じたカシオとシャープに
おける戦略スキーマの彫琢である。彼らは、カシオとシャープが 1976 年以降製品系列
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を同質化させ、新製品開発で相手よりも先んじようとした競争を展開したと捉えている。
彼らが強調する点は、両者が展開した同質化行動は、他社への追随ではなく、「他社
が競争の武器とする技術やノウハウを自社の戦略展開に独自のやり方で活用できるよ
うになるための学習プロセス(沼上他 , 1992: p.75)」である点である。このような、顧客の
反応を媒介として行われた同質化の中で行われる自社の戦略スキーマの彫琢プロセス
を、沼上他(1992)は「対話としての競争」と呼ぶのである。 
沼上他(1992)の議論のリッチポイントは、市場の捉え方にある。彼らは、従来の競争
戦略論が前提とする、選択淘汰観に基づく競争の回避を目的とするような競争の捉え
方を退ける。産業組織論に基づく企業と市場の関係をベースとしたこのような競争観を
避け、市場より具体的には顧客の反応を媒介とした対話を通じて新しい情報が作り出
されているプロセスとして競争を捉え直す。沼上他 (1992)の議論において想定されて
いる市場は、産業組織論で想定されているように、企業の行動を一方的に規定するも
のではなく、顧客の反応を媒介とする企業間の対話の場として捉えられている。  
一方で、沼上他 (1992)では、企業と環境としての市場との関係性がこれ以上明確
であるとはいえない。先述のように、この議論では、発見プロセスとしての競争という競争
観をさらに掘り下げ、対話としての競争を、顧客を媒介とした企業間の相互作用を通じ
た自社の戦略スキーマの彫琢プロセスとして捉えたが、そこで媒介となる顧客の役割に
ついてはそれ以上言及されていない。この点について、同様の観点から競争を通じた
市場の形成についてより明示的に検討を行っているのは、企業の活動と消費者の消費
行動との関わり方の把握について議論を積み重ねてきたマーケティング論であると言え
る。次節ではここまで行ってきた議論を整理した上で、企業の行動と消費者の消費行
動を共に射程に収めた市場の捉え方に関する議論について検討を行う。 
 
2.4「 企業と消費者の相互作用を通じて形成される市場  
 ここまでの議論を改めて振り返れば、市場の伝統的な捉え方としては、企業側の視点
を取り入れた研究では、産業分類に見られるような製品属性の類似性やそこで使用さ
れている技術の類似性によって市場が定義されてきた。一方で、消費者を起点とする
研究においては、SIU の研究のように消費者による製品の使用における代替性に基づ
いて市場が定義されていた。しかし、これらの諸研究は、企業や消費者といった市場の
参加者の存在とは別に市場を自律的な存在として位置づけているため、市場の変化
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や形成、また市場の参加者から市場に与える影響に関する説明を行うことができないと
いう課題を抱えていた。 
 これに対して、市場を認知的に捉えるアプローチでは、市場の参加者とは独立して存
在する市場と、自社の製品や技術の捉え方、もしくは戦略スキーマのように、参加者自
身が知覚した市場像(石原 , 1982)としての市場というように二つの次元の市場を想定
する。市場の認知的アプローチではこのような市場観を採用することにより、それ以前の
研究のように市場の正しい把握とその市場への適合が目指されることにより、参加者に
よる市場への影響やそれによる市場の形成や変化の説明の困難さを回避しようとした。
しかし、このような研究で目指されていることは、独立した市場と参加者が知覚した市場
観に基づく行為を通じた市場観の改変である。そこでは、参加者が作り上げた市場観
をいかに独立した「本当の」市場に適合させるかという問題意識が含意されている。この
ような理論前提を持つ市場の捉え方であれば、依然として参加者の市場への影響や
市場の形成や変化について説明を行うことは難しい。 
そこで、以下では企業と他の市場の参加者との具体的な関わり方について研究を積
み重ねてきたマーケティング論での議論を検討する。石井(1993)によれば、マーケティ
ング活動と消費行動との関わり方をどのように把握するのかは、マーケティング論ならび
に消費者行動論における主要な関心となってきた。この関わり方の把握については、こ
れまで消費者の自立的な意思決定を前提とし、消費者行動論とマーケティング・マネ
ジメントが独立に研究を行ってきた背景がある一方で、依存効果の概念を提示した
Galbraith(1958)をはじめとして、消費者の欲望と企業のマーケティング活動はそれぞ
れ独立に存在しているのではなく、相互に依存関係にあると考える論者も多い(石井 , 
1993)。この消費者の欲望と企業のマーケティング活動の相互依存関係を前提とした
立論は、商品の価値や市場の捉え方などの議論で行われてきた。  
例えば、石原 (1982)では、商品にあらかじめ使用価値が内在していること、また消費
者の中にあらかじめ欲望が存在していることを否定する。石原 (1982)では、商品の物的
属性はそれが対応すべき人間の欲望が創出されることによって初めて使用価値となる
と捉える。商品の使用価値や消費者の欲望は、企業と消費者の相互作用を通じて同
時に生まれるものであり、いずれも互いの前提とはなりえないことが含意されている。この
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ようにして生み出される商品の価値を石原 (1982)では「競争的使用価値」と呼んだ4。 
また、石井 (2003)、石原(2007)では、同様の視点に立った上で、企業と市場の関
係性の再検討が図られている。石井 (2003)では、従来の競争戦略論に議論に対し
「構造としての競争」という呼称を用いた上で、この構造としての競争においては、競争
の場としての産業があらかじめ存在していること仮定することを指摘する。これに対し、
石井(2003)では、「プロセスとしての競争」という競争観を提起し、競争の場としての産
業は、「企業が存在する前から存在しているわけではなく、企業の競争の中から作り出
されていく(石井 , 2003 p.1)」というように産業を捉え直す。 
本論との関わりで考えたとき、この議論において注目すべきは以下の点となる。まず、
プロセスとしての競争においては、競争の場としての産業と企業の関係が「構造として
の競争」で想定される産業と企業の関係と大きく異なることである。プロセスとしての競
争が示唆するのは、産業の定義はそもそも産業分類表で区分可能な固定なものでは
ない。むしろ、この産業は競争を通じて定義されることになる。プロセスとしての競争に
おいて、産業は企業の行動を一義的に規定するものではなく、逆に企業間の競争をつ
うじて作り出されるものである。ただし、競争を通じて産業が作り出されると、成立した産
業のもとでの新たな競争が展開される。この産業と企業の行動は一方的な規定関係で
はなく、お互いを創りあう再帰的な関係となるといえる。  
次に注目すべきなのは、プロセスとしての競争では、競争を通じて自社の個性を生
み出すとともに、自社にとって重要な資源や能力が明確になるということである 5。資源
アプローチにおいて競争上重要な資源の価値は、市場によって規定されていたが、上
記のように市場と企業との関係性を市場からの一方的な規定関係として捉えないプロ
セスとしての競争では、自社にとっての環境を構成する競合他社との競争の中で見出
されていくことが示唆されている。 
 以上のように、消費者と企業の相互作用をいかに把握するかについて検討を行っ
てきたマーケティング論の知見を踏まえると、企業の活動をつうじた市場への影響、さら
には市場そのものの形成や変化について議論する可能性が生まれる。さらに、この観
                                               
4 石井 (1993)では、使用価値の出現について「製品差別化によって与えられた製品の物的属性はそれ
が対応すべき人間の欲望が創出されることによってはじめて使用価値となる (石井 , 1993:p.157)」と述べ
られている。 
5 石井 (2003)における競争を通じた自社の個性の創出において、沼上他 (1992)の例が示されているこ
とからも、両者の議論の近接性を窺い知ることができる。  
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点に基づいて、企業と消費者の視点をともに射程に収めた市場を対象とする諸研究も
登場する。例えば Rosa et al(1999)は、市場は「人々が外部刺激を類型化する際に
用いるスキーマのようなものであり、買い手と売り手の合意を通じて、立ち現れる社会的
構築物」として捉えている。彼らは、そもそも市場に参加する消費者と生産者は、「共有
された仮定と枠組みの解釈」により安定化する取引に結び付けられた行為者として位
置づけられている。つまり、彼らの視点からすれば、市場は参加者である生産者と消費
者との合意によって形成され、また、その合意のあり方が代わることで境界も変容するも
のとして捉えられている。その上で、Rosa et al(1999)は、上記の市場の捉え方に基づ
いて、新製品の投入によって市場が変更されるプロセスを示している。このような、いわ
ば生産者と消費者の相互作用の結果として市場ならびにその境界を捉える見方は、
次項の市場カテゴリ研究にも引き継がれている観点である。次章以降では、市場カテ
ゴリ研究の検討をつうじて市場の捉え方ならびに市場そのものの形成や変化を説明す
る理路を探る。 
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第 3 章「 市場カテゴリ研究の特徴と意義  
前章では、主に競争戦略論やマーケティング論、イノベーション研究の検討をつうじ
てそれらの研究での市場の捉え方にかんする理論的前提とその理論的前提が持つ意
義と課題について検討を行ってきた。本研究の問題意識は企業による市場形成の説
明を行うことにあるが、前章での検討を踏まえれば、市場の参加者とは独立に存在する
ものとして市場を捉える考え方、ならびに市場に対する認知的アプローチのように、独
立に存在する市場と、参加者により知覚される市場像を想定する考え方では、企業の
行動を通じた市場形成に関する議論を行うことが難しい。これに対し本章では、市場を
企業と消費者との相互作用の場として捉えたうえで、市場における企業や消費者をは
じめとする市場への参加者の行動について検討を行ってきた市場カテゴリ研究の議論
を検討し、市場カテゴリ研究において市場はどのように捉えられているのか、そこで市場
の形成や変化はどのように説明されてきたのかを明らかにしていく。  
市場カテゴリに関する研究は、社会心理学や消費者行動論を中心に研究が進めら
れてきたが6、Zuckerman(1999)において、市場における企業の行動や、市場の成果
に影響を与える自明視された構造として市場カテゴリが理解されることが示された。彼
がおこなってきた金融市場を対象とした研究において、企業は顧客や証券アナリストと
いったオーディエンスと呼ばれる市場への参加者によって採用されたカテゴリのあり方
に従う行動をとるよう圧力を受けていることを明らかにしている。その後、この視座は拡
張され、Phillips and Zuckerman(2001)では、市場メンバーの候補者とオーディエン
スという二種類の参加者による、競争の二段階モデルが提示された。そこでは、市場メ
ンバーの候補者は評価と消費を受けるためにオーディエンスに提示を行い、オーディエ
ンスはそれをスクリーニングし、選択し、消費するというものである。ここでの競争は、主
にスクリーニングプロセスにある。このプロセスにおいて、オーディエンスは選択を行うた
                                               
6 社会心理学に理論的基盤を持つ市場カテゴリ研究では、市場そのものを対象とした研究というよりも、
社会的な存在としての企業の自己カテゴリ化 (self categorization)に関する議論が主に行われてきたと
いえる。例えば、Porac et al(1989)はスコットラソド・ホーイック地方のニットウェアメーカーたちが行った自
己カテゴリ化について検討を行っている。ホーイック地方のニットウェアメーカーたちは，コンピュータによる
製造技術の発展に伴って能率やそれに伴うコスト面での競争力が問題となった際に、製品のファッション
性を重視するのではなく、クラシック・エレガンスの領域におけるハンドメイドの最高級ニットウェアを作ると
いう世界観を同地方でのニットウェアメーカーグループの中に作り上げていった。従来、彼らは集団レベ
ルでのアイデンティティをもっていたわけではなかったが、「新しい製造技術の発展」というきっかけによっ
て「小規模生産しかできない小さなニットウェアメーカー」が、「高級手工芸メーカー」として自分たちを捉
えるようになった。 
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めに候補者からの提示に対し、この市場カテゴリの明らかなメンバーにふさわしいか一
つ一つ比較しなければならない。これらの研究を皮切りに、社会学や、経営学において
は組織論の文脈においても研究が蓄積されている。  
また、その研究の論点について、従来では市場カテゴリの存在を所与とした議論が
行われており、市場カテゴリと企業との関係についても、市場カテゴリが企業の行為を
制約する側面を中心に議論が行われてきた(e.g. Hannan, 2010; Zuckerman, 1999)。
しかし、最近ではカテゴリ化のメカニズムや市場カテゴリが企業に対して与える制約以
外の側面に対する理論的関心も高まっている。以下ではまず、市場カテゴリ研究の主
要概念ならびにそのアプローチとしての特徴について整理し、それが従来の経営学の
議論に対して持ちうる意義を検討していく。 
 
3.1「 市場カテゴリの構成要素  
市場カテゴリとは、企業のような生産組織と、投資家や消費者のような関心のあるオ
ーディエンス(audience)の間で認識され共有される「概念システム」として定義される
(Rosa et al, 1999)7。この概念システムは、市場への参加者が直面するリアリティや追
求する目的に基づいて構成され、また再構成されうる(Glynn and Navis, 2013)。市場
カテゴリの基本的な要素 としてまず挙げられるのはカテゴリの構成 メンバー
(constituent member)である。市場カテゴリの構成メンバーは、製品やサービスのタイ
プに関するルールや境界によって区別される。また、これら構成メンバーを結びつける
特徴を反映した概念やラベル、アイデンティティもカテゴリの基本的な構成要素である
(Mervis and Rosch, 1981)。Vergne and Wry(2014)によれば、カテゴリ研究における
基本的な概念は以下の表のような意味を持っている(表 3.1 参照)。 
 
 
                                               
7 市場カテゴリについては、Rosa et al(1999)以外にも様々な論者が定義を行っている。代表的なものと
しては、「組織と環境の関係を理解するための概念的ツール」である（Negro et al., 2010 p.4）。また、「市
場と組織の文脈において、カテゴリは、組織とその製品の評価を行い、期待を推進し、物質的かつ象徴
的 な交 換 をもた らす認 知 基 盤 を提 供 する 」 （ Durand＆ Paolella, 2013: 1102, Carruthers＆
Stinchcombe, 1999; Douglas, 1986; Zerubavel, 1997）。またはよりアドホックな流行（Casasanto＆
Lupyan, 2015）の観点から、カテゴリは、共通もしくは類似する物理的もしくは物質的性質をグルーピン
グする。 
 
20 
 
組織カテゴリ
(organizational category)
組織カテゴリは　類似したメンバーとなる組織と関連した外部オーディエンスが、カテゴリ内のメンバーシップを評価す
る基準としての働きをもつ物質的資源(技術、スキル、資金源など)、象徴的資源(アイデンティティ、認証、文化的特
徴など)を相互に理解するとき認識される。
カテゴリは、十分な数のメンバー組織や、外部のオーディエンス(例：批評家、メディア、規制機関)によって、区別され
た分析の単位として認識される限りにおいてのみ存在する。
製品カテゴリ
(product category)
製品カテゴリは、類似する社会物質的な人工物が、生産者、販売者、外部のオーディエンス(批評家)間での相互作
用の基盤として機能している特定の市場セグメントの中で、製品として交換されるようになるとき認識される。
オーディエンス
(audience)
オーディエンスは、組織カテゴリと相互依存関係に入る個人や組織のグループである。
この関係は、以下の特徴に基づいている。
①オーディエンスは、　カテゴリメンバーの提示物(製品、仕事、役割、主張された政策改革、情報、価値)に、比較の
対象としての関心を向ける。
②オーディエンスは、直接的もしくは間接的に、カテゴリメンバーの物質的、象徴的成果の管理権を行使する。
③オーディエンスは、カテゴリメンバーに褒美、もしくは、制裁措置を与えることができる。
区分の階層
(classification hierarchy)
区分の階層は、カテゴリメンバーや／もしくは、オーディエンス間のコンセンサスを獲得した、カテゴリ間の構造的関
係の認知的表象
カテゴリ境界
(category boundaries)
カテゴリ境界は、カテゴリの内側のことと外側のこととを明らかにする。相対的に見れば、カテゴリ境界は異なるカテゴ
リ間の差異を識別することを助ける。カテゴリ境界は、提供物がカテゴリ境界の中に含まれるために持たなければな
らないカテゴリ特性のリストから成る。
カテゴリ・メンバーシップ
(category membership)
組織は、
①オーディエンスや他のメンバーが、組織の提供物がカテゴリ境界の中に含まれると信じる
②オーディエンスや他のメンバーが、組織が十分に集中していると信じる
とき、オーディエンスや他のメンバーによってカテゴリのメンバーとして認識される
外部アイデンティティ(コード)
(external identity / code)
外部のオーディエンスがカテゴリ内のメンバーシップを評価する機能を果たす、物質的・象徴的資源を意味する
外部アイデンティティ(コード)はオーディエンスの期待に基づいて形作られ、この期待を侵害することは、カテゴリメン
バーへの制裁を導く
カテゴリの交叉(カテゴリの拡張)
(category straddling)
区分の階層の同じレベルに位置づけられる二つ以上のカテゴリのメンバーシップを同時に持つとき、組織はカテゴリ
の間に存在する
カテゴリ・プロトタイプ
(category prototype)
既存のオーディエンスの目において、そのカテゴリの最も代表的、中心的なメンバーを意味する(Rosch and
Mervis,1975)
この定義には、3つの解釈がある
①カテゴリの平均的メンバー(平均的収益、平均的品質など)
②オーディエンスからみて最も突出しているメンバー(あるカテゴリのメンバーの中で最初に思い浮かべるメンバー)
③カテゴリメンバーの際立った特性を記号化した抽象的な表象
表 3.1 カテゴリ研究における主要概念  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所) Vergne and Wry(2014) p.68-72 に基づいて作成  
 
市場カテゴリ研究では、市場カテゴリという概念が市場という概念と互換的に用いら
れているが、市場カテゴリが形成されることは、消費者らオーディエンスにとって、メンバ
ーである企業がそのカテゴリに属していること、ならびに企業が提供する製品やサービ
スがそのカテゴリのモノとして理解可能となることを意味する。例えば、自動車市場にお
いて、「ミニバン」という新たなカテゴリが形成されることで、オーディエンスからは Fordや
GM、Honda がそのメンバー企業として認識され、彼らが提供する特定の車が、セダン
でも RV でもないミニバンという新たな車種として理解されるようになる (Rosa et al, 
1999)。また、このカテゴリが形成されると、他の既存カテゴリとの境界が明確になり、カ
テゴリ全体としての集合的アイデンティティが形成される。これと共に、各メンバー企業
においてはカテゴリに属している企業としての個別のアイデンティティも形成される。 
また、このカテゴリのメンバーとなるか否かは、企業にとって大きな影響を与えることに
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なる。Zuckerman は、金融市場を研究するなかで、金融アナリストたちからカテゴリのメ
ンバーとして認められなかった企業は、投資家にとってより魅力的ではない企業となり、
株式市場における自社の価値を減少させ、自社の株式をより不安定にさせてしまう  
(Zuckerman, 2004)。カテゴリに属するプロセスにおいて、企業は一般的に、彼らのオ
ーディエンスによって採用されたカテゴリシステムに、従う行動をとるよう圧力をかけられ
ているのである(Zuckerman, 2000)。 
とはいえ、カテゴリの境界は厳密な構造を形成しているわけではなく、柔軟性を持っ
ている。また、カテゴリそのものも安定的である場合もあれば、不安定な場合もありうる。
上記の表 1 からも明らかなように、カテゴリの境界は、メンバー組織とオーディエンスのよ
うな関連する他の社会的行為者との相互作用の結果として生じる。そのため、メンバー
組織とオーディエンスとの間の合意によってカテゴリは安定化するが、メンバー組織とオ
ーディエンスとの合意が明確に形成されるまではカテゴリやその境界は不安定となる。
このような状況の特徴として、Rosa et al.(1999)は、不安定なカテゴリでは、カテゴリの
「よい」メンバーとして知覚される製品属性にバリエーションがあり、特異な属性をもつ製
品であってもカテゴリのメンバーとして受け入れられることを明らかにしている。彼らの研
究では、アメリカにおいて「ミニバン」という新しいカテゴリが安定化する以前の 1983 年
から 1984 年の初期においては、調査対象となったすべてのモデルが、物理的な形状
や属性価値が異なっているにもかかわらず、優れたミニバンであるとして考えられていた
ことを示している。しかし、「ミニバン」カテゴリが安定化するに伴い、優れたミニバンとし
て受容されるモデルとそうではないモデルに分かれることとなった。  
 
3.2「 市場カテゴリの利用と変化  
ここまで、カテゴリの基本的な要素とカテゴリ研究の特徴について見てきたが、カテゴリ
の要素として、特に重要な役割をはたすのが「プロトタイプ(prototype)」である。プロトタ
イプにはいくつかの捉え方があるが、Hogg and Terry(2000)によれば、プロトタイプと
はグループの成員性に関する文脈依存的な属性の曖昧なセットを意味する。ここでの
属性は、信念や態度、感覚や行為を含んだ、自らのグループを特徴付け、自分たち自
身と他のグループとを区別する全ての属性を意味する。また、表１にもあるように、プロト
タイプは、既存のオーディエンスの目において、そのカテゴリの最も代表的、中心的なメ
ンバーを意味する(Rosch and Mervis, 1975)。さらに、プロトタイプは典型的なメンバー
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の表象や理念型の形をとって現れると指摘されている(Hogg and Terry、 2000)。以
上のように捉えられているプロトタイプであるが、ここで重要なのはプロトタイプの規範性
である。プロトタイプとは、カテゴリのメンバー企業の行為やオーディエンスによる判断の
基準を体現する存在としてあるため、規範性を持つプロトタイプへは、「適合」するような
力が働くことになる。そのため、あるカテゴリのメンバーがプロトタイプと同型だとされたと
き、そのメンバーは高い水準のメンバーシップを持っており、より魅力的だと見なされる
(Zuckerman, 1999)。このプロトタイプがカテゴリメンバーに果たす役割を踏まえて、以
下では、カテゴリの存在と企業の行為について検討していく。  
 
3.3「 市場カテゴリと企業の行為  
カテゴリの存在はそのカテゴリのメンバー企業の行為に対して以下の 2 種類の働きを
もたらすと言える。まず考えられるのはプロトタイプを通じた行為の制限である。先述のよ
うに、カテゴリにおける規範的な特徴であるプロトタイプからは、カテゴリへの「適合」に向
けた力が働き、プロトタイプと同型であるほど、魅力的であると考えられている。従って、
プロトタイプを通じて同一カテゴリメンバーがとり得る行為は、そのカテゴリに適合するよ
う制限されることになり、もし、プロトタイプから外れてしまえばその企業は低く評価される
ことになる  。しかし、カテゴリと行為者である企業との関係性は、このような関係だけで
はない。 
例えば、カテゴリのプロトタイプからやや外れている製品は、必ずしもオーディエンス
からペナルティを受けるだけではない。ペナルティを受けつつも、生産者とオーディエン
スが相互作用する仲で、カテゴリのプロトタイプの内容、場合によってはカテゴリのラベ
ルを変化させながら、新しいカテゴリの中で受け入れられるという可能性も考えることが
できるはずだ(吉成 , 2015)。カテゴリと行為者である企業が取り結ぶもう一つの関係性
は、企業によるカテゴリの利用である。例えば、Glynn and Navis(2013)は、社会文化
的パースペクティブという視角から、上記の点を強調したカテゴリ研究を展開しようとして
いる。社会文化的パースペクティブは、文化社会学において提起された「文化の利用」
とい う視点 を理論的基礎 としている (e.g. Swidler, 1986, 2001; Lamont and 
The’venot、 2000)。「文化の利用」という視点は、文化を、行為者が行う行為の目的
を厳格に規定するというより、様々な実践的課題に対処したり、行為者を取り巻く環境
をナビゲートするための手段となると捉える  (Weber, 2005)。この視点のパイオニアで
23 
 
ある社会学者の Swidler は、「道具箱としての文化(culture as toolkit)」という視角を
提起し、文化を様々な生活のスタイルや技術、コンセプト、物語、シンボルといった「文
化的資源(cultural resources)」が雑多に入った、一種の道具箱として捉えた(Swidler, 
1986)。そこで個々の行為者は、道具箱としての文化から、必要な文化的資源を選び
出し組み合わせることで様々な問題に対処する。また、個人が利用する文化的資源は、
道具箱の内容を意味する「文化的レパートリー (cultural repertries) 」に依存する
(Swidler, 2001)。この文化的レパートリーは、シンボルや物語や儀式、考え方といった
文化的資源と、その使い方に関する知識から構成される。行為者は、これらのレパート
リーの中から使い方の知識の他、これまでの経験や置かれている状況、ならびに自身
のアイデンティティ(Swidler, 2001)に基づいて文化的資源を選択する。このように、
「文化の利用」という視点は、文化的レパートリーの中からの文化的資源の選択という
意味で文化から影響を受けつつも、文化的資源の主体的選択を可能にしているので
ある (佐藤・山田 , 2004)。 
以上のような考え方をカテゴリ研究に応用することで、社会文化的パースペクティブ
によるカテゴリ研究は、行為者が選択的に「利用する(pull down)」(Weber and Dacin, 
2011)ことのできる公共的な道具箱としてカテゴリを捉えるという視点を提供する。この
視点において、カテゴリは、企業が新しいアイデンティティや、行為の可能性、新しいメ
ンバーシップカテゴリといった新たなものを生み出すための資源や「生産的能力
(generative capacity)(Glynn and Navis, 2013)」となりうる。そのため、企業はこのカ
テゴリを利用し、その重要なレパートリーであるプロトタイプを基準とすることで、同じカテ
ゴリの他のメンバーとの類似性や差異をマネジメントすることが可能となる。ここで、企業
にとってプロトタイプは、自社独自のアイデンティティを形成する「材料」としての役割を
果たしている。このように、カテゴリやプロトタイプはここまで見てきた 2 種類の働きを企
業の行為にもたらすため、企業は、競争的な関係に対して、カテゴリに「適合」すると同
時に、差異化のメカニズムを通じて多様に突出することができる。  
その他、社会文化的パースペクティブによるカテゴリ研究の特色としては以下の 3 点
を上げることができる。まず、カテゴリはカテゴリを構成するメンバー企業と関心を持つオ
ーディエンスとの相互作用によって構成、再構成される(Navis and Glynn, 2010)。ま
た、カテゴリは、従来の研究のように純粋に認知的なものとしてではなく、そのカテゴリが
生まれた社会文化的コンテクストに依存している。従って、カテゴリのラベルの上では同
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じカテゴリであったとしても、社会文化的コンテクストが異なれば、カテゴリの生じ方や構
成要素は異なってくる。さらに、各カテゴリは、孤立して存在している単一の構築物では
なく、より大きな分類体系に埋め込まれている(Glynn and Navis, 2013)。しかも、この
分類体系も唯一のモノではなく、社会文化的コンテクストによって異なる体系を持ちうる。
カテゴリが形成されることでカテゴリ間の境界は明確になるが、その境界は固定的では
ない。従って、カテゴリ間境界が変容する可能性は常に存在するし、社会文化的コンテ
クストが異なれば、その変容の仕方も異なってくる。  
このような特色を持つカテゴリ研究が、経営学において持ちうる意義は、企業と環境
との関係の問い直しにあると言える。これまで企業と環境との関係については、マーケ
ティング論や競争戦略論の文脈では、主に経済学を理論基盤とした諸研究が企業と
環境との関係マネジメントに関する問題を取り扱ってきた。ここで競争戦略論が理論基
盤とする経済学では、企業の行動は環境によって一方的に規定される関係が前提とさ
れている。しかし、このような前提のままでは、環境である市場の変化は、企業のあずか
り知らないなんらかの外部要因が市場に変化をもたらすという論理しか考えることができ
ず、企業行動を通じた市場の内生的変化を説明することができない。もちろん、内生的
な環境の変化を議論する研究もこれまで行われて来なかったわけではないが(e.g. 沼
上他 , 1992)、体系的な理論的基盤の構築につながってこなかった。このようなマーケ
ティング研究や競争戦略論の限界点は、カテゴリ研究を援用することで解消される。  
カテゴリ研究を援用し、環境としてカテゴリを捉えるならば、企業が捉える環境は、自
社が属するカテゴリであり、そのカテゴリの規範的な標準としてのプロトタイプとなる。そし
て、この市場カテゴリならびにその標準としてのプロトタイプを環境として捉えるならば、
企業と環境との関係は、経済学のような環境から企業への一方的な規定関係とは異な
る関係が捉えられる。つまり、カテゴリの規範的標準として現れるプロトタイプは、「最良
の代表例」として、一方で企業が同型化すべき基準としてあらわれる。しかし、このプロト
タイプは、同型化すべき基準であると同時に、企業が差異化するための生産的資源と
しての役割も果たす。そのため、企業はプロトタイプを参照することで、プロトタイプから
の差別化を目指す戦略を構想することも可能となる。このようなカテゴリが企業に与える
二つの影響は、コインの裏表の関係にあると言える。つまり、企業は一方でカテゴリから
の制限を受けるからこそ、そこからの差異化を目指す行為が可能となるのである(Glynn 
and Navis, 2013)。 
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ここまで市場カテゴリ研究について検討を行ってきた。市場カテゴリ研究では、市場
とその参加者を相独立したものとして捉えることを避ける。市場カテゴリ研究において市
場とは、生産組織である企業とオーディエンスの相互作用を通じて認識され共有される
概念システムであるとされる。市場カテゴリが成立することで、市場カテゴリのラベルやカ
テゴリの境界、または市場カテゴリに含まれる製品として何が好ましいかといった市場カ
テゴリにおける基準が、企業とオーディエンスによって共有されることになる。しかし、市
場カテゴリはあくまでも企業とオーディエンスの相互作用によって成り立つものであるた
め、一度成立した市場カテゴリも変化する可能性を含んでいる。  
また、市場カテゴリと企業との関わりについては、Zuckerman(1999)など、比較的初
期の市場カテゴリ研究では、市場カテゴリによって企業の行動が制限される側面に焦
点が当てられてきた。これは、従来の産業組織論を理論前提とした競争戦略論におけ
る産業と企業との関係と類似した側面といえる。しかし、市場カテゴリ研究の理論前提
を踏まえれば、市場カテゴリと企業との関係は、一方的に市場カテゴリが企業の行動を
規定する関係にはない。すなわち、市場カテゴリは、一方で他の企業に対して類似する
行動をとらせる同型化の基準としてありながら、他方でその基準からの差異化を可能に
する資源ともなりうる。従って、市場カテゴリ研究の知見を踏まえれば、企業による市場
の形成や変化に関する議論を行うことができる可能性持っている。以下次章では、本
章の議論を踏まえて、特に市場カテゴリの形成や変化に関する議論に焦点を絞り、市
場カテゴリの形成のあり方に関する説明様式について検討を行う。そのうえで、既存の
市場カテゴリ研究における限界点を指摘したうえで、特に、企業による意図的な新市場
の形成のあり方について説明するための枠組みの検討を行う。 
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第 4 章「 市場カテゴリの形成  
前章では近年展開されてきた市場カテゴリ研究についてその特徴と意義の検討を行
ってきた。そこでの検討をまとめると以下の 2 点となる。 
まず、市場カテゴリは生産組織とオーディエンスの間で認識され共有される「概念シ
ステム」である。そのため、新カテゴリの形成とは、オーディエンスにとって、メンバー企業
の当該カテゴリへの所属、ならびに企業の提供する製品・サービスがそのカテゴリのモノ
として理解可能となることを意味する。例えば、自動車市場において、「ミニバン」という
新カテゴリが形成されることで、Ford や GM、Honda がミニバン市場のメンバー企業と
してオーディエンスに認識され、彼らが提供する特定の車が、セダンでも RV でもないミ
ニバンという新たな車種として理解されるようになる(Rosa et al, 1999)。 
また、市場カテゴリはメンバー組織とオーディエンスとの相互作用の結果として生じる。
そのため、メンバー組織とオーディエンスとの間の合意によりカテゴリやその境界は安定
化するが、メンバー組織とオーディエンスとの合意が明確に形成されるまでは不安定だ
と言える。このような状況の特徴として、Rosa et al.(1999)は、不安定なカテゴリでは、
カテゴリの「よい」メンバーとして知覚される製品属性にバリエーションがあり、特異な属
性をもつ製品であってもカテゴリのメンバーとして受け入れられることを明らかにしている。
しかし、その後「ミニバン」カテゴリが安定化するに伴い、優れたミニバンとして受容され
る要素が限定され、優れたミニバンとそうでないミニバンの差異が明確になる。  
 
4.1「 市場カテゴリ形成のタイプ  
 以上の議論を踏まえて、以下では市場カテゴリがいかに形成されるか、また、既存の
市場カテゴリがいかに変容するかに関する検討を行う。市場カテゴリの形成や変化は、
近年研究の蓄積が進んでいるトピック(Vergne and Wry, 2014)だが、何をもって新た
な市場カテゴリの形成とするかについては議論が行われている。例えば、Negro et al. 
(2011)は、①新たな市場カテゴリの形成を起こすのは既存のカテゴリの内部者か外部
者か、②新たな市場カテゴリは、市場カテゴリのラベルの変化を伴うか伴わないか、とい
う２つの基準に基づいて、市場カテゴリの形成や変化のあり方を A から D の 4 つのタイ
プに分類する(図 4.1)。 
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既存ラベル 新規ラベル
内部者
A 内部企業同士の対抗によるラベル
の意味内容の変化
B カテゴリラベルそのものをめぐる内
部企業同士の対抗
外部者
C 新規企業と既存企業の対抗による
ラベルの意味内容の変化
D 新規企業と既存企業の対抗によるラ
ベルそのものの変化
ラベル
解釈者
 
 
 
 
 
出所）Negro et al(2011)p.1451 を加筆修正  
図 4.1 ラベルと解釈者による市場カテゴリ形成のタイプ 
 
具体的に見ていくと、A タイプは、特定の市場カテゴリのメンバー企業同士がラベル
の意味内容をめぐって対抗し、ラベルの意味内容の変更を試みる場合である。事例と
して Negro et al. (2011)が提示するのは、イタリアン・ワインの代表的な銘柄であるバロ
ーロ（Barolo)とバルバレスコ（Barbaresco)のラベルの変容である。バローロ、バルバレ
スコと呼ばれるワインが製造されているイタリアのピエモンテ州周辺では、従来は伝統的
な製法でワイン生産が行われてきた。しかし、小樽による熟成を行うという近代的な製法
を取り入れた生産者が、バローロとバルバレスコというラベルの元で、新しいスタイルのワ
インを販売し、批評家から高い評価を獲得することで、伝統的な製法で造るワインこそ
がバローロでありバルバレスコであると捉えていた生産者のアイデンティティに挑戦した、
この挑戦を通じて生産者のアイデンティティならびにカテゴリのラベルが持つ意味内容
が変化したことを示している。 
B タイプでは、メンバー企業がラベルそれ自体の刷新を含めて、カテゴリの意味内容
を変更しようとするタイプである。例えば、フランス料理界において一部の気鋭のシェフ
たちが新たな技法や表現を取り入れた料理を製作し、同時にクラシック・キュイジーヌに
対して自分たちはこのような料理とは異なると批判を展開し、ヌーベル・キュイジーヌと
呼ばれるクラシック・キュイジーヌに対抗する新たなカテゴリを創出するという変化を示す
(Rao et al. 2003)。 
C タイプは、新規参入企業がカテゴリのラベルを変えずに、ラベルの意味内容につい
てカテゴリ内部の企業と対抗し、ラベルの意味内容を変更しようとするタイプである。例
えば、Carroll and Swaminathan(2000)は、アメリカのビール産業において、新興で小
規模の地ビール醸造所が大量生産の大手ビール会社に対抗し、ビールというラベルそ
れ自体の意味内容を変えようとしたという変容のあり方に関するものである。  
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最後に D タイプは、新規参入企業がラベルそのものも含めてカテゴリメンバーの企業
と対抗しながらカテゴリの意味内容を作り出そうとするタイプである。Crane(1987)が取
り上げた米国の前衛アートにおいて、新しいアーティストがミニマリズムという新たなラベ
ルを立ち上げ、それと対抗する既存の抽象表現主義というラベルの代替となるとき、従
来の抽象表現主義のアーティストが孤立し活動できなくなり、抽象表現主義のカテゴリ
が消滅するというカテゴリ変化の軌跡が示されるのである。  
また、Durand and Khaire(2017)では、市場カテゴリの形成を、「カテゴリの出現
(emergence)」と「カテゴリの創造 (creation)」の二つのタイプに分ける。「カテゴリの出
現」では、市場カテゴリが形成される一つのきっかけとなるのは、既存の市場カテゴリで
の分類枠組みでは十分に理解できない差別的な製品が市場に投入されることである。
このような製品が市場に増加することで、自生的に新たな市場カテゴリが生まれるという
タイプである。例えば、何度も登場しているミニバンという市場カテゴリの登場も、既存の
自動車市場にはない、トラックの機能を備えた車が市場に増えていくことで、セダンでも
ワゴンでもないミニバンという市場カテゴリが形成されたといえる(Rosa et al, 1999)。 
 一方で、「カテゴリの創造」は、既存の市場カテゴリ内部の企業が、意図的に市場カテ
ゴリ内部の基準を再設計することを通じて、市場の境界も含めた再設計を行うタイプで
ある。例えば Khaire and Wadhwani(2010)では、ギャラリーのオーナー、オークション
ハウスが、制度化された市場カテゴリであった近代芸術に対して美術史家によって展
開された批判を活用することで、それまで南アジア地方の芸術としてひとくくりにされて
いた 20 世紀のインド芸術を、近代芸術の一つのジャンルとしてのインド近代芸術という
市場カテゴリを創造した。 
 Durand and Khaire(2017)の研究では、既存の市場カテゴリにおける分類体系や基
準の変更をもって市場カテゴリの変化もしくは新たな市場カテゴリの形成と捉えたうえで、
分類体系や基準の変更パターンとして、「カテゴリの出現」と「カテゴリの創造」を分けて
いる。 
 
4.2「 市場カテゴリ形成の指標  
 前節では、既存の市場カテゴリの変化を含む新たな市場カテゴリの形成に関する議
論を整理した。しかし、既存研究では何をもって市場カテゴリが形成されたとみなされて
いるのか。本節では、市場カテゴリが形成に関する指標について検討する。  
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市場カテゴリ研究では、新たな市場カテゴリが登場し、生産者やオーディエンスに対
して受容されることを、市場カテゴリの安定化(category stabilization)もしくは市場カテ
ゴリの正統化(category legitimation)と呼ばれる(Rosa et al, 1999, Vergne and Wry, 
2014)。この市場カテゴリの安定性や正統性を測定する指標として主に用いられてきた
のは密度(density)の概念であった。市場カテゴリ研究において密度とは、当該市場カ
テゴリに属する企業や製品の数を意味する。密度が市場カテゴリの安定性や正統性の
測定指標として用いられるのは、市場カテゴリ研究の理論的基盤の一つである個体群
生態学における密度依存理論に基づく(e.g. Hannan and Carroll, 1989)。具体的に、
Hannan and Carroll(1989)では、労働組合、ビールメーカー、半導体メーカー、自動
車メーカー、新聞社という 5 つの組織群について経時的に組織数の変化を測定したと
ころ、どの業界についても、一定の程度までは組織数が増加したのち減少するという山
型に変化し、最終的には数が安定するというプロセスをたどっていることが明らかになっ
た。Hannan and Carroll(1989)は、この結果に対し、5 つのタイプの組織群における
密度の変化には 2 つの効果が働いていると説明した。一つは組織群が持つ社会的信
用や社会からの認知度といった正統性である。彼らは、同様の組織が集まることで生ま
れる正統性はその組織数が増加し密度が上昇することでより高まると考えている。もう
一つの効果は、競争の効果である。これは組織群に属している企業間での資源の取り
合いの程度を意味しており、密度が高まるほど競争の程度もより高まると考えられてい
る。Hannan and Carroll(1989)では、上記の 5 つの組織群における組織数の変化に
ついて、密度が低い状況では正統性による効果が競争による効果よりも強いため組織
数が上昇するが、密度が許容度を超えると競争による効果が組織数による効果を上回
るため組織数が減少すると説明している。 
市場カテゴリ研究では、この密度依存理論の正統性の効果に注目し、新たな市場カ
テゴリ形成の測定指標として用いられてきた。例えば、Rosa et al(1999)では、ミニバン
市場カテゴリの形成とそのプロセスにおける消費者や企業の新カテゴリの参照行動に
ついて統計的分析が行われているが、そこではミニバンカテゴリの安定性を測定する指
標として、市場におけるミニバンモデルの数を用いている。 
一方で、市場カテゴリの安定性、正統性の指標については密度以外の指標も用いら
れている。Navis and Glynn(2010)では、サテライトラジオ市場の形成について分析を
行う際に、密度ではなく一般的な商業化(commercialization)の指標、具体的には小
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売店での入手可能性や技術的な現実性、またサテライトラジオへの加入者数を用いて
いる8。 
 ここまで、市場カテゴリ形成の測定指標について検討を行ってきたが、ここまでの議論
を踏まえれば市場カテゴリの安定化や正統性の指標については課題が残されていると
考えられる。それは、従来の指標に消費者側の視点が反映されていないという点である。
密度という指標は測定可能性の点で非常に優れた指標であるといえる。しかし、新しい
市場カテゴリが形成されたことで、消費者の使用の変化や製品の評価項目が変わる可
能性がある場合、消費者側の変化が見られなければ、新たな市場カテゴリに属するモ
デルや生産企業が増加することだけをもって新たな市場カテゴリの形成ということができ
るだろうか。この点については、第 6 章で具体的に検討をおこなう。 
ここまで、本章では、市場カテゴリの形成のタイプとその論理、ならびに市場カテゴリ
形成の測定指標について検討を行ってきた。市場カテゴリの形成に関する議論は本格
的に行われ始めてからまだ日が浅いといえるが、市場カテゴリの形成に関してこれまで
議論がなされてきたのは、明確な意図をもったカテゴリのメンバーが市場カテゴリそのも
のを創造しようとした側面というよりも、様々な行為者の関わりの中で新たなカテゴリが出
現するといった側面であったといえる。これについては、前章での検討でも明らかなよう
に、これまでの市場カテゴリ研究における理論的な系譜の影響、つまりカテゴリ規範な
どによってメンバーである企業の行動を制限する存在として市場カテゴリが位置づけら
れてきたからだと考えられる。しかし、本研究の検討対象である薄型テレビ市場におい
て、Samsung Electronics の映像ディスプレイ事業部の尹富根氏が明言したように、新
たな市場カテゴリの創造を戦略的に行おうとする企業も存在する。一方で、企業によっ
て新たな市場カテゴリは創造いかにして生み出されるのかに関する検討はいまだ十分
に行われているとは言えない。そこで本研究では、薄型テレビ市場におけるスマートテ
レビという新たな市場カテゴリの形成を、生産者とオーディエンスによるセンスメーキング
(sensemaking)(Weick, 1995)と捉え、このセンスメーキングプロセスに対する企業によ
る言語的な働きかけをセンスギビング(sensegiving)行為(e.g. Gioia and Chittipeddi, 
1991)として検討を行っていく。以下では、本研究での分析枠組みの構築を行うために、
センスメーキングならびにセンスギビングに関する議論を検討していく。 
                                               
8 Navis and Glynn(2010)によれば、サテライトラジオ市場では、企業数やモデルの絶対数が少ないた
め密度に基づいて市場カテゴリの正統性を測定することは適切ではないと考えられた。  
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4.3「 市場カテゴリ研究におけるセンスメーキング(sensemaking)とセンスギビ
ング(sensegiving) 
 センスメーキングやセンスギビングに関する議論は、組織論を中心に展開され、新
たな組織や環境におけるアイデンティティの形成や戦略転換における形成された意味
の伝達などに関する議論があるが、この議論を新たな市場カテゴリの形成に援用し、セ
ンスメーキングの点から新市場カテゴリの形成の検討を行っている研究も存在する。  
例えば、本稿で何度も触れてきた Rosa et al(1999)による自動車市場におけるミニ
バンという市場カテゴリの成立に関する研究は、市場カテゴリの形成についてセンスメー
キングの観点から検討を行った研究であった。Rosa et al(1999)は、市場カテゴリを、
生産組織と、投資家や消費者のような関心のあるオーディエンスの間で認識され共有
される概念システムとして捉えているが、彼らは新たな市場カテゴリの形成についてセン
スメーキングの観点から説明している。Rosa et al(1999)によれば、新しい製品が市場
に投入されることで既存の市場カテゴリが不安定化するときに、生産者、消費者双方で
センスメーキングが引き起こされる。彼らは生産者と消費者双方の概念システムの中に
新しい製品を組み込んでいくプロセスとしてセンスメーキングプロセスを位置づける。そ
のため、新しい市場カテゴリの形成は、既存の市場カテゴリにも影響を与えうる、彼らは、
新規市場カテゴリが既存の市場カテゴリの代替として認識されるならば、市場カテゴリ
間の境界はリセットされる可能性があるという点について検討を行った。その結果、新し
い市場カテゴリに結び付けられる先行カテゴリへの消費者の言及と生産者の言及は新
しい市場カテゴリが安定化するにつれて減少することを明らかにした。  
このように Rosa et al(1999)は、新しい市場カテゴリが確立される過程で市場カテゴ
リの安定化していくに伴い、生産者や消費者の製品に対する行動、また彼らの市場カ
テゴリのメンバーに対する認識の変化についてセンスメーキングの観点から検討を行っ
てきた。また、彼らの研究では、カテゴリの安定化の測定やその中での生産者や消費
者の行為や認識の変化の定量的把握も行われている。市場カテゴリ研究としての成立
が 2009 年以降であることを踏まえれば、Rosa et al(1999)は市場カテゴリの形成に関
する研究の嚆矢であるとも言える。一方で、Rosa et al(1999)では、問題関心の違いか
ら、センスメーキングが行われる具体的なプロセスについて検討が行われているわけで
はない。また、前節で検討したように、Rosa et al(1999)が検討したミニバン市場という
市場カテゴリは創造されたものというよりも出現したものであるといえる。少なくとも彼らの
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分析では新たな市場カテゴリを創造するための意図的な行為を起こした生産者やオー
ディエンスは捉えられているわけではなかった。この点で、意図的な市場カテゴリの形成
を踏まえて検討を行っているのが Navis and Glynn(2010)である。 
Navis and Glynn(2010)では、米国におけるサテライトラジオ市場の形成の検討を
通じて、新しい市場カテゴリの形成について、特に新たな市場カテゴリが企業と関心の
あるオーディエンスとの間でいかに正統化されるかについて検討を行った。ここで、
Navis and Glynn(2010)では、新たな市場カテゴリの形成の説明をする際に主な説明
原理としては用いていないものの、センスメーキングとセンスギビングについて検討を行
っている。Navis and Glynn(2010)では、市場カテゴリの形成にあたってはセンスメーキ
ングとセンスギビングを行う行為者を分けている。具体的には、「生産者は新たなカテゴ
リを消費者、アナリスト、投資家や他のオーディエンスや資源の提供者にとって理解可
能で魅力的なものにするためのセンスギビングに取り組む(Navis and Glynn, 2010,  
p.460)」一方で、「オーディエンスは市場内の企業を分類し、秩序付け、評価する参照
点としてカテゴリを使用することでセンスメーキングに取り組む(Navis and Glynn, 2010,  
p.460)」とされている。彼らにとって、市場カテゴリの形成におけるセンスギビングとセン
スメーキングは、形成されつつある市場カテゴリの意味やそのアイデンティティを明らか
にすること、ならびに新たな市場カテゴリの理解をより進めるための取り組みであると捉
えている。その上で、生産者の新たなカテゴリに関する主張をオーディエンスが評価す
ることで、新しいカテゴリの正統化がなされる。 
実際の分析において Navis and Glynn(2010)では、市場の正統化が行われる前と
後で、生産者のアイデンティティに関する主張やオーディエンスの関心に変化が生じる
ことが明らかにされている。具体的には、アメリカのサテライトラジオ市場という市場カテ
ゴリは 2002 年に正統化されたとみなされるが、正統化以前では生産者は、サテライトラ
ジオカテゴリと他のラジオカテゴリとの違いならびにサテライトラジオの魅力に関する主張
が多く行われていた。一方で、市場カテゴリの正統化以後、生産者は他の市場カテゴリ
との関係性というよりもカテゴリ内の競合他社との違いを主張するようになったことが明ら
かにされている。また、オーディエンスも同様に、市場カテゴリの正統化以前はカテゴリ
レベルでの比較、つまりサテライトラジオと他のカテゴリのラジオとの比較が行われるのに
対し、カテゴリの正統化以後は、サテライトラジオカテゴリ内部での製品の比較に言及さ
れるようになったことを明らかにしている。 
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このように、Navis and Glynn(2010)では、Rosa et al(1999)と類似する問題設定の
下ではあるものの、新たな市場カテゴリを創造するという生産者側の取り組みにフォー
カスを当てた検討を行ったといえる。また彼らはセンスギビングの概念を用いて、生産者
によるセンスギビングとそれを参照しつつオーディエンスがセンスメーキングを通じた市
場カテゴリの形成という説明の図式を提示した。センスギビングの概念の使用は、企業
が意図的に行う市場カテゴリの形成活動を捉えるために重要な概念となると考えられる。
しかし、Navis and Glynn(2010)でもやはりセンスメーキングとセンスギビングの具体的
な内実について十分に検討されているとは言えない。Navis and Glynn(2010)の場合、
センスギビングとセンスメーキングの概念は彼らの主要な分析枠組みとして用いたという
よりも、市場カテゴリの形成メカニズムを素描する際に用いられたという意味合いの方が
近い。そこで、以下では、企業が(差別化された製品を市場に投入するのではなく)、新
たな市場カテゴリの意図的な創造とそのカテゴリのオーディエンスからの理解という側面
をセンスギビングとセンスメーキングの点から検討するために、主に経営組織論におい
て行われてきたセンスギビングとセンスメーキングに関する議論に戻って検討を行ったう
えで、分析枠組みについて検討していく。 
 
4.4「 センスメーキング(sensemaking)の内容とセンスギビング(sensegiving)の位
置づけ  
ここまで、市場カテゴリ研究において、センスメーキングの観点から分析を行った研
究について検討を行ってきた。Rosa et al(1999)のように生産者と消費者との相互作
用を通じて共有される概念システムとしての市場カテゴリが新たに形成される際には、
既存の市場カテゴリの中では意味を持っていた製品の機能や独自の意味付けが変更
を迫られる可能性がある一方で、従来の市場カテゴリを参照するだけでは理解できない
新たな製品を理解し評価するプロセスでは、新たな製品の機能の意味付けも行われる
ことになる。このようなプロセスを捉えるためには、新たな市場カテゴリの形成プロセスを、
生産者や消費者によって行われるセンスギビングならびにセンスメーキングプロセスとし
て捉えることが適しているといえる。 
しかし、ここまで検討してきた先行研究では、その問題関心から市場カテゴリの形成に
関わるセンスギビングならびにセンスメーキングプロセスそのものが検討の対象となって
は来なかった。その原因として、既存研究では、センスメーキングプロセスの概念的把
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握を行っていないことが挙げられるだろう。したがって本研究では、組織論の文脈で K. 
Weick によって行われてきたセンスメーキングプロセスについて検討を行い、その上で
センスギビングという行動がどのように位置づけられるのかを検討した上で、本研究にお
いて市場カテゴリの形成を検討する際の分析枠組みとしていきたい。  
 
4.4.1「 「 フレーム」と「 手掛かり」の「 関連づけ」を通じたセンスメーキ
ング  
センスメーキング(sensemaking)とは英語圏で「腑に落ちる」といった感覚として日常
的に用いられている用語であるが、Weick(1995)は組織論の文脈において概念化を
行った。Rosa et al(1999)においても示されているように、センスメーキングは個人が持
つフレームの中に未知のものが布置される瞬間に生まれる(Weick, 1995)。ここで行わ
れていることについて Weick はセンスメーキングの内容として概念化を行った。彼によ
れば、「センスメーキングの内容は、過去の経験を要約しているフレームやカテゴリの中
に、現在の経験の特殊性を捉えている手掛かりやラベルの中に、そしてこの 2 つの経
験の場が結び付けられるその仕方の中に見いだされる(Weick, 1995;邦訳 p.150)」と
される。つまり、センスメーキングとは、「フレーム」に「手掛かり」が何らかの形で「関連付
け」られることにより生じるといえる9。また、彼はこの「フレーム」と「手掛かり」を合わせて
ボキャブラリーとして捉えている。彼はここでのフレームと手掛かりの違いは抽象度の違
いにあり、抽象度の高いボキャブラリーであるフレームは抽象度の低い手掛かりを包摂
し、指示され、手掛かりの意味はフレームによって作り出されるコンテクストによって生み
出されると捉えている。前述のように Rosa et al(1999)は、市場カテゴリの形成における
センスメーキングプロセスを通じて「生産者と消費者双方の製品の概念システムに新し
い製品カテゴリを組みこむことを導く(Rosa et al, 1999, p.69)」と述べているが、上記の
議論を踏まえれば、市場カテゴリ形成におけるセンスメーキングプロセスは、フレームと
しての既存の概念システムに対して、手掛かりとなる新たな製品カテゴリを関係づける
（組み込む）プロセスとして考えることができる。 
このようにセンスメーキングを捉えることの重要な含意は、このフレーム、手掛かり、関
連づけにアプローチすることにより、センスメーキングプロセスのマネジメントの可能性が
                                               
9 Weick(1995)は「センスメーキングの実質は最小限 3 つの要素からなるのである：その 3 要素とは、フ
レーム、手掛かり、関連である(邦訳 p.148)」と述べている。 
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開かれるということである。この点に注目した概念が「センスギビング(sensegiving)」で
ある。 
 
4.4.2「 センスメーキングの内容とセンスギビング  
セ ン ス ギ ビ ン グ に 関 す る 研 究 の嚆 矢 と な っ た のは 、 先 述 の Gioia and 
Chittipeddi(1991)であった。彼らは、米国の公立大学の改革の事例を通じて、センス
メーキングとセンスギビングとが連続するプロセスとして組織変革を描き出した。彼らが
見出した組織変革のプロセスは「想起」「伝達」「修正」「活性化」の 4 つのフェーズで進
むが、それぞれで交互にセンスメーキングとセンスギビングが行われた。具体的には、
「想起」のフェーズは、招聘された学長が大学に対するいくつかの指導的なビジョンを
作ることで新たな状況に対するセンスメーキングを行うフェーズである。次に「伝達」は、
学長はフェーズ 1 で見出したビジョンを公式化されたビジョンとして大学のステイクホル
ダーたちに伝えようと試みる、センスギビングのフェーズである。それに続くのが、学長た
ちがステイクホルダー達へビジョンの伝達を通じて自身のビジョンを修正していくフェー
ズであり、最後がビジョンに沿った活動を活性化させていくセンスギビングのフェーズへ
と続く。この一連の流れの中で生じた意味の多義性は「計画されたあいまいさ
(ambiguity by design)」と呼ばれ、変革のために多義的な状況を積極的に作り出す
ことの有用性が示唆された。しかし、ここでは具体的にセンスメーキングプロセスのどこに
アプローチすることによってセンスメーキングのマネジメントを行うかというところまで掘り
下げた検討が行われてこなかった。 
これに対して、Bartunek et al(1999)では、センスギビングの位置づけがセンスメー
キングプロセスにおけるフレームと手掛かりの関連付けにあるという点から議論が行われ
ている。彼女らの研究では、1984 年から 1990 年代半ばまでボストン市で実施された
戦略的組織変革について、この変革のリーダーが行った、合理的な理由の強調や、受
け手の価値観や規範を踏まえた伝達といったセンスギビング戦術を取り上げている。彼
らの研究では、改革の推進者に対する正統性の強調や、改革の取り組みを行うスタッ
フへの報酬の付与など、センスメーキングプロセスの外側にある取り組みについてもセン
スギビング戦術として位置づけられている点が難点ではあるものの、既存のフレームに
対して、手掛かりを関連付ける際のリーダーによる工夫がセンスギビング戦術として位
置づけられている点で、Gioia and Chittipeddi(1991)に比べてセンスギビングの位置
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づけが明確化されているといえる。 
上記の議論を踏まえて、本研究では、新たな市場カテゴリの形成を、過去の経験の
要約としての「フレーム」に、現在の経験の特殊性としての「手掛かり」が「関連付け」ら
れるセンスメーキングプロセスとして捉え、このプロセスをマネジメントするための、センス
ギビング、つまり言語的アプローチによって「手掛かり」と「フレーム」をいかに「関連づけ」
関連付けるかを検討していく。この検討を通じて、生産者などの行為者が行う意図的な
市場カテゴリの創造について検討を行うことが可能となると考えられる。  
 
4.5「 検討課題  
第 2 章から第 4 章にかけて先行研究の検討を行ってきたが、本節ではここまでおこ
なってきた検討を踏まえて本研究における検討課題を提示していく。 
改めて確認すれば、市場カテゴリ研究では、市場、つまり市場カテゴリを生産組織で
ある企業とオーディエンスの相互作用を通じて形成され共有される概念システムとして
捉えている。これにより、市場は生産組織やオーディエンスといった参加者とは独立に
存在しているわけではなく、そのため参加者による市場カテゴリの形成や変化について
の議論が可能となる。市場カテゴリと生産組織との関係性についてみれば、そこには二
つの関係性を指摘することができる。一方は、市場カテゴリによる参加企業の行動の制
限である。「カテゴリの要請（categorical imperative）」概念に代表されるように、初期
の市場カテゴリ研究においては、プロトタイプの生成と関連させて、プロトタイプと似た特
徴を持つことで、当該市場カテゴリ内でオーディエンスにより高い評価を得られること、
逆にプロトタイプからの距離があることでオーディエンスから低い評価を受けることが示さ
れた。これにより、市場カテゴリのメンバー企業は、市場カテゴリのプロトタイプへの適応
が目指されることになる。他方で、このプロトタイプは、企業にとっての差異化の基準とも
なりうる。市場カテゴリの境界やそのプロトタイプも常に不安定化の可能性には開かれ
ている。そのため、市場カテゴリの変化や新たな市場カテゴリの変化を試みる企業とし
ては、市場カテゴリのプロトタイプを参照しつつあえて距離を取ることも可能となる。この
ような市場カテゴリ研究の進展の中で、近年市場カテゴリの形成や変化のあり方を問う
研究が進められてきたといえる。 
本研究の大きな問題意識は新たな市場カテゴリの形成プロセスにあるが、ここまでの
議論を踏まえれば検討課題が 3 点提示される。まず提示されるのは、市場カテゴリ形
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成の多様性である。第 3 章において検討してきた市場カテゴリ研究の知見を踏まえれ
ば、市場カテゴリはより大きな社会的な分類体系の中に埋め込まれるが、分類体系は
社会や文化によって異なる。また、市場カテゴリの形成は、既存の市場カテゴリとの関
わりの中で行われるため、既存の市場カテゴリのあり方によって新規市場カテゴリの形
成のされ方は異なることが指摘されていることが明らかとなっている。したがって、同様の
技術を用いた製品市場であっても、社会や文化の異なる市場では異なる市場カテゴリ
が形成されるということが起こり得るはずである。しかし、実際に同様の技術を用いた製
品市場について地域の異なる市場の比較研究はほとんど行われていない。したがって、
本研究では同一製品を扱う市場の国際比較を行うことで、地域の違いによる市場カテ
ゴリの形成や変化の差異を明らかにする。 
次に提示されるのは、市場カテゴリ形成の指標についてである。市場カテゴリ研究に
おいて、市場カテゴリの安定性や正統性に関する測定する際に用いられてきた密度と
いう指標は、消費者側の購買行動や使用の側面をとらえられる指標ではない。本研究
では、生産組織とオーディエンスとの相互作用を通じて生じるものとしての市場カテゴリ
という観点を踏まえて、密度など企業側の行動の結果を示す指標だけでは市場カテゴ
リの形成を示す指標として不十分である点、ならびに消費者側の行動を表す指標につ
いて検討を行う。上記 2 点の検討課題については第 6 章にて具体的に検討を行う。 
最後に、近年本格的な検討が始まった市場カテゴリの形成に関する議論について
は、経験的研究の中で主に扱われてきたのは、従来とは異なる製品が市場カテゴリ内
に増えることによって、新たな市場カテゴリが形成される「市場カテゴリの出現 (category 
emergence)」と呼ばれるものであった。これに対して、差別化された製品だけではなく、
市場カテゴリを意図的に再編成することで市場カテゴリそのものを構築しようとする「市
場カテゴリの創造 (category creation)」に関する研究、特に、新規カテゴリを創造しよ
うとする行為者が行う行為について体系的な理解は確立されていない。そこで、本研究
では、組織論において Weick(1995)などで展開されている、「センスメーキング」ならび
に Gioia and Chiitappetti(1991)を嚆矢とする「センスギビング」研究での知見を援
用し、市場カテゴリ形成プロセスをセンスメーキングプロセスとして捉えること、また、セン
スメーキングプロセスへの介入、つまり「センスギビング」を行うことで、本研究でいえば
新たな市場カテゴリの形成の中で行われるセンスメーキングをマネジメントし得る可能性
があることを示した。このセンスメーキングとセンスギビングという視点は市場カテゴリ形
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成のマネジメントを分析する際の概念枠組みとなる。この分析枠組みに基づいて、本研
究では、新たな市場カテゴリの意図的な形成を行う際の意味のマネジメントのあり方に
ついて検討を行う。この検討については、第 7 章で行われるが、検討を通じて、企業に
よる製品差別化ではなく、主に言語をつうじた意図的な新市場創造のための取り組み
が明らかにされるとともに、市場カテゴリ研究でもあまり進められてはいない、既存の市
場カテゴリ内部の企業による意図的な新市場カテゴリ創造のプロセスを明らかにする。 
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第 5 章  分析方法  
 前章において、本研究の検討課題を明らかにしたが、本章では課題を検討するため
の方法について検討を行う。改めて確認すれば、本研究では日本と北米における薄型
テレビ市場について 1) 同様の技術ならびに重複する企業が活動している日本と北米
の薄型テレビ市場における市場のあり方の差異、ならびに 2)企業よる意図的な市場カ
テゴリ創造のプロセスについて分析を行う。以下では、上記の課題について検討を行う
ための方法について議論していく。 
 
5.1「 分析方法の検討  
本研究は、上記の課題について検討するために、企業が発行するプレスリリースなら
びに Amazon.com に記載されている消費者のレビューのテキストマイニングを行い、こ
の分析結果に基づく探索的な事例研究を行う。後述するように本研究で行われるデー
タの分析は探索的な意味合いで行われるため、厳密に操作化された構成概念で行わ
れるわけではない10。探索的な事例研究は、研究対象としての企業がおかれた文脈を
重視し、その文脈の中で行われていることの詳細な記述を目的として行われる（Willig、
2001）。したがって、新たな市場カテゴリ形成のプロセスを検討する本研究の目的に合
致した方法であると考えられる。 
 
5.1.1「 方法としてのテキストマイニング  
方法について検討するにあたり、まず本研究で採用するテキストマイニングについて
説明する。テキストマイニングについて統一的な定義は存在していないが、例えば喜田
他(2013)では「テキストデータを言語処理技術を用いて構造化データ・変数に変換し、
それをもとに知識発見、仮説検証を行う手法 (p.30)」、また、井上他 (2014)では「分析
対象となるテキストから、記号表現の頻度、各記号表現間の共起率、共起ネットワーク
を明らかにする方法であり、検索エンジンの関連語検索や検索上位ワードの検索のよう
な、文字列を対象としたデータマイニング手法の一つ (p.59)」と定義されている。井上
他 (2014)の定義にも示されているように、テキストマイニングはデータマイニング手法の
                                               
10 社会科学における分析の方法論について、一般化を目指す法則定立アプローチと理解を目的とする
個性記述アプローチの違いについては Burell and Morgan（1979）を参照されたい。また、沼上
（2000）は法則定立モデルを補完する意味での探索的ケース・スタディの重要性を主張している。  
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一つという理解もあるが、同時に上記のような経営学の文脈においてテキストマイニング
を用いる研究では言語分析の一つの手法である内容分析との関係についても議論さ
れている。そこで以下では、テキストマイニングという手法について内容分析 (content 
analysis)ならびにデータマイニングとの関係から検討を行い、その上で本研究におけ
る分析方法としてテキストマイニングを用いる意義について議論していく。  
 まず、データマイニングとテキストマイニングの関係について検討を行う。喜田 (2014)
では、データマイニングは「データ内の情報や意思決定に使用される知識を特定する
ために使用される様々な手法 (p.6)」とされる。この定義にもあるようにデータマイニング
は、数量化されたデータもしくはバイナリーデータに対して様々なアルゴリズムを用いる
ことで、データから重要な知識を導き出すことを主要な目的としている。また、喜田
(2014) で は 、 デ ー タ マ イ ニ ン グ に は 1) デ ー タ の 特 性 の 可 視 化 を 行 う
「Visualization(可視化 )」、2) 統計的な分析手法を用いて研究課題を達成する
「Analysis(分析 )」、3) マシンラーニング(機械学習 )などを用い過去の事象から変数
を構 築 して 、未 来 に起 こ る未 知 の事 象 の予 測 を行 う 「 Predictive analysis 
(Modeling)（予測的分析）」という 3 つの段階・種類があると述べている。特にデータマ
イニングでは、統計的な分析というよりも過去の事象の分析に基づいて構築された変数
やモデルを用いた未来の予測に力点が置かれているところに特徴があるとされる
(Davenport et al., 2010)。 
 このデータマイニングとテキストマイニングの関係については、先述したテキストマイニ
ングの定義に示されているように、テキストマイニングはデータマイニングの一種であると
いう捉え方が一般的である(e.g. 喜田 , 2006, 2007, 2014; 喜田他 , 2013; 井上他 , 
2014)11。従って、テキストマイニングに対しても上述のデータマイニングに関する 3 種
類の分析を行うことができる(喜田 , 2014)。具体的には、1) 言及頻度分析や共起表、
もしくはテキストマイニングの結果とテキストの属性との関係を示すウェブ分析などを行う
「Visualization(可視化 )」のための分析、2) テキストマイニングの結果の時系列での
変化や、成果に関する変数との関係を統計的に明らかにする「Analysis(分析 )」、3) 
モデリング手法を用いてテキストの分類や未知の事象の予測を行う「Predictive 
                                               
11 一方で、喜田 (2014)によれば、テキストデータを数量的なデータやバイナリーデータに変換せずに、つ
まりデータを構造化せずに行うテキストマイニングはデータマイニングとは一線を画す方法として位置づけ
られている。 
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analysis (Modeling)（予測的分析）」が挙げられる。データマイニングの力点を踏まえ
れば、テキストマイニングにおいてもモデリング手法を用いた未来の予測に力点は置か
れているといえるが、後述するように経営学においてテキストマイニングを用いた研究で
は「Visualization(可視化 )」や「Analysis(分析 )」の段階の分析が中心に行われてい
る。本研究では、研究課題を踏まえると、未知の事象の予測を行う必要はない。そのた
め、既存のテキストマイニングを用いた研究と同様に「Visualization(可視化 )」や
「Analysis(分析)」に関する分析を行う。 
次に、テキストマイニングと内容分析の関係について検討する。内容分析は会話分
析(conversation analysis)や談話分析 (discourse analysis)といった言語を対象と
した分析の一つである。内容分析はマス・コミュニケーション研究や一部の文学の研究
を起源としており、最初期の研究では主に新聞に掲載された内容の分析や、イギリスの
詩や散文の文体の特徴の分析などが行われていた12。 
内容分析は、「明示されたコミュニケーションの内容を客観的・体系的にしかも定量
的に記述する調査技術 (Berelson, 1952: 8)」や「テキストにおける特定の特徴を客観
的・体系的に同定することにより推論を行う調査技術 (Stone et al., 1966: 5)」と定義さ
れている。喜田 (2007)では Berelson(1952)に基づきつつ、テキストの意味や内容につ
いては使用された言語の表層的な特性を示す「顕在的な意味」と、テキスト全体に埋没
している暗黙的な意味を示す「潜在的な意味」のレベルがあることを示し、それに合わ
せて内容分析を顕在的内容分析、潜在的内容分析の 2 種類に分ける。顕在的内容
分析とは、分析対象とするテキストにおける特定の言葉の出現頻度や他の言葉の出現
頻度との比較などを行う分析である。喜田 (2007)によれば、顕在的内容分析は数量的
内容分析とも呼ばれ、言葉の意味を直接分析するのではなく出現度数や他の属性変
数との相関を統計的に分析する。そのため、顕在的内容分析を行ったうえで言葉の意
味を扱う場合には、言葉の出現頻度の時系列的な変化やそのテキストデータの属性ご
との違いの比較を行うという方法や、内容分析の結果を他の分析と組み合わせることに
より解釈を行うという方法もある(井上他 , 2014)。上記の内容分析の定義との対応から
もわかるように、一般的に内容分析といえば顕在的内容分析を指す(喜田 , 2007)。こ
れに対し、潜在的内容分析は「引用」や「文章例」を挙げることで、分析対象とするテキ
                                               
12 内容分析の歴史については、Krippendorff(1980)や Berelson(1952)、テキストマイニングに関す
る発展や関連する研究については喜田 (2007, 2018)に詳しい。 
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ストの作者の理解や意図の抽出を行う方法である。しかし、潜在的内容分析は研究者
の主観的な判断を必要とするために、信頼性を損なう恐れがある。そのため、潜在的内
容分析は顕在的内容分析によって数量的に研究が行われた後で、補完的に行われる
ことが多い(喜田 , 2007; 井上他 , 2014)。 
上記のような内容分析を行うことで、テキストを客観的な視点により体系的に解釈す
ることができること、膨大な量の情報を、分析可能な量まで要約することができること、統
計的手法の利用が可能なようにテキストデータを定量的なデータに変換できること、調
査の過程で研究対象に影響を与えないこと、他の分析方法との併用が可能なこととい
った利点を享受することができる(喜田 , 2007)。しかし、一方で内容分析を行うには、分
析の過程に膨大な時間が一般的にかかることや、コード化に際して、研究者の主観を
排除することが難しく信頼性が下がることが指摘されている(喜田 , 2007)。こういった内
容分析を行う際にかかる時間と信頼性の問題に対する解決策の一つとして、近年テキ
ストマイニングソフトの使用が進められてきた13。樋口 (2004)によれば、コンピュータを利
用することで、データの収集や分析のプロセスに対する他者のチェックを容易に行うこと
ができるため研究の信頼性に関する一つの側面の向上に寄与する。また、コンピュータ
を利用することで、膨大で複雑なデータを広範に収集、整理、要約することができるた
め、分析の結果、特異な思わぬ結果が発見される可能性があるというメリットがあること
を指摘している。 
ここまでの議論を踏まえれば、テキストマイニングは、データマイニングの一つの手法
であると同時に、言語分析の方法である内容分析を実施するための一つの手法である
といえる14。 
 
5.1.2「 経営学研究におけるテキストマイニング(内容分析)の活用  
 テキストマイニング(内容分析)は、心理学や社会学の分野において用いられてきたが、
近年、経営学やマーケティングの分野でも積極的に用いられている。例えば、喜田
(2006,2008)は、アサヒビールの有価証券報告書における「営業の状況」に記載されて
いるテキストを対象にテキストマイニングを時系列的に行い、テキスト内に現れる概念数
                                               
13 喜田 (2014)では、テキストマイニングの位置づけとして内容分析ソフトの代替として用いられていること
を指摘している。  
14 樋口 (2004)では、テキストマイニングを計量テキスト分析と呼び、コンピュータの使用により内容分析
が体系的に発展していった手法であると述べている。  
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や概念内容の変化の分析を行った。この分析の結果、概念変化という現象が組織の
経営革新に先行して生じていることを明らかにし、認知変化が組織革新の先行指標と
して構築される可能性があることを指摘している。 
 ここで、喜田 (2006, 2007)が依拠している認知的組織研究は、Weick(1995)や
Gioia and Chitipetti(1991)といった本研究において分析枠組みとして用いるセンス
メーキングやセンスギビングという概念を用いた研究のバックグラウンドと共通するもので
ある。組織現象を、知識論や言語学、(認知)心理学、社会学の中で行われてきた認知
に関する検討に基づいた説明を試みてきた認知的組織研究では経営者の認知や組
織的な知識構造を把握が理論的、経験的把握が進められてきた(喜田 , 2007)。初期
の研究では事例研究が中心に行われてきたが、Walsh(1995)などはこのような研究方
法で経営者の認知や組織の知識が把握されてきたのかについて疑問を提示してきた。
この認知や組織の認知の把握という課題に対してテキストマイニングは方法の面から一
つの解決策を示したといえる。経営者によって書かれたテキストや有価証券報告書や
事業報告書を経営者の認知や組織の知識が記されたものとして位置づけたうえで、こ
れらのテキストに対してテキストマイニングを行うことで、認知や組織の知識をより直接的
に把握することができる(宮崎 , 2001; 喜田 , 2007)。この認知的組織論の研究は、組
織レベルの知識の把握として進められてきたが、Spender(1996)や Porac and 
Thomas(1990)は、組織内ではなく同一業界内における知識の共有化が起きることを
理論的、経験的に明らかにしている。 
 以上のように展開されてきた認知的組織研究の議論と知識を把握するための方法と
してのテキストマイニングに関する知見は、Rosa et al(1999)が用いている社会認知的
アプローチに引き継がれているといえる。以上の検討を踏まえて、本研究では、薄型テ
レビ市場において企業が提示する訴求点またはカテゴリラベルの使用、ならびに消費
者による商品の特徴に対する認知に関する経時的変化の分析を行い、構造化された
テキストデータに基づいて、新たな知識の発見を行う探索的研究の手法としてテキスト
マイニングを用いる。 
    
5.1.3「 本研究で用いる資料について  
ここまで検討してきたように、テキストマイニングは様々な社会学や心理学、経営学と
いった様々な領域の研究に用いられており、またそこで分析対象とされてきたテキスト
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資料も、新聞記事から質問票の自由筆記欄の記述、有価証券報告書など多岐にわた
る。この中で、本研究では、企業が消費者や各報道機関向けに発行するプレスリリース
ならびに Amazon.com に記載された消費者のレビューをテキストマイニングのデータと
して用いる。プレスリリースについては、経営組織論や経営戦略論の文脈でテキストマ
イニングや内容分析を行う研究の中で主に、企業による認知の表象として分析に用い
られてきた(e.g. 宮崎 , 2001: Navis and Glynn, 2010: 高井 , 2017)。本研究におい
ても、企業による認知を表象するものとしてプレスリリースをテキストマイニングの資料と
して用いる。もっとも、プレスリリースといってもそこに記載される内容は全社的な方針か
ら各種イベントの開催まで多岐にわたるが、本研究ではその問題意識にもとづいて新
製品を発表する際に発行されるプレスリリースを分析対象とする。新製品を投入する際
に発行されるプレスリリースの分析を行うことによって、企業が消費者をはじめとするオ
ーディエンスに対し新製品のどの点について訴求を行おうとしているのか、新製品の性
能を説明する際にどのような用語やカテゴリのラベルを使用しているのかを把握すること
ができる。さらに、市場に影響力のある多数の企業のプレスリリースの内容を経時的に
検討することで、市場の変化を把握することができると考えられる。  
また、後述のように市場カテゴリの意図的な形成に関する分析にあたっては、生産者
側による意図の分析と合わせてオーディエンス側の分析も行う。市場カテゴリは、生産
組織である企業とオーディエンスとの間で認識され共有される概念システム(Rosa et al, 
1999)であることを踏まえれば、企業の発行するプレスリリースのテキストマイニングだけ
では十分ではない。プレスリリースの分析を通じて明らかになることは、生産者である企
業からオーディエンスに対して提示される意味である。したがって、市場カテゴリの形成
や変化を検討するためには、生産者によって提示された意味がオーディエンスにどのよ
うに受容されるかも合わせて分析する必要がある。本研究で、市場カテゴリの意図的な
形成に関する分析については、2 つのデータに基づいて検討を行う。 
まず、オーディエンスに関する分析として、新製品に対する消費者のレビューをデー
タとして用いる。本研究ではプレスリリースで形成された機種のなかで Amazon.com に
レビューのあるものをテキストマイニングのデータとして分析に用いる。消費者によって
Web 上に書き込まれた口コミ、中でも製品・サービスのレビューを対象としたテキストマ
イニングや内容分析はこれまで観光マーケティング研究やホスピタリティマネジメントな
どを中心に行われており、そこではホテルの利用者の顧客満足や観光地に対する旅行
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者のイメージが明らかにされてきた(e.g. Choi et al., 2007; 石橋 , 2012; 大久保・室
町 , 2014)。これらの研究において消費者による口コミやレビューは消費者による認知を
表象するものとして捉えられ、分析の対象とされている。本研究においても、消費者によ
る認知、より具体的には、消費者が製品を評価する際にどこに注目しているのか、また
どのような性能に関する用語やカテゴリラベルを使用しているのかを把握することを目的
として消費者によるレビューをテキストマイニングの資料として用いる。ただし、
Amazon.comのレビューは製品の発売から時間がたってから書かれるものも少なくない。
また、製品を購入していないにも関わらずレビューが書かれている場合もある。そのため
分析の際には、製品の発売年内に掲載されたレビューのみを分析対象とした。また、
製品を購入したか否かの確認については、Amazon.com に製品の購入者によるレビュ
ーのみで絞り込む機能があるため、それを利用して購入者のみのレビューを分析対象
としている。   
また、本研究では、テキストマイニングは行わないが、新製品の評価を行うクリティクス
と呼ばれる行為者に関するデータとして Consumer Unionが発行している Consumer 
Reports の記事を用いて、企業が提示する意味の受容について検討する。
Consumer Reports では、毎月各製品分野の特集が組まれ、市場の動向や製品のテ
ストを踏まえた評価、購入にあたって参考となる助言などが掲載される。薄型テレビの
特集では、市場全体の概要や動向に関する記事が掲載された後、製品ごとの評価の
ランキングが掲載されている。この市場動向に関する記事を分析対象として用いる。 
尚、日本市場に関しては、Consumer Reports と同様に、一般的な消費者の購買
に影響力を与える雑誌やレポートが存在しているとは言えない。また、日本では多くの
消費者が家電量販店通じて薄型テレビを購入しているため、Amazon.co.jp における
レビューの件数が少ない。そのため、本研究において日本市場と北米市場の比較につ
いては、プレスリリースを用いた分析を通じて行い、企業側が提示する意味のオーディ
エンス側の受容については、北米市場についてのみ行う。次節では、調査の概要と具
体的な手順について記述する。 
 
5.2「 具体的な調査の概要とテキストマイニングの順序  
5.2.1「 調査の概要  
本研究で使用するデータは、日本市場と北米市場での比較分析では、企業が発行
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するプレスリリース（日本市場：N=365、北米市場：N=235）を用い、北米市場における
カテゴリ形成の分析では、企業が発行するプレスリリース (N=127)と消費者による
Amazon.com でのレビュー(N=15215)を用いる。分析対象となる期間は、データへの
アクセス可能性より 2004 年から 2015 年までの 12 年間としている。 
データについて、プレスリリースをデータとして用いている企業については、日本市場
は、シャープ、ソニー、パナソニック、東芝、三菱電機、日立製作所の 6 社、北米市場
は、シャープ、ソニー、パナソニック、東芝、Samsung Electronics、LG Electronics、
VIZIOの 7社である。また、各プレスリリースについては、日本市場は日経テレコンを通
じて、また、北米市場については、Business Wire、PR newswire といったプレスリリ
ース配信企業のデータベースを通じて入手している。 
本研究で行っているテキストマイニングには、日本語のテキストに対しては、 IBM 
SPSS Text Analytics for Surveys Japanese Language Extractor ver. 4.0.1.97
を用い、英語のテキストに対しては、 IBM SPSS Text Analytics for Surveys 
English Language Extractor ver. 4.0.1.1 を用いている。テキストの分析レベルにつ
いては、言葉のレベルではなくいくつかの言葉がまとめられたカテゴリのレベルでの分析
を中心に行っている。カテゴリのレベルでの分析を行うことで、言葉のレベルの分析で
起こりうるサンプル数が小さくなる課題を解決することができる。具体的な手順は次項で
述べるが、カテゴリの設定は、ソフトウェアに内蔵される自然言語処理技術を用いて行
っている。また、分析の結果を解釈するために、新聞、雑誌、関連書籍、企業の社史、
アニュアルレポートといった公刊資料ならびに先行研究の知見を利用する。  
 
5.2.2「 テキストマイニングの順序  
 本研究におけるテキストマイニングは、以下の 3 段階で行った。 
 第一段階として、整理したデータをソフトウェアに読み込み、自然言語処理技術によ
って形態素の抽出を行った。 
第二段階として抽出された形態素に基づいて分析者により分析カテゴリの設定を行
った。分析カテゴリの設定を行う際には、分析カテゴリに属している言葉を含むサンプル
の数や、研究テーマである市場の変化のあり方に即して行われた。本研究における分
析カテゴリ選択の際の留意事項や、具体的に選択されたカテゴリの一覧については、
各分析結果について検討を行う章 (第 6 章、第 7 章)で述べる。 
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なお、通常テキストマイニングを行う場合、ここでの分析カテゴリの設定は、ソフトに搭
載されている辞書を用いて自動的に行ったうえで、分析者によって分析カテゴリの名前
の整理や実際の分析に用いる分析カテゴリの選択を行う(喜田他 , 2013)。しかし、詳細
は次章にて述べるが、本研究では日本市場と北米市場の国際比較を行うために、分
析カテゴリの設定は分析者によって行った。 
 第三段階として、前段階で選択したカテゴリを用いて、カテゴリに属する言葉を含んで
いれば 1、含んでいなければ 0 というようにテキストデータの数値化 (構造化 )を行った。
その上で、この数値化されたデータを用いて、第 6 章で検討する日本と北米の薄型テ
レビ市場の比較については、日本市場、北米市場において各企業が使用する訴求点、
ラベル、性能の期間による差異を分析した。また、第 7 章では北米市場においてオー
ディエンスが共有する「フレーム」ならびに企業が提示する「関連づけ」について分析を
行う。次章以下では、上記の検討課題に関する分析の結果を示す。 
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第 6 章  市場形成の差異：薄型テレビ市場の比較研究  
 本章では日本と北米の薄型テレビ市場の経時的に分析することによって、両地域の
薄型テレビ市場において新たな市場カテゴリは形成されているのかに関する検討を行う。 
さらに、本章では、市場カテゴリ研究の知見を用いて両地域の薄型テレビ市場におけ
る新たな市場カテゴリの形成の有無についても検討を行う。 
これまで薄型テレビ市場や企業の行動に関しては様々な領域において研究が行わ
れてきている。具体的には、まず、薄型テレビメーカーの企業行動に焦点を当てて、メ
ーカー間の競争行動について検討を行った研究が行われている (e.g. 中川 , 2009; 
猪俣 , 2012)。また、イノベーション研究の文脈において Gnyawali and Park(2011)で
は、薄型テレビ市場における主要な競争相手である Samsung や Sony による合弁企
業 S-LCD について、両社の技術イノベーションにおけるコーペティション (co-
opetition)の果たす機能について検討が行われている。これらの研究では、薄型テレ
ビ製造で用いられる技術やサプライヤーとの関係に関する議論が中心となっている。さ
らに、経営史研究においては、世界の薄型テレビ市場における日本の液晶テレビメー
カーの革新と衰退のプロセスを追った研究 (西澤 , 2014)、また、マーケティング論にお
いては、液晶テレビメーカーが、消費者のニーズに関心をほとんど持っていないことを
指摘した上で、企業の技術と消費者のニーズとのギャップ踏まえたマーケティング戦略
提示を行う研究 (Chiu et al., 2006)などがある。これらの諸研究の中で、個々の企業と
いうよりも薄型テレビ市場のレベルにおいて比較的まとまった研究として行われているの
は、デジタル家電におけるコモディティ化研究である。この研究は、デジタル家電におけ
るコモディティ化のプロセスとその背後の論理を検討しているが、デジタル家電の一つと
して薄型テレビ市場の研究を行うものである(e.g.榊原 , 2006; 延岡他 , 2006; 塩谷 , 
201315など)。薄型テレビ市場におけるコモディティ化の研究は、薄型テレビ市場の変
化を扱っているという点において、アプローチは異なっているものの、本稿と類似する問
題意識を持っていると言える。 
薄型テレビ市場におけるコモディティ化メカニズムについて、榊原 (2006)では主に企
業戦略の点からの検討が行われている。榊原 (2006)では、コモディティ化の背後にある
メカニズムとして「企業ドメイン」に注目する。ソニーやパナソニック、シャープといった日
                                               
15 塩谷 (2013)では、コモディティ化を促す要因の一つと言われているオーバーシュート現象が日本の液
晶テレビ市場において発生しているのか否かを分析している。  
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本を代表する家電メーカーは、完成品を製造する組み立てメーカーであるが、同時に
液晶テレビであれば液晶パネルのように、キーデバイスやキーマテリアルの製造に関す
る技術も持ち合わせている。こういったメーカーでは、部品の外販が完成品の販売とは
別に事業化されている。榊原 (2006)における注目点は、このような完成品事業とキー
デバイスの外販事業の両方を企業ドメインとして持っている企業における、事業のバラ
ンスの問題である。結論を先取りすれば、これら二つの事業は相互に競争力を強化し
あうというよりもむしろ、外販事業がコモディティ化を引き起こすことで、完成品事業にと
って有害な存在となっている可能性があることが指摘されている。 
  このように、薄型テレビ市場や薄型テレビメーカーを対象とした先行研究では、薄型
テレビ企業の行動や、薄型テレビ市場における製品価格の面での変化に関する検討
が行われてきた。これに対して本章では、日本市場と北米市場の薄型テレビメーカーに
よる薄型テレビの訴求点の経時的な変化について検討する。これにより、両地域の薄
型テレビ市場における価格以外での訴求点の変化を知ることができる。  
また、本章の検討は、日本と北米における薄型テレビ市場の比較分析でもある。改
めて確認すれば、市場カテゴリは、生産者である企業と、消費者やクリティクス、投資家
を含むオーディエンスの相互作用を通じて形成される概念システム(Rosa et al, 1999)
である。このことを踏まえれば、市場カテゴリの形成に企業とオーディエンスの関わり方
が影響を与えると考えられる。さらに、近年展開されている新規市場カテゴリの形成に
関する研究では、市場カテゴリは、より広範な分類システムの中に埋め込まれていること
を前提としている(Glynn and Navis, 2013)。新たな市場カテゴリは、既存の市場カテ
ゴリでは分類することの難しい、新たな技術や機能を搭載した製品が登場することだけ
ではなく、既存の市場カテゴリにおける分類基準が再設計されることによってでも生じる
ものであった(Durand and Khaire, 2017)。このように、新たな市場カテゴリは既存の
市場カテゴリに大きく影響を受けながら形成されるものであるとするならば、仮に同様の
企業が同じ商品を提供していたとしても、国や地域が変わり企業と対峙するオーディエ
ンスが異なることで、それぞれの市場において異なる基準が用いられ、異なる市場カテ
ゴリが形成される可能性がある。しかし、ある特定の製品について国や地域が異なるこ
とで、異なる市場が形成されることは、これまで具体的に示されてこなかった。  
上記の検討課題に加えて、本章では市場カテゴリの形成に関わる指標についても
検討を行う。市場カテゴリの安定化や正統化に関する測定指標として既存研究では密
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度という指標が用いられてきたが、この指標は主に当該市場カテゴリに属している企業
や製品の数という、主に企業側の行動を反映した指標であるといえる。市場カテゴリが
企業とオーディエンスの相互作用通じて形成されるものであるならば、その指標につい
ても企業側と消費者側の指標が準備されるべきであろう。そこで本章では、日本と北米
における薄型テレビ市場において、双方の市場に参加している企業が発行するプレス
リリースにおける記述内容の分析を中心にその他の資料を用いた分析を通じて、両地
域における薄型テレビ市場の形成のあり方の違い、ならびに市場カテゴリの安定化や
正統化の測定指標の検討を行っていく。 
本章では、以下の手順で議論を進める。まず、日本と北米における薄型テレビ市場
の状況を概観し、本章での検討課題を明確にする(6.1)。続いて本章で行っている分
析方法について説明を行う（6.2）。次に、日本市場に関する分析、北米市場に関する
分析の結果をまとめる(6.3)。その上で、ここまで明らかになった分析結果を踏まえて両
地域の薄型テレビ市場における市場カテゴリの形成のあり方について考察を行う (6.4)。 
 
6.1 日本と北米における薄型テレビ市場の推移  
 本節では、公刊資料に基づいて、日本と北米における薄型テレビ市場の推移につい
て検討し、その上で本章での具体的な検討課題を示す。周知のように、日本市場は他
の地域に先立って薄型テレビの販売台数が拡大した市場であった。薄型テレビの大部
分を占める液晶テレビでは 2004 年の第 3 四半期まで日本が最大の市場であった16。
以降、欧州、北米で薄型テレビ市場が急速に拡大し、現在は欧州、北米、中国が薄
型テレビの巨大な市場を作り上げている。下図は 2007 年から 2015 年にかけた日本と
北米市場における薄型テレビ出荷台数の推移であるが、日本市場と北米市場ではそ
の推移が大きく異なる。出荷台数の推移として、北米市場は年々増加しているが、日
本市場での出荷台数は 2010 年にかけて急速に増加したのち 2012 年にかけて一気
に 4 分の 1 あまりに減少した。2012 年以降も徐々に減少を続け、2010 年には 2300
万台あった出荷台数が 2015 年には 540 万台まで減少している(図 6.1)。 
  
 
                                               
16 永井 (2008) 
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    出所) IHS 社の資料 (ディスプレイ産業フォーラム 2016 講演資料集 )より作成  
図 6.1 日本と北米における薄型テレビ出荷台数推移 (単位 : 百万台 ) 
   
日本市場における出荷台数の急激な増加と減少には、家電エコポイント制度と地上
波デジタル放送への完全移行が影響しているといえる。家電エコポイント制度は「地球
温暖化対策、経済の活性化及び地上デジタル対応テレビの普及を図るため、グリーン
家電の購入により様々な商品・サービスと交換可能な家電エコポイントが取得できるも
の17」であり、2009 年 5 月 15 日から 2011 年 3 月 31 日までの間に購入した一定基
準の省エネ性能を達成した地上波デジタルテレビ、冷蔵庫、エアコンが対象となる。こ
の制度ならびに地上波デジタル放送の完全移行により、日本の薄型テレビの出荷台
数は 2010 年に倍増し、地上波デジタル放送の完全移行が完了した 2011 年から
2012 年にかけて大きく減少した。 
 また、薄型テレビ市場が推移する中で、日本市場、北米市場ともにいくつかのサブカ
テゴリが形成されてきた。このサブカテゴリについて本章で注目するのは、「スマートテレ
ビ」と呼ばれるカテゴリならびに、ラベルである。「スマートテレビ」とは 2010 年に
Samsung Electronics(以下、Samsung)がインターネット接続を前提として、さまざま
なアプリケーションを利用できる新たな薄型テレビのカテゴリを形成するために意図的に
用いたラベルであるが、2010 年以降日本、北米両市場において使用されてきた。薄型
テレビ市場では、2010 年以降「3D テレビ」や「4K テレビ」といった他のラベルも使用さ
                                               
17 3．環境省 HP「家電エコポイント制度とは」  
(URL：http://www.env.go.jp/policy/ep_kaden/whats/index.html )(閲覧日：2017 年 8 月 31 日 ) 
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出所 ) 日本経済新聞より作成  
図 6.2 日本経済新聞 (朝刊・夕刊 )における、各ラベルの記載記事件数の推移  
 
出所 ) Wall Street Journal より作成  
図 6.3 Wall Street Journal における、各ラベルの記載記事件数の推移  
 
れていたが、「3D テレビ」や「4K テレビ」と比べて「スマートテレビ」ラベルは日本と北米
において使用頻度の推移が異なっている。具体的に見ていくと、下図は日本と北米の
経済新聞における各ラベル18を含んだ記事件数の推移である(図 6.2、図 6.3)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 上図からわかることは、記事件数の絶対数は異なるものの、「3D テレビ」については
2011 年以降急激に記事件数が減少し、2013 年以降はほぼ記事が登場しなくなるこ
と、また、「4K テレビ」については、2012 年以降記事件数を上昇させているという点で
                                               
18 4K テレビについては、北米では「4K」という呼称以外に、「Ultra High Definition」「UHD」という呼
称もある。そのため北米市場における 4K テレビの記事件数はすべての呼称を含んでいる。 
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は、日本市場と北米市場で共通している。しかし、「スマートテレビ」については、Wall 
Street Journal では 2011 年に使用記事件数が上昇して以降は、緩やかに減少した
が 2015 年には 21 件と 2010 年以降で最も多くの記事に使用されている。これに対し
て日経新聞紙では、2012 年に 47 件の記事に使用されているが、それ以降減少し
2015 年には 10 件の記載にとどまっている。Wall Street Journal では、2014 年に
「4K テレビ」の使用記事件数が「スマートテレビ」を上回ったものの、2015 年に再び「ス
マートテレビ」が「4Kテレビ」を上回っているが、日本経済新聞では 2013年以降は「4K
テレビ」が「スマートテレビ」と入れ替わっている。 
 このように、新聞紙上では日本と北米で「スマートテレビ」というラベルの出現記事数に
違いはあるが、市場カテゴリの形成という点から見れば、言及記事件数は減少してはい
るものの、「ラベル」そのものの使用は行われている。また、日本において総務省は新た
なデータ放送の規格であるハイブリッドキャストに対応するテレビを「次世代スマートテレ
ビ19」と位置づけ、政府によってハイブリッドキャストならびにスマートテレビの推進に向け
た取り組みを進めているが、ここでも「スマートテレビ」というラベルは用いられている。  
上記の検討を踏まえれば、少なくとも、日本経済新聞や総務省といったオーディエン
スは「スマートテレビ」という用語を用いているといえる。しかし、市場カテゴリ研究におい
て、カテゴリ形成の重要なメルクマールとなるのは、カテゴリの正統化 (legitimation)で
あった。この、カテゴリの正統化の重要な基準として既存研究で用いられてきたのが、
密度 (density)、つまり市場に投入されている製品に対して新たなカテゴリに属する製
品が占める程度である(Carroll and Hannan, 1989, Rosa et al., 1999)。そこで、日
本と北米における薄型テレビ市場において、薄型テレビ全体の出荷台数に対してスマ
ートテレビの出荷台数が占める割合の推移を示したのが以下の図である(図 6.4)。なお、
IHS においてスマートテレビは、「インターネット接続機能を持ち、ストリーミングサービス
が利用可能なテレビ」として定義されている。 
 図 6.4 では、日本市場、北米市場、世界全体のスマートテレビの出荷台数の比率に
ついて 2014 年第一四半期から 2015 年第四四半期までの四半期ごとの推移が示さ
れている。この図を見てわかることは、日本市場では、2014 年～2015 年を通じて薄型
                                               
19 総務省の資料によれば同省は「次世代スマートテレビ」を、「従来のスマートテレビ (様々なアプリケー
ションをテレビ上で利用できるテレビ)の機能に加え、放送リソース(放送番組又は放送番組の関連情報
(メタデータ等 )を使って新たなテレビ視聴 (例えば、番組視聴時に番組に連動した情報をモバイル端末に
表示等 )を実現することができるテレビ」と定義している(総務省 , 2016)。 
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テレビ全体の出荷台数の約 4割がスマートテレビであり、それは全世界の普及率とほぼ
同等の水準であるといえる。一方北米では、2014 年第一四半期では 31％と世界平均
よりも普及率が下回っていたが、これ以降普及率は伸長し 2015 年第四四半期には薄
型テレビの出荷台数の半数以上がスマートテレビとなった。この結果を踏まえれば、市
場においてカテゴリに属する製品の密度を基準とすると、日本市場においても北米市
場においても「スマートテレビ」カテゴリはカテゴリとして正統化されているといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所) IHS の資料より作成  
図 6.4 日本と北米におけるスマートテレビ出荷台数比率の推移  
    
 ここまで、公刊資料に基づいて日本と北米における薄型テレビ市場の推移ならびにス
マートテレビカテゴリについて検討を行ってきた。検討の結果明らかになったことは、ま
ず、日本においても北米においてもスマートテレビとして認められる機能を備えた薄型
テレビは出荷台数の 4 割以上投入されている。次に、オーディエンスについてみれば、
日本においても北米においても新聞紙上に「スマートテレビ」というラベルを用いた記事
は 2010 年以降毎年複数回掲載されている。以上の点を踏まえると、日本と北米の薄
型テレビ市場では、市場の主要なプレイヤーの多くが共通していること、また、スマート
テレビとしての機能を備えた薄型テレビが市場に同様の割合投入されており、オーディ
エンスも「スマートテレビ」というラベルを使用しているという意味では、この二つの市場は
類似していると考えることもできる。しかし、次節以降で検討していくが、北米市場では、
生産者である Samsung や LG、Vizio といったテレビメーカーは自社の製品に対して
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「スマートテレビ(smart tv)」という言葉を用い、スマートテレビとして販売しているのに対
して、日本市場における薄型テレビの生産者である日本のテレビメーカーは、自社の製
品に対して「スマートテレビ」というラベルを用いていない。つまり、北米市場では生産者
とオーディエンスが共通のラベルを用いているのに対し、日本市場では使用するラベル
にずれが生じているといえる。このような状況の日本市場において、新たな市場カテゴリ
としてのスマートテレビ市場は形成されたということができるだろうか。また、「スマートテレ
ビ」に準ずる市場カテゴリが形成されていないとするならば、企業はスマートテレビの機
能を備えた薄型テレビをどのように位置づけているのか。結論を先取りすれば、本章で
明らかにされることは、日本の薄型テレビ市場では、北米の「スマートテレビ」にあたる市
場カテゴリが形成されているとは言えないということである。 
以下では、日本市場と北米市場において企業が発行するプレスリリースのテキストマ
イニングを行い、これまで議論と突き合わせることで日本市場における新市場カテゴリの
形成ならびに、地域が異なることで生じる市場カテゴリ形成のあり方の違いについて検
討を行う。 
 
6.2 分析の概要  
 本章では、日本と北米の薄型テレビ市場における市場カテゴリのあり方の違いについ
て検討を行う。具体的には、北米薄型テレビ市場には、2011 年以降「スマートテレビ」
市場という新たな市場カテゴリが形成されたといえるが、日本においてはそれが形成さ
れていないことについて検討を行う。この点に関する検討を行うため本章では以下の検
討を行う。まず、日本市場、北米市場向けに各企業が発行するプレスリリースのテキスト
マイニングを行い、各年、各期間の訴求点の変化に関する検討を行う。既述のように、
日本、北米に関わらず薄型テレビ市場は、2000 年代初頭以降その市場規模を急速
に拡大させてきた。その中では、企業が新たな機能を搭載した製品を次々に市場へ投
入し、競合他社がそれに追随、さらにはより優れた機能を模索する動きがみられている。
また、近年では、1世帯あたりの薄型テレビの保有台数が 1台を超え、1世帯に複数台
の薄型テレビを保有している状況となり市場成長率は鈍化している。しかし、このような
市場の変化の推移やそこでの競争状況をもって市場が変化しているということは難しい。  
そこで、本研究では、まず市場の変化をプレスリリースの内容の変化として捉え、プレ
スリリースの分析を通じて市場の変化を検討する。プレスリリースは、企業から消費者や
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報道機関などのオーディエンスに向けて発信されるテキストであることを踏まえれば、市
場に影響力のある多数の企業のプレスリリースの内容を経時的に検討することで、市場
の変化を把握することができると考えられる。 
以下では、調査の概要と具体的な手順について記述する。 
 
6.2.1 調査の概要と手順  
本研究のデータは、企業が発行するプレスリリース（日本市場：N=365、北米市場：
N=235）。分析対象となる期間は、データへのアクセス可能性より 2004年から 2015年
までの 12 年間としている。 
データについて、プレスリリースをデータとして用いている企業については、日本市場
は、シャープ、ソニー、パナソニック、東芝、三菱電機、日立製作所の 6 社、北米市場
は、シャープ、ソニー、パナソニック、東芝、Samsung Electronics、LG Electronics、
VIZIO の 7 社である。また、各プレスリリースについては、日本市場は、日経テレコン20
を通じて、また、北米市場については、プレスリリース配信企業である Business Wire、
PR newswire のデータベースを通じて入手している。 
6.2.2 調査手順  
 前章で詳述しているが、本研究では、テキストマイニングを行うために以下の３のステ
ップで分析を実施した。 
 第一段階として、整理したデータをソフトウェアに読み込み、自然言語処理技術によ
って形態素の解析を行った。 
第二段階として、抽出された形態素に基づいて分析者により分析カテゴリの設定を
行った。本研究におけるカテゴリ選択の際の留意事項や、具体的に選択されたカテゴリ
の一覧については、以下で述べる。 
 第三段階として、前段階で選択したカテゴリを用いて、カテゴリに属する言葉を含んで
いれば 1、含んでいなければ 0 というようにテキストデータを数値化した。その上で、この
数値化されたデータを用いて、日本市場、北米市場について企業ごとの差異ならびに
期間による差異を分析した。尚、期間による分析については、日本においては、薄型テ
                                               
20 日経テレコンでは、プレスリリース配信企業である日経プレスリリースの配信記事を取得することができ
る。企業の Web サイトから分析期間すべてのプレスリリースを入手することは困難である。本研究では、
日本市場と北米市場との比較を行うため、両市場についてもプレスリリース配信企業の提供するプレスリ
リースを分析に使用している。 
57 
 
レビの出荷量が CRT テレビを抜いた 2005 年、家電エコポイント制度と地上波デジタ
ル放送の完全移行が行われた 2011 年が、また北米では、Vizio が薄型テレビの出荷
量で首位に立った 2007 年、「スマートテレビ」というラベルが登場した 2011 年を別の
期間に入れるために、分析対象である 2004 年から 2015 年までを、6 年間ごとに 2 つ
の期間に分けた(分析結果では前半 : 2004-2009、後半 : 2010-2015 を示している)。 
 
6.2.3 分析カテゴリの設定について  
 多くのテキストマイニングを行う研究と同様に、本研究においても、分析可能性の点か
ら、カテゴリの選択の際には、カテゴリに属している言葉を含むサンプル数の多いカテゴ
リを採用する。しかし、本章の分析では、明らかにする研究課題ならびに日本市場と北
米市場の国際比較を行うという点から、以下の 4 点に留意しながら、テキストマイニング
ソフトに備わっている分析カテゴリ作成機能を使用せずに分析者自身で分析に使用す
るカテゴリを選択した。 
第 1 点は、充足される消費者の価値やニーズに関するカテゴリの選択である。新製
品や新サービスの発売時に発行されるプレスリリースでは、新製品が搭載している様々
な機能に関する記述や採用されている技術について記述されている。一方で、プレスリ
リースは消費者や各種報道機関へ向けて発信される性質上、その製品・サービスを通
じて消費者にもたらされる価値や満たされるニーズに関する記述もある。市場の変化の
あり方について検討する上では、製品に備わる機能や技術に関するカテゴリだけでは
なく、満たされる顧客ニーズに関するカテゴリも選択すべきであろう。  
 第 2 点は、企業が採用するラベルの選択である。市場カテゴリ研究において、市場カ
テゴリの形成に関する重要なメルクマールとして、メンバー、オーディエンス間でのカテ
ゴリラベルの共有がある。また、既存のメンバーとの差別化を図るカテゴリ内外のプレイ
ヤーは、独自のラベルを用いて製品を投入する場合がある。薄型テレビ市場において
も、オーディエンスに受容されるか否かは別として、企業は「○○TV」という形で、新た
なラベルを用いて製品を投入してきた。具体的には「3D」「4K」「Smart」「HDTV」が挙
げられる。これらのラベルについては、カテゴリとして分析に用いる。  
 第 3 点は、企業間での差異の関係でカイ 2 乗検定を行い、分析カテゴリの絞り込み
を行うことである。本章の分析では、テキストマイニングを通じて企業の訴求点の経時的
な変化を明らかにするが、資料として企業の認知を反映したプレスリリースを用いている。
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そのため、分析カテゴリの設定の際には、カイ 2 乗検定を用いて企業間で差のある分
析カテゴリを絞り込んでいる(喜田 , 2018)。その上で、これらの分析カテゴリの期間ごと
の変化に関する検討を行っている。 
 第 4 点の留意事項は、国際比較という点である。本章では、日本と北米の薄型テレビ
市場の国際比較を行うが、日本語と英語という異なる言語のテキストデータを分析対象
とする場合、使用言語の統語論的な差異が問題となる。前章で述べたように、本研究
の分析は、SPSS Text Analytics for Surveys ver.4.0 というテキストマイニングソフト
を使用して行っているが、日本語のテキストは日本語版のソフトを、英語のテキストはマ
ルチリンガル版のソフトを用いて行っており、そこでは別種の自然言語処理技術によっ
て形態素の解析ならびに分析カテゴリの設定が行われている。そのため、分析カテゴリ
の設定は分析者が行う必要がある。分析カテゴリを選択する際には以下の点に留意す
る必要がある(金 , 2016)。 
まず、分析カテゴリに属する単語を選択する際に、どちらかの言語に特徴的な品詞
を選択はできない。具体的には、「休憩する」や「希少する」といった、サ変名詞と呼ば
れる語の後ろに「～する」という言葉が付くことによってサ行変格活用の動詞として働く
名詞は、日本語に特徴的な名詞であるため選択できない。また、分析カテゴリを設定す
る際には、ストップワードと呼ばれる、その言語資料であれば出現して当然と考えられる
言葉を選択してはならない。使用言語が異なると当然ながらストップワードも異なるため、
分析カテゴリを設定する際にはこの点にも留する必要がある。そこで、本研究では、分
析カテゴリの選択の際に、視野角 (viewing angles)やコンテンツ(content)といった翻
訳による意味のブレが比較的少ない専門用語をはじめとする名詞を中心に選択し、日
本市場と北米市場の分析の際にともに用いている。また、どちらかの市場しか登場しな
い言葉やそれによって設定されたカテゴリについては、研究上重要であると考えられる
もののみ分析に用いている。 
 以上、上記 3 点の留意事項に基づいて、日本市場、北米市場の分析に用いるカテ
ゴリの選択を行った。分析カテゴリの選択は、著者以外に 2 名を含む 3 名で、それぞれ
独自にカテゴリを選択した上で、カテゴリリストをすり合わせる形で行われた。これまでの
作業を踏まえて作成されたカテゴリリストは日本市場、北米市場それぞれ以下のとおり
である(表 6.3、表 6.4)。 
  また、ここで設定された分析カテゴリに基づいて、日本と北米における薄型テレビ市
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統計量 自由度 有意確率 統計量 自由度 有意確率
日本市場(企業) 0.107 365 0.000 0.974 365 0.000
Kolmogorov-Smirnov の正規性の検定 (探索的)a Shapiro-Wilk
a. Lilliefors 有意確率の修正
統計量 自由度 有意確率 統計量 自由度 有意確率
北米市場（企業） 0.091 235 0.000 0.965 235 0.000
Kolmogorov-Smirnov の正規性の検定 (探索的)a Shapiro-Wilk
a. Lilliefors 有意確率の修正
場向けに発行されたプレスリリースのテキストデータを構造化し、この構造化されたデー
タに対して正規性の検定を行った。その検定結果が以下の表となる(表 6.1, 表 6.2)。 
 
表 6.1 日本市場の分析データに対する正規性の検定結果  
 
 
 
表 6.2 北米市場の分析データに対する正規性の検定結果  
 
 
 
 上記の検定結果より、日本市場、北米市場とも各サンプルに含まれる分析カテゴリの
分布は正規分布ではないことが統計的に示された。この原因として、テキストマイニング
ソフトではなく、分析者自身で分析カテゴリを絞り込み、分析カテゴリを設定したことが
考えられる。本章の分析では、分析カテゴリの絞り込みの際に、カイ 2 乗検定を用いて
カテゴリを絞り込み、その上で、国際比較ならびにラベルの使用という研究関心に基づ
いて分析カテゴリを設定した。検定の結果では正規分布ではないことが統計的に示さ
れているが、この度の分析については研究課題に基づくカテゴリの設定を優先させる。   
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分析カテゴリ 要素数 分析カテゴリ 要素数
3dテレビ 5 画質 3
３d液晶テレビ 高画質
３dプラズマテレビ 画質
３ｄ対応液晶テレビ 高画質化
３ｄ対応プラズマテレビ アプリケーション 3
4kテレビ 5 アプリケーション
4k液晶テレビ アプリ
4kプラズマテレビ 動画アプリ
4k対応液晶テレビ コンテンツ 4
4k対応プラズマテレビ コンテンツ
スマートテレビ 1 映像コンテンツ
スマートテレビ ダウンロードコンテンツ
ハイビジョンテレビ 7 動画コンテンツ
フルハイビジョン液晶テレビ デザイン 1
フルハイビジョンテレビ デザイン
ハイビジョンプラズマテレビ インターネット 2
ハイビジョン液晶テレビ インターネット
デジタルハイビジョン液晶テレビ インターネット接続
ハイビジョンテレビ 動画性能 9
デジタルハイビジョンテレビ 残像感
１２０コマ
使いやすさ 2 ２４０コマ
簡単 動画性能
簡単操作 動画応答性
楽しむ 3 動画解像度
楽しむ 倍速
楽しめる 倍速駆動
楽しめます 高速応答
ライフスタイル 1 リモートコントロール 1
ライフスタイル リモートコントロール
使用場所 2 音質 3
リビング 高音質
キッチン サウンド
音質
広視野角 2
広視野角
視野角
環境性能 7
省エネ
エコナビ
省電力
環境性能
省電力化
省エネ性能
省エネ機能
3d 1
３d
4k 1
４k
ハイビジョン 4
ハイビジョン
フルハイビジョン
ハイビジョン画質
ハイビジョン映像
ニーズに関する分析カテゴリ
ラベル 性能に関する分析カテゴリ
表 6.3 日本市場における分析カテゴリ       
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分析カテゴリ 要素数 分析カテゴリ 要素数
3d tv 1 picture quality 2
3d tv picture
4k tv 2 picture quality
4k tv application 4
uhd tv application
smart tv 1 samsung application
smart tv tv application
hdtv 3 vizio internet application
plasma hdtvs content 7
lcd hdtvs 4k content
hdtv hd content
internet content
easy to use 1 online content
easy to use streaming
enjoyable 1 streaming content
enjoyable video content
experience 6 design 1
entertainment experience design
experience internet 2
home entertainment experience built-in wi-fi
tv experience internet
user experience motion 4
viewing experience 120hz
lifestyle 1 240hz
lifestyle fast-moving
room 5 motion
bedroom remote 2
family room remote
guest room remote control
living room sound quality 2
room sound
sound quality
viewing angle 1
viewing angle
3d 1
3d
4k 2
4k
uhd
hd 2
hd resolution
hd
ラベルに関する分析カテゴリ
ニーズに関する分析カテゴリ
性能に関する分析カテゴリ
表 6.4 北米市場における分析カテゴリ 
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6.3 プレスリリースのテキストマイニングに関する分析結果  
 本節では、日本と北米の薄型テレビ市場におけるプレスリリースのテキストマイニング
データの分析結果を示したうえで、発見事実の整理を行っていく。  
 
6.3.1 日本市場の言及割合の推移に関する分析結果  
 まず、日本市場において各分析カテゴリの年ごとの出現割合の推移を示したグラフ
を、ニーズに関する分析カテゴリ、性能に関する分析カテゴリ、カテゴリラベルの 3 つに
分けて示す(図 6.5～図 6.7)21。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.5 分析カテゴリの出現割合の推移 (ニーズに関するカテゴリ) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.6 分析カテゴリの出現割合の推移 (性能に関するカテゴリ) 
                                               
21 出現割合は、分析カテゴリのその年の出現サンプル数を各年の全サンプル数で割ったものである。  
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図 6.7 分析カテゴリの出現割合の推移 (カテゴリラベル) 
 
以下では、上図 6.5～6.7 より示される発見事実について整理を行っていく。まず、
ニーズに関する分析カテゴリについては、分析期間全体を通して「楽しむ」と「使いやす
さ」に関する分析カテゴリについて言及割合が多い。次に、性能に関する分析カテゴリ
については、「画質」に関する分析カテゴリの言及が分析期間をとおして約 70％から約
90％の間で推移しており、他の分析カテゴリと比べても群を抜いて高い水準となってい
る。 
その他、言及割合の多い分析カテゴリとしては、まず「環境性能」が挙げられる。この
分析カテゴリについては、2009 年、2010 年、2012 年では言及割合が 60％を超えて
おり 2010 年にはこの年の全サンプルのうち約 68％に言及があった。「環境性能」につ
いてこの期間に言及割合が高かった理由としては、前節でも述べた通り家電エコポイン
ト制度の影響ならびに、2011 年 7 月に行われた地上波デジタル放送への完全移行
の影響が大きい。図 6.1 で示したように 2009 年から 2010 年にかけて日本における薄
型テレビの出荷台数が倍増しているが、この期間に発売された製品に「環境性能」に
関する言及が多いと考えられる。 
また、「コンテンツ」に関する分析カテゴリの言及割合も 2006 年以降上昇しており、
2009 年、2012 年、2013 年は 50％を超えており、最も高い言及割合を示した 2012
年は全サンプルの 70.4%に言及があった。この分析カテゴリの言及割合の 2006 年以
降の上昇については、様々なコンテンツの視聴に対する言及がプレスリリース上で行わ
れているからだといえる。中でも、特に 2012 年、2013 年に言及割合が大きく上昇した
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ことについては、従来から使用されていた高画質コンテンツや録画コンテンツ、音楽コン
テンツといった表現に加えて 3D コンテンツやスマートフォンコンテンツの視聴など、新
た機能を備えた新規カテゴリのテレビが登場することで新たなコンテンツを利用できるこ
とを訴求していることによると考えられる。 
さらに、「ハイビジョン」に関する分析カテゴリは、2005 年から 2011 年までの期間言
及割合が 50％を超えているが、2010 年に約 68.1%であった言及割合は減少し、
2015 年には約 16.7%となっている。これは、4K のように「ハイビジョン」という言葉を使
用しない画質の呼称が新たに登場し、それを企業が訴求し始めたことによると考えられ
る。 
最後に、カテゴリラベルに関する分析カテゴリに関する発見事実の整理を行う。「3D
テレビ」、「4K テレビ」、「スマートテレビ」といったカテゴリラベルの使用について、まず、
「3D テレビ」カテゴリについては、2010 年以降上昇し 2011 年には全サンプルの
30.3%の言及割合があったが、以降は急速に減少し 2013 年以降の言及はない。一
方で、「4K テレビ」カテゴリについては 2012 年以降言及割合が増加し、2014 年、
2015 年は全サンプルの 62.5％の言及があった。また、「スマートテレビ」カテゴリについ
ては、「スマートテレビ」という用語そのものを用いているサンプルは 2015 年にパナソニ
ックが用いている 2 件のみである。つまり、日本市場において「スマートテレビ」という呼
称は企業のプレスリリースではほぼ使用されていないといえる。この点に関連して、「ス
マート」というラベルを用いたテレビのブランドとしては、パナソニックによって 2012 年～
2013 年に発売された「スマートビエラ」がある。しかし、スマートビエラについては、テレ
ビの電源を入れると放送番組とインターネットサイトなどが画面に一緒に表示されること
が電波産業会の運用規定に違反するとした民放各局が、2013 年 4 月に発売された
モデルの CM 放映を拒否するトラブルが発生した22。同社のテレビブランド名について
も、2014 年以降はスマートの文字を外し、同様の性能を持つテレビもビエラブランドで
販売を行っている。以上の検討をふまえると、日本の薄型テレビ企業によって、特に
2010 年以降に用いられているラベルは、3D テレビから 4K テレビへ移行したということ
ができる。また、日本市場では少なくとも企業によって「スマートテレビ」というラベルは用
                                               
22 日本経済新聞朝刊 (2013 年 7 月 7 日 ) 
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0 1
度数 78 5 83
company の % 94.0% 6.0% 100.0%
度数 44 2 46
company の % 95.7% 4.3% 100.0%
度数 110 6 116
company の % 94.8% 5.2% 100.0%
度数 35 0 35
company の % 100.0% 0.0% 100.0%
度数 51 2 53
company の % 96.2% 3.8% 100.0%
度数 32 0 32
company の % 100.0% 0.0% 100.0%
度数 350 15 365
company の % 95.9% 4.1% 100.0%
合計
シャープ
ソニー
パナソニック
三菱電機
東芝
日立
3D テレビ
合計0 1
度数 73 10 83
company の % 88.0% 12.0% 100.0%
度数 37 9 46
company の % 80.4% 19.6% 100.0%
度数 109 7 116
company の % 94.0% 6.0% 100.0%
度数 34 1 35
company の % 97.1% 2.9% 100.0%
度数 46 7 53
company の % 86.8% 13.2% 100.0%
度数 32 0 32
company の % 100.0% 0.0% 100.0%
度数 331 34 365
company の % 90.7% 9.3% 100.0%
４k　テレビ
合計
シャープ
ソニー
パナソニック
三菱電機
東芝
日立
合計
いられていないが、「スマートテレビ」に代わるラベルを企業が使用しているわけではな
いことも明らかになった。 
最後に、これらのラベルの使用に関する企業別の差異について、以下のクロス集計
表を示す(表 6.5、表 6.6)。下表より、「4K テレビ」ラベルについては、シャープ、ソニ
ー、東芝での言及が多い一方で日立では言及がないことが明らかとなった。また、「3D
テレビ」ラベルについては三菱電機と日立については言及がないことが明らかとなった。 
 
表 6.5 企業間の差異（4k テレビ）           表 6.6 企業間の差異  (3D テレビ) 
 
 
 
 
 
 
 
 
             
6.3.2 北米市場における言及割合の推移に関する分析結果  
次に、北米市場において各分析カテゴリの年ごとの出現割合の推移を示したグラフ
を、ニーズに関する分析カテゴリ、性能に関する分析カテゴリ、カテゴリラベルの 3 つに
分けて示す(図 6.8～図 6.10)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.8 分析カテゴリの出現割合の推移 (ニーズに関するカテゴリ) 
66 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.9 分析カテゴリの出現割合の推移 (性能に関するカテゴリ) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.10 分析カテゴリの出現割合の推移 (カテゴリラベル) 
 
以下では、上図 6.8～6.10 より示される発見事実について整理を行っていく。 
まず、ニーズに関する分析カテゴリについては、「経験」に関するカテゴリと「楽しむ」に
関するカテゴリが期間を通して言及割合が多くなっている。また、どちらのカテゴリにつ
いても、2005 年以降言及割合が上昇し、「経験」は 2008 年以降、「楽しむ」について
は 2011 年以降にそれぞれその年の全サンプル数の 50％以上の言及割合となってい
る。 
次に、性能に関する分析カテゴリについてみていくと、日本市場と同様に特に言及割
合の大きい分析カテゴリとして「画質」があげられる。画質は最も言及割合の低い 2007
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年でも全サンプルの 50％は超えており、最も言及割合の高い 2014 年では、その年の
全サンプルの 94.3％の言及がある。言及割合としては、2013 年から 2015 年までの期
間が最も多くなっている。その他言及割合の大きい分析カテゴリは、「リモートコントロー
ル」、「デザイン」、「hd」、「アプリケーション」、「コンテンツ」があげられる。このうち、前者
3 つは分析期間の全体にわたって高い言及割合となっている。「リモートコントロール」
については 2005 年～2013 年まで言及割合が 50％を超えており、「デザイン」につい
ては 2004 年、2005 年、2007 年～2013 年に言及割合が 50％を超えていた。また、
「hd」については 2006 年以外の年で言及割合が 50％を超えていた。 
一方、後者 2 つの分析カテゴリについては 2010 年以降急速に言及割合を増加させ
てきたといえる。「アプリケーション」については、2011 年～2013 年、2015 年に言及割
合が 50％を超えており、2012 年にはサンプル全体の約 78.9％に言及があった。ま
た、「コンテンツ」については 2007 年までは言及がなかったが以降言及割合が増加
し、2013 年、2014 年は言及割合が 50％を超えている。「コンテンツ」については
2007 年以前の言及がないため、期間ごとの差異を統計的に検討することは難しいが
推移のグラフより明らかに増加している。 
 最後に、ラベルに関する分析カテゴリの発見事実について検討する。カテゴリラベル
については、図 6.10 から明らかなように「3d tv」カテゴリと「4k tv」、「スマートテレビ」カ
テゴリで大きく推移が異なっている。「3d tv」カテゴリは 2010 年に言及割合が上昇し、
2011 年にはサンプル全体の約 30%の言及があったが、以降減少し 2014 年の言及
はない。これに対し、「4k tv」、「スマートテレビ」カテゴリについてはそれぞれ 2013 年、
2011 年以降言及割合が増加したが、「4k tv」は 2014 年に言及割合が約 42.1％と
なった後 2015 年には約 20％に減少しているのに対し、「スマートテレビ」は 2012 年
に言及割合が 50％を超え以降も言及割合は上昇を続けている。 
また、これらのラベルについて企業別の使用の差異について以下のクロス集計表で示
すとおりである(表 6.7～6.9)。 
 下表のとおり、企業別のラベルの使用の差異について検討する。「3d tv」ラベルに
ついてはシャープには言及がない(表 6.7)。また、「4k tv」ラベルについてはパナソニッ
クと東芝では言及がない(表 6.8)、最後に、「スマートテレビ」ラベルについては、東芝に
は言及がなく、ソニーでは言及が少ないことが明らかとなっている(表 6.9)。 
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0 1
度数 31 14 45
company の % 68.9% 31.1% 100.0%
度数 26 7 33
company の % 78.8% 21.2% 100.0%
度数 24 15 39
company の % 61.5% 38.5% 100.0%
度数 8 7 15
company の % 53.3% 46.7% 100.0%
度数 26 1 27
company の % 96.3% 3.7% 100.0%
度数 29 0 29
company の % 100.0% 0.0% 100.0%
度数 27 20 47
company の % 57.4% 42.6% 100.0%
度数 171 64 235
company の % 72.8% 27.2% 100.0%
合計
LG
panasonic
samsung
sharp
sony
toshiba
vizio
Smart TV
合計
0 1
度数 38 7 45
company の % 84.4% 15.6% 100.0%
度数 29 4 33
company の % 87.9% 12.1% 100.0%
度数 34 5 39
company の % 87.2% 12.8% 100.0%
度数 15 0 15
company の % 100.0% 0.0% 100.0%
度数 26 1 27
company の % 96.3% 3.7% 100.0%
度数 27 2 29
company の % 93.1% 6.9% 100.0%
度数 45 2 47
company の % 95.7% 4.3% 100.0%
度数 214 21 235
company の % 91.1% 8.9% 100.0%
合計
toshiba
vizio
3d tv
合計
LG
panasonic
samsung
sharp
sony
0 1
度数 41 4 45
company の % 91.1% 8.9% 100.0%
度数 33 0 33
company の % 100.0% 0.0% 100.0%
度数 34 5 39
company の % 87.2% 12.8% 100.0%
度数 12 3 15
company の % 80.0% 20.0% 100.0%
度数 25 2 27
company の % 92.6% 7.4% 100.0%
度数 29 0 29
company の % 100.0% 0.0% 100.0%
度数 46 1 47
company の % 97.9% 2.1% 100.0%
度数 220 15 235
company の % 93.6% 6.4% 100.0%
合計
LG
panasonic
samsung
sharp
sony
toshiba
vizio
4k tv
合計
表 6.7 企業間の差異（3d tv）               表 6.8 企業間の差異（4k tv） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6.9 企業間の差異（スマートテレビ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.3.3 日本市場と北米市場の比較を通じた発見事実の整理  
 ここまでは、分析カテゴリの言及割合の推移について日本市場と北米市場の分析
結果を個別で検討してきたが。本項では、両者を比較した際に見いだされる発見事実
の整理を行う。 
 前項では、主に言及割合の大きな分析カテゴリに注目して検討を行ってきたが、本
項では、既に説明した通り分析カテゴリの変化と合わせて検討を行う。以下の表 6.10
は分析期間を 2004 年から 2009 年、2010 年から 2015 年の 2 つの期間に区切った
上で、両期間の言及割合の差異について、日本市場と北米市場の分析カテゴリのカイ
69 
 
地域 分析カテゴリ カイ2乗値、有意確率
言及割合の多い時期
（前半、後半）
ライフスタイル カイ2乗値＝31.761、p＜0.001 後半
インターネット カイ2乗値＝14.034、p＜0.001 後半
視野角 カイ2乗値＝17.383、p＜0.001 前半
音質 カイ2乗値＝10.375、p＜0.01 前半
アプリケーション カイ2乗値＝36.082、p＜0.001 後半
コンテンツ カイ2乗値＝28.370、p＜0.001 後半
デザイン カイ2乗値＝3.896、p＜0.05 前半
環境性能 カイ2乗値＝5.292、p＜0.05 後半
経験 カイ2乗値＝38.849、p＜0.001 後半
楽しむ カイ2乗値＝14.771、p＜0.001 後半
インターネット カイ2乗値＝23.135、p＜0.001 後半
アプリケーション カイ2乗値＝66.061、p＜0.001 後半
コンテンツ カイ2乗値＝19.380、p＜0.001 後半
日本
北米
2 乗検定を行い統計的に有意な差異が認められた分析カテゴリの一覧である（前半：
2004 年～2009 年、後半：2010 年～2015 年）。 
 
表 6.10 期間別分析の要約  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この表からわかることは日本市場北米市場ともに、ニーズに関するカテゴリ、性能に
関するカテゴリともに類似するカテゴリの上昇がみられるということである。後半が 2010
年から 2015 年であることを踏まえれば、2010 年以降、スマートテレビのような、これま
でとは異なり、インターネット接続を前提として、さまざまなアプリケーションの利用や、新
たなコンテンツの利用といったこれまでにはない視聴スタイルを消費者に訴求すること
は、日本市場、北米市場ともに行われてきたということが明らかとなる。  
しかし、前項での言及割合の大小や年ごとの言及割合の変化の検討を踏まえれば、
両市場の違いも指摘できる。以下では、上記表 6.10 と前項の内容を踏まえて、日本
市場と北米市場の相違点について 3 点示す。 
第 1 に、日本市場での性能面の訴求点では「画質」への訴求が他の訴求点を圧倒
的に上回っている。図 6.6 からわかる通り、日本市場での性能面での訴求点で分析期
間を通して約 70％を示しているのは「画質」のみである。これに対し、北米市場では性
能面の分析カテゴリの中で「画質」への言及割合は 2007 年を除いて最も高いが、「リ
モートコントロール」や「デザイン」、「アプリケーション」や「コンテンツ」といった分析カテ
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ゴリの言及割合も高い。日本市場では北米市場に対して「画質」重視の訴求を行って
いるということができる。 
また、ラベルの使用についても両市場の差異を指摘することができる。第 2 の違いとし
て図 6.7 と図 6.10 からわかるとおり、日本、北米両市場において「3d tv」、「4k tv」の
ラベルは用いられており、それらのラベルの使用推移は類似している。しかし、「スマート
テレビ」については北米市場では 2011 年以降言及割合を増加させているのに対し、
日本市場では全くと言っていいほど使用されていない。日本市場では、2012 年から
2013 年にかけて「スマートビエラ」のような、スマートテレビと同様の機能を備えたテレビ
を発売し、「アプリケーション」や「コンテンツ」、「ライフスタイル」といった分析カテゴリに
属する訴求を行ったにもかかわらず「スマートテレビ」というラベルは使用しなかった。  
この点に関連して第 3 点目の差異として指摘できるのは、日本企業のプレスリリース
であっても北米市場では「smart tv(スマートテレビ)」のラベルが使用されているというこ
とである。表 6.9 から明らかなように、日本市場では「スマートテレビ」のラベルが使われ
ていなかった企業も、日立を除いては北米市場でのプレスリリースでは「スマートテレビ」
のラベルを使用している。これについては、企業が意図的に日本市場では「スマートテ
レビ」ラベルを使用していない可能性と、プレスリリース配信企業の側でのリライトの際に
このラベルを追加している可能性を考えることができるが、いずれにしても「スマートテレ
ビ」というラベルの使用は市場の違いによるといえる。 
以上、本節では、プレスリリースのテキストマイニングデータに基づいて、日本と北米の
薄型テレビ市場の異同について検討を行ってきた。次節では、本節で行った検討なら
びに第 2 節での検討を踏まえて考察し、日本の薄型テレビ市場においては「スマートテ
レビ」カテゴリに相当するカテゴリが成立しているということができるのかの検討を行う。  
 
6.4 発見事実の解釈  
本節では、ここまでの検討を踏まえて日本の薄型テレビ市場では「スマートテレビ」カテ
ゴリに相当する市場カテゴリが成立するのかに関する検討を行う。 
ここまでの検討は、第 2 節では、「スマートテレビ」の機能を備えたテレビの日本市場
での普及割合、ならびに新聞紙上での言及記事件数の推移の検討を行い、第 3 節で
は企業側の分析として企業が発行するプレスリリースのテキストマイニングデータの分析
を行ってきた。これらの検討で明らかになったことを本章での問題意識に沿って改めて
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整理すると、まず、企業側から見た場合、①日本市場、北米市場ともに「スマートテレ
ビ」の機能を備えたテレビを全薄型テレビの約 40％出荷していること、一方で②日本企
業が発行している日本市場のプレスリリースでは「スマートテレビ」というラベルは用いて
いないこと、③日本市場においては、ラベル以外の分析カテゴリについては「コンテン
ツ」、「アプリケーション」、「インターネット」、「ライフスタイル」、「環境性能」といった分析
カテゴリの言及割合が 2010 年以降増加していること、④また、この 4 つの分析カテゴリ
のうち、これまでとは異なる視聴スタイルを提案する「スマートテレビ」に特徴的な訴求点
と考えられる「コンテンツ」、「アプリケーション」、「ライフスタイル」については 2012 年に
最も高い言及割合を示していること、⑤しかし、日本企業のプレスリリースでは北米で使
用されている「スマートテレビ」に代わるカテゴリラベルの使用がされているわけではない
こと、⑥日本企業のプレスリリースでは「画質」への訴求が特に強調されていることが指
摘できる。一方で、オーディエンス側の発見事実としては、新聞紙上では「スマートテレ
ビ」というラベルが 2012 年以降件数は減少するものの使用されているという点、ならび
に総務省もハイブリッドキャストという規格の浸透を図る際に、「次世代スマートテレビ」を
ハイブリッドキャストに対応したテレビとして位置づけているが、その際に「スマートテレ
ビ」というラベルを使用していることが指摘できる。 
ここまで見てくると、日本市場では北米市場と同様の機能を備えた薄型テレビが市場
に投入されており、訴求点としても北米企業と同様の点の訴求が行われている。また、
オーディエンスも「スマートテレビ」ラベルを使用しているが、企業側については、これら
のテレビを「スマートテレビ」として発売していない。その意味で日本市場では「スマート
テレビ」については北米市場と異なり企業側とオーディエンス側で共通のラベルが使用
されている状況ではないといえる。 
このことは、特に日本市場における「4K テレビ」と対象的である。「4K テレビ」の場合、
図 6.2 にあるように 2012 年以降新聞での言及記事件数も急速に伸ばしており、企業
側の言及についても図 6.7 で示されるように 2011 年以降プレスリリースでの言及割合
が急速に増加している。さらに、実際の 4K テレビの出荷台数ベースの普及率につい
ては、45 型以上の 4K テレビの場合、2014 年第一四半期では薄型テレビの出荷台
数の 7%であったが 2015 年の第四四半期には 56％まで上昇している23。このように、
                                               
23 4K テレビ(45 型以上 )は例えば全世界の出荷台数ベースの普及率の平均が 2014 年第一四半期
では 6%であったのに対し、2015 年第四四半期では 44%と、2014 年以降世界的に普及率が伸長して
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新聞紙上での言及、プレスリリースでの言及ならびに対応する製品の普及率がすべて
増大している「4K テレビ」と比べると、日本における「スマートテレビ」は、企業によってラ
ベルが使用されていないことが大きく異なっている。 
では、日本市場において「スマートテレビ」に準ずる機能の訴求はどのようなラベルの
下で行われているのだろうか。図 6.6 において、日本市場において「スマートテレビ」の
本格的な投入が開始された 2012 年から急速に言及割合が増加した分析カテゴリであ
る「コンテンツ」について、共起マップを作成すると以下のようになる(図 6.11)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      図 6.11 2010 年以降のプレスリリースに関する共起マップ(コンテンツ) 
 
上図は、2010 年以降に日本市場向けに発行されたプレスリリースのサンプル(169
件)を対象に、「コンテンツ」に関する分析カテゴリと共起する分析カテゴリについてマッ
ピングしたものである。ここでは、10 件以上のサンプルで共起している分析カテゴリにつ
いてマップを作成しているが、共起しているラベルに注目すると、「ハイビジョンテレビ」、
「4K テレビ」といったラベルが共起しているが、「コンテンツ」を含む全サンプル(86 件)
中「ハイビジョンテレビ」のラベル共通するサンプルは 39 件ありラベルの中で最も多かっ
た。これは 2012 年に言及割合が上昇した「アプリケーション」、「ライフスタイル」、「使
用場所」といった分析カテゴリについても同様であった。 
                                               
きたが、日本での普及率は世界平均を上回っている。尚上記の記述は IHS(2016)に基づく。 
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一方で、北米市場において同様の分析を行うと、「コンテンツ(content)」や「アプリ
ケーション(application)」など表 6.10 において 2010 年以降に言及割合の増大した
分析カテゴリについては、いずれも「hdtv」、「3d tv」、「4k tv」、「スマートテレビ(smart 
tv)」と共起していたが、いずれの分析カテゴリについても「hdtv」との関連が最も少なか
った。従って、日本市場では、北米市場では「スマートテレビ」の特徴として公表される
訴求点が、従来と同様のハイビジョンテレビや 3D テレビ、4K テレビの特徴としてオー
ディエンスに公表されている。つまり、日本市場では、インターネット接続を介したコンテ
ンツやアプリケーションの利用が新たなテレビカテゴリの登場として企業の側から伝えら
れているわけではないといえる。 
これに対してオーディエンスの中でも主要な位置を占める消費者はどのようにテレビ
の新しい使い方を受容しているのか。この点については、総務省が毎年公表している
通信利用動向調査の結果を踏まえて検討する。通信利用動向調査とは、世帯や企業
における情報通信サービスの利用状況について毎年調査を実施しているものである
が、デジタルテレビ放送の利用状況も調査項目に含まれている。特に、2013 年、2014
年、2016 年については世帯別のデジタルテレビのインターネット接続機能の利用状況
に関する調査結果が示されているが、「過去 1 年間に少なくとも 1 回以上デジタルテレ
ビのインターネット接続機能を利用した世帯」の割合は、2013 年は 16%、2014 年は
14.3％、2016 年は 13.2％であった。また、2013 年、2014 年についてはより詳細な利
用頻度の調査も行われているが、1 か月に 1 回以上利用すると回答した世帯は、
2013 年には全体の 8%、2014 年は全体の 7.2%であった24。「スマートテレビ」に比べ
てより多くの機種でインターネット接続が可能だということを踏まえれば、日本市場では
多くのインターネット接続可能なテレビが投入されてはいるものの、日本の大多数の世
帯ではその機能を利用しておらず、またインターネット接続を利用していない世帯はや
や増加傾向さえあった。 
 
6.5「 考察と結論  
本章では、日本と北米の薄型テレビ市場においてプレスリリースにおける訴求点の
変化を経時的に分析することで、市場カテゴリ形成の多様性について、特に「スマート
                                               
24 総務省『通信利用動向調査』平成 25 年、平成 26 年、平成 28 年調査の結果による。 
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テレビ」ならびにそれに類似したカテゴリが、日米両市場で新たなカテゴリとして形成さ
れているのか、ならびにこれまで市場カテゴリ形成の測定指標として用いられてきた密
度の適切さについて検討を行ってきた。 
改めて本章での議論を振り返れば、製品の面では、日本市場、北米市場ともに、こ
れまでのテレビの視聴スタイルとは異なり、インターネット接続を前提としたコンテンツな
らびにアプリケーションの利用が可能な薄型テレビは、同程度の割合で市場に投入さ
れていた。しかし、日本企業はこのテレビの特徴について 2012 年、2013 年はプレスリ
リース上での訴求を行ったが、新たなテレビカテゴリとしてのラベルは用いず、テレビに
追加された新たな機能として提示した。その後、2014 年に 4K テレビというラベルへの
言及割合が増大すると、コンテンツやアプリケーションに関する訴求は減少し、以前の
ように「画質」中心の訴求へと戻った。一方でオーディエンスの側については、新聞紙
上では「スマートテレビ」というラベルは用いられた。このラベルを用いた記事は 2012 年
に大きく増加したが、以降は 4K テレビの記事にとってかわられることとなった。また、消
費者の薄型テレビの使用方法については、通信利用動向調査の結果を踏まえれば、
企業側がインターネットを活用した新たな機能を持つテレビを投入して以降も、大部分
の世帯ではインターネットを利用しない従来の視聴が行われていると考えられる。以上
の結果ならびに考察に基づけば、日本の薄型テレビ市場では、スマートテレビの機能を
備えたテレビは投入されており、「スマートテレビ」というラベルも使用されてはいるもの
の、北米の「スマートテレビ」カテゴリと同様のテレビカテゴリが形成されているとは言えな
い。 
この分析結果について、本章での検討課題を踏まえて以下の 3 点について本章で
の検討が持つ含意について考察を行う。第 1 に、これまで薄型テレビ市場や薄型テレ
ビメーカーを対象とした研究に対する含意である。薄型テレビ市場や薄型テレビメーカ
ーを対象とした既存研究では、主に技術や企業の戦略の側面からの研究が行われて
きた。その中でも、薄型テレビ市場を検討の対象とした研究としては、デジタル家電のコ
モディティ化に関する研究が考えられる。デジタル家電のコモディティ化の一つのバリエ
ーションとして検討された薄型テレビのコモディティ化研究では、薄型テレビ市場におけ
る価格の変化とその背後にある企業のドメインやビジネスモデルが検討された。これに
対して本章での検討は、企業側の視点が中心となるが、薄型テレビ市場における価格
以外の訴求点の変化を示したということができる。 
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第 2 に、市場カテゴリの比較に関する含意である。すでに確認したように、市場カテ
ゴリ研究に基づけば、市場カテゴリは真空の中で形成されるわけではなく既存の市場カ
テゴリに影響を受けて形成、変化する。また、市場カテゴリはより広範な分類体系に埋
め込まれているが、その分類体系は文化によって異なる可能性を持つ。上記を踏まえ
れば、たとえ、同様の技術で類似したメーカーが参加者であったとしても、地域が異な
れば市場カテゴリ形成のあり方は異なる可能性がある。 
本章での検討に基づけば、日本と北米の両市場における大きな違いとして、既存の
市場カテゴリのあり方ならびに、それを踏まえたカテゴリラベルの使用を指摘できる。北
米市場と比べて日本市場におけるプレスリリースに特徴的なことは、特に性能面におい
て画質という訴求点に対して圧倒的に多くの言及があるという点である。画質だけが突
出して高い言及割合を示すという結果からは、日本市場における企業として、なにはな
くとも最低限画質については言及しなければならないという意図の現れと考えることもで
きる。本章では、日本の消費者に対する調査を行ってはいないものの、プレスリリースと
いう媒体の性格上、この画質という訴求点については、日本市場の消費者の関心が特
に高い項目であると考えられる。一方で、北米市場については、訴求点としての画質の
言及割合は高いものの、デザインやアプリケーション、2014 年はコンテンツについても
高い言及割合を示している。このことから、北米市場では画質は重要な訴求項目では
あるものの、画質だけに注力すればいいわけではないことも意味している。  
このような、既存の市場カテゴリのあり方の違いがカテゴリラベルの使用についても影
響を与えていると考えられる。分析結果より明らかなように、日本市場では北米における
スマートテレビと同様の機能を持つテレビに対して、スマートテレビもしくはそれに準ずる
新たなカテゴリラベルではなく従来のハイビジョンテレビというラベルを用いて販売され
た。つまり、日本市場においては、新たなカテゴリのテレビというよりも、インターネットを
利用でき、動画コンテンツも視聴できるという機能を備えたハイビジョンテレビとして発売
されているといえる。このことは、インターネット接続が可能であること、また動画コンテン
ツの利用が可能であることが、画質に関連する機能ではないことが影響していると考え
られる。結果として、日本市場では、薄型テレビ市場におけるカテゴリラベルとして使用
されたのは、スマートテレビではなく 4K テレビという画質の良さを訴求するラベルであっ
た。北米市場と異なり、日本市場ではスマートテレビ市場に対応するような新たな市場
カテゴリは形成されなかったが、この背後には、日本市場では、同じ薄型テレビカテゴリ
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であったとしても、そこでの既存カテゴリのあり方に違いがあり、この違いが、新たなカテ
ゴリラベルの使用の違いを導いたということができる。 
第 3 に、市場カテゴリの安定化や正統化に関する測定指標に関する含意である。
既存研究では、新たな市場カテゴリの正統性を測る指標として市場における当該製品
の密度(Carroll and Hannan, 1989; Rosa et al, 1999)ならびに当該製品の
(commercialization)（Navis and Glynn, 2010）によって説明されてきたが、日本の
薄型テレビ市場において「スマートテレビ」に準ずる市場カテゴリが形成されなかったこ
とは、上記の指標に基づいて判断することは難しい。日本の薄型テレビ市場では、主に
2012 年以降北米でのスマートテレビと同様の性能を持つ製品が、出荷台数ベースで
北米市場と同様の割合で既に投入されている。しかもその割合も 2014 年～2015 年
にかけて 40％前後と高い水準にある。これらについて、密度ならびに製品の売上の増
加といった基準で見てみれば日本市場においてもスマートテレビは受容されているとみ
なされるだろう。しかし、企業は「スマートテレビ」というラベルを使用しておらず、代わりに
2014 年以降は 4K というラベルを積極的に使用していており、プレスリリースにおける
訴求点も画質への訴求が他の訴求点と比べても群を抜いて多い。一方で、新聞紙上
やハイブリッドキャスト対応テレビを「次世代スマートテレビ」として位置づけた総務省な
どはスマートテレビというラベルを用いているが、デジタルテレビのインターネット接続機
能の利用状況は 2013 年以降の 16％が最大でそれ以降伸びているわけではない。 
以上のことは、新たな機能を持つ製品が市場に投入されていたとしても、消費者にと
ってそれらを新たなカテゴリの商品としてみなされていない場合があり、それは密度や製
品の売上といった、企業側の行動の結果に基づく指標では市場の安定化や正統性を
捉えることが難しい場合があるということを示している。そもそも、市場カテゴリは企業と
オーディエンスの相互作用を通じて形成されるものであることを踏まえれば、市場カテゴ
リの安定化や正統性についても市場における企業数や製品数といった指標のみなら
ず、消費者が当該製品に固有の利用方法をとっていることを反映する指標も踏まえて
検討する必要があるだろう。本章での検討を踏まえれば、スマートテレビの使用につい
ては、少なくともテレビのインターネット接続機能を利用しているかについては有効な指
標となりうると考えられる。また、市場カテゴリのラベルについては、企業側とオーディエ
ンス側で共有されるものでもある。日本市場では、北米市場とは異なりオーディエンス
側の使用はあったものの企業側の使用は行われなかったといってよい。これら、消費者
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側の利用法を反映した指標や、新たなカテゴリラベルの共有の有無については、それ
だけをもって市場カテゴリ形成の指標とすべきか否かについては議論の余地があるが、
これまでの市場カテゴリ研究の議論を踏まえれば、密度などの企業側の行動を反映し
た指標との併用によって、より正確に市場カテゴリの安定性や正統性を判断できると考
えられる。 
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第 7 章  北米薄型テレビ市場におけるスマートテレビカテゴリの形成  
 前章では、日本と北米における薄型テレビ市場の比較を行うことを通じて、類似した
市場への参加者であり、同様の技術に基づいた製品を投入している市場であったとし
ても、地域が変わると市場の変化のあり方には違いがあること、ならびに市場カテゴリの
安定性や正統性の指標としては、企業側のみならず消費者側の行動を反映する指標
を合わせて用いる必要性を示した。これに対して本章では、北米の薄型テレビ市場に
おいて、「スマートテレビ」カテゴリがいかに形成されてきたのかに関する検討を通じて、
企業による意図的な市場カテゴリ形成において、企業のどのような働きかけにより、消
費者をはじめとするオーディエンスが新たな市場カテゴリを受容するのかを、センスメー
キングとセンスギビングの観点から検討していく。 
すでに述べたように、「スマートテレビ」という呼称は、2011 年 1 月に行われた CES
において、Samsung Electronics(以下 Samsung)や LG Electronics(以下 LG)が
大々的に用いた呼称であり25、それ以降インターネットに接続され、テレビを通して動画
配信サービスや SNS などの様々なアプリケーションを利用することのできるテレビに対
するラベルとして市民権を得ていった。 
以下の図 7.1 は、米国の Consumer Electronics に関する業界誌である TWICE
誌において、2005 年から 2015 年の期間で「スマートテレビ」、「Internet TV」、
「Connected TV」、「3D TV」、「4K TV」という言葉が用いられた記事件数の推移を示
したものである。インターネット接続が可能なテレビは、従来「 Internet TV 」や
「Connected TV」と呼ばれてきた一方で、図に基づくと「スマートテレビ」という呼称を用
いた記事は 2009 年以前にはなかったが、2010 年以降急速に数を増やし 2011 年に
は、「Internet TV」を、2012 年には「Connected TV」を抜く記事件数となっている。こ
の「スマートテレビ」という呼称と対照的に残り二つの呼称については、2012 年以降記
事の数が大きく減少することとなっている。また、これら 3 つの名称以外にも、薄型テレ
ビ市場においては、様々な特徴を持つテレビに対して新たな名称をつけ市場のサブカ
テゴリを形成しようとしてきた経緯がある。図 7.1 はそれらのテレビの名称がどのように
                                               
25 もっとも、スマートテレビという用語を最初に用いたのは、この 2 社ではない。スマートテレビという用語
は、もともと Google TV のコード名である「Dragonpoint」もしくは「Dragonpoint TV」を指す一般名詞
として用いられていたものであった(清水 , 2012)。さらに、「Smart」という用語については、Microsoft 社
のビルゲイツ氏が 2003 年 1 月に開催された International CES(Consumer Electronics Show)で
の基調講演で、今後 10 年のキーワードとして「Smart」を挙げている(Microsoft press release, 
2003/1/10)。 
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TWICE の記事の内容に反映されているかも示している。図によれば、TWICE 誌上で
は、2017 年の時点ではスマートテレビと 4K TV を除くラベルは、ほぼ言及がなくなって
いる。 
この図をみてわかることは、北米の薄型テレビ市場では、 Internet TV や
Connected TV、スマートテレビ以外にも、多くのカテゴリラベルが作られてきたが、それ
らのラベルはすべてが薄型テレビ市場において定着したわけではないということである 26。
既述のようにスマートテレビというカテゴリは、Samsung と LG が意図的に使用したカテ
ゴリであるといえるが、これらの企業はどのようにしてスマートテレビというカテゴリを成立
させたのか。また、図 7.1 では、4K TV のカテゴリ以外のカテゴリはスマートテレビカテゴ
リの登場以後言及が減少しているが、新たに出現したカテゴリスマートテレビは既存の
カテゴリとどのような関係にあるのか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：TWICE 誌に基づいて筆者作成  
図 7.1 TWICE 誌における各カテゴリラベルの使用記事件数の推移 (2005 年～2017 年 ) 
 
以上のような課題を検討するために、本章では企業が発行するプレスリリースに対す
るテキストマイニングの分析結果と Amazon.com に書き込まれた消費者のコメントに対
                                               
26 4K TV は近年生産が増大しているが、LED TV はその機能だけを搭載した TV の生産は減少し、
3D TV に至っては、2012 年当時世界シェア首位であった Samsung が 2016 年に、最後まで生産を
続けていた Sony と LG は 2017 年に生産を終了させた。 
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するテキストマイニングの分析結果、ならびに新聞や Consumer Reports や家電業界
の専門雑誌である TWICEを始めとする公刊資料に基づいて、北米薄型テレビ市場に
おけるスマートテレビカテゴリの形成について検討を行っていく。具体的には、まずまず、
スマートテレビと呼ばれるテレビが登場する以前の状況に関する確認を行う(7.1)。次に、
本章で行う北米市場のプレスリリースならびに消費者のレビューのテキストマイニングに
あたり、テキストマイニングのプロセスと分析カテゴリの設定について検討を行う(7.2)。こ
れを踏まえた上で、前述のセンスメーキングプロセス、具体的にはオーディエンスの保
有するフレームと企業による手がかりの提示ならびに手がかりとフレームの関連付け方
について検討を行っていく(7.3、7.4)。その上で、最後に本研究の意義にについて考
察する(7.5)。 
 
7.1「 スマートテレビの登場以前の状況：インターネットを活用したコンテンツ
の整備  
 現在のスマートテレビでは、消費者はインターネットを通じて様々なアプリケーションを
利用することができるが、インターネットに接続することが可能なテレビは、2006 年から
2007 年にかけて発売され始めていた。しかし、当時のテレビはパソコンのようにインター
ネットを通じて自由に Webページを閲覧することはできず、インターネット接続が可能な
テレビに向けて提供されているサービスも非常に限定的であった。 
 このような状況で、まず、インターネット接続が可能なテレビの商品としての価値を高
めたのは、テレビ本体というよりも周辺のサービスにあったといえる(清水 , 2012)。その代
表的なサービスとなるのは Netflix や Hulu といった企業がインターネットを介した定額
の動画配信サービスであった。例えば、Netflix は創業当初は DVD のレンタルを行う
企業であったが、2007 年 1 月に会員向けに映画やテレビ番組のオンライン配信サー
ビスを開始した。このオンライン配信サービスは、当初パソコン限定で行われていたが、
Netflix は 2008 年に Roku という企業と提携し、「Roku」と呼ばれる STB(Set top 
box)を 99.99 ドルで販売した。この「Roku」は、インターネットに接続可能なテレビと接
続することで、Netflix が提供する動画をストリーミング再生することができる。「Roku」
を市場に投入したことで、Netflix の加入者は 2008 年に 21％増加し、1000 万人を超
えるまで拡大した(清水 , 2012)。Netflix はその後、PlayStation や Xbox360 などの
ゲームプレイヤーやブルーレイディスクプレイヤーによるストリーミング配信に対応し、コ
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ンテンツについても既存の映画やテレビ番組の配信だけではなく、自社製作のオリジナ
ルコンテンツを配信するようになった。米国のビデオストリーミング市場でのシェアは
2015 年時点で 53％を占めるようになった27。 
 DVD のレンタル事業からオンライン配信サービスに進出した Netflix に対して、大手
メディアの合弁企業として設立されたのが Hulu であった。同社は、2007 年 3 月に米
国の大手メディア企業である NBC ユニバーサルとニューズ・コーポレーションが、オンラ
イン配信サービスの合弁企業として設立された。Hulu が提供するのはテレビで見逃し
た番組を放映後一定期間インターネット上で視聴できるというサービスであった。Hulu
にコンテンツを提供したのは、FOX、MGM、Sony Pictures、Universal Studio、
Warner Brothers といった大手映画会社 5 社やテレビ局、さらには 15 を超えるケー
ブル TV ネットワークをはじめとする 200 以上のコンテンツ保有企業であった。さらに、
2009 年 4 月には Walt Disney が運営に参加することとなり、Disney のコンテンツも
視聴できるようになった。これらのコンテンツを Hulu では基本的に無料で視聴すること
ができるよう整備したことで、正式にサービスを開始した 2008 年 3 月以降、多くのユー
ザーを獲得した。 
さらに、2010 年 6 月には有料会員制サービスである Hulu Plus の開始によって、
ほとんどのテレビ番組がいつでもオンデマンドで視聴できるようになった。また、Hulu の
無料サービスは当初 PC のみの視聴であったが、その後、インターネット接続テレビや
ブルーレイディスクプレイヤーであれば、Hulu Plus のアプリをダウンロードすることでコ
ンテンツの視聴が可能となった。また、Netflix と同様に、PS3 や Xbox360 といったゲ
ームプレイヤーにも対応している。2017 年 1 年間で同社は 1700 タイトル 75,000 エピ
ソードを、オンデマンドで利用できるコンテンツとしてライブラリに追加した。2017 年末時
点で、同社の有料会員は全世界で 1700 万人以上、総会員数は 5400 万人以上にの
ぼる28。 
 このような、オンラインでの動画ストリーミングサービスをはじめ、Facebook など SNS
の利用などにより、インターネット接続が可能なテレビを持つことの意義が高まっていっ
                                               
27 “First sign of saturation in video streaming 
market”(https://www.strategyanalytics.com/strategy-analytics/news/strategy-analytics-
press-releases/strategy-analytics-press-release/2016/05/25/first-sign-of-saturation-in-
video-streaming-market#.WwzIbEjRA2x) (2018 年 5 月 20 日閲覧 ) 
28 Hulu プレスリリース(2018 年 1 月 9 日 )より 
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たといえる。以下では、北米薄型テレビ市場における生産者と消費者やクリティクスとい
ったオーディエンスの取り組みについて、センスメーキングとセンスギビングの視点から
具体的に検討を行う。 
 
7.2「 分析の概要  
本章では、北米薄型テレビ市場においてスマートテレビという新たな市場カテゴリが
創造される中で、北米市場における企業側の訴求点と消費者側の薄型テレビに対す
る認知の変化を、企業側のプレスリリースによる訴求点と消費者側の Amazon.com の
レビューのテキストマイニングを通じて明らかにする。本章で行う分析の概要について
は、既に第 5 章で述べているため、以下では、本章の分析における分析カテゴリの設
定方法ならびにカテゴリリストについて説明を行う。 
まず、分析カテゴリの設定については、前章でも述べた通り、分析可能性の点から、
カテゴリの選択の際には、カテゴリに属している言葉を含むサンプル数の多いカテゴリを
採用する。しかし、本章の分析では、明らかにする研究課題ならびに北米市場におけ
る企業側と消費者側の分析を行うという点から、以下の 4 点に留意しながら、テキストマ
イニングソフトに備わっている分析カテゴリ作成機能を使用せずに分析者自身で分析
に使用するカテゴリを選択した。第 1 点から第 3 点はプレスリリースのテキストマイニング
に関する留意事項であり、第 4 点は Amazon.com のレビューに関する留意事項であ
る。 
第 1 点は、充足される消費者の価値やニーズに関するカテゴリの選択である。新製
品や新サービスの発売時に発行されるプレスリリースでは、新製品が搭載している様々
な機能に関する記述や採用されている技術について記述されている。一方で、プレスリ
リースは消費者や各種報道機関へ向けて発信される性質上、その製品・サービスを通
じて消費者にもたらされる価値や満たされるニーズに関する記述もある。市場の変化の
あり方について検討する上では、製品に備わる機能や技術に関するカテゴリだけでは
なく、満たされる顧客ニーズに関するカテゴリも選択すべきであろう。  
 第 2 点は、企業が採用するラベルの選択である。市場カテゴリ研究において、市場カ
テゴリの形成に関する重要なメルクマールとして、メンバー、オーディエンス間でのカテ
ゴリラベルの共有がある。また、既存のメンバーとの差別化を図るカテゴリ内外のプレイ
ヤーは、独自のラベルを用いて製品を投入する場合がある。薄型テレビ市場において
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も、オーディエンスに受容されるか否かは別として、企業は「○○TV」という形で、新た
なラベルを用いて製品を投入してきた。具体的には「3D TV」「4K TV」「Smart TV」
「HDTV」が挙げられる。これらのラベルについては、カテゴリとして分析に用いる。 
第 3 点は、企業間での差異の関係でカイ 2 乗検定を行い、分析カテゴリの絞り込み
を行うことである。本章の分析では、テキストマイニングを通じて企業の訴求点の経時的
な変化を明らかにするが、資料として企業の認知を反映したプレスリリースを用いてい
る。そのため、分析カテゴリの設定の際には、カイ 2 乗検定を用いて企業間で差のある
分析カテゴリを絞り込んでいる(喜田 , 2018)。その上で、これらの分析カテゴリの期間ご
との変化に関する検討を行っている。 
最後に、第 4 点について、Amazon.com のレビューに対するテキストマイニングに関
する分析カテゴリの設定については、プレスリリースのテキストマイニングに基づいて設
定された分析カテゴリに準じて設定されている。これは、本章での分析では、新たな情
報の送り手である企業が提示した訴求点やラベルが消費者に受容されているかを明ら
かにすることを目的としているためである。以上の留意事項を踏まえて設定された分析
カテゴリは、次ページの表となる(表 7.1、表 7.2) 
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分析カテゴリ 要素数 分析カテゴリ 要素数
3d tv 1 picture 2
3d tv picture
4k tv 2 picture quality
4k tv application 4
uhd tv application
smart tv 1 samsung application
smart tv tv application
hdtv 3 vizio internet application
plasma hdtvs content 7
lcd hdtvs 4k content
hdtv hd content
internet content
easy to use 1 online content
easy to use streaming
enjoyable 1 streaming content
enjoyable video content
experience 6 design 1
entertainment experience design
experience internet 2
home entertainment experience built-in wi-fi
tv experience internet
user experience motion 4
viewing experience 120hz
lifestyle 1 240hz
lifestyle fast-moving
room 5 motion
bedroom remote 2
family room remote
guest room remote control
living room sound 2
room sound
sound quality
viewing angle 1
viewing angle
3d 1
3d
4k 2
4k
uhd
hd 2
hd resolution
hd
smartphone 1
smartphone
ラベル
ニーズに関する分析カテゴリ
性能に関する分析カテゴリ
表 7.1 北米市場における企業側の分析カテゴリ 
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分析カテゴリ 要素数 分析カテゴリ 要素数
3d 1
3d tv 2 3d
3d tv 4k 2
4k tv 2 4k
4k tv uhd
uhd tv hd 1
smart tv 1 hd
smart tv application 4
HDTV 3 application
plasma hdtvs samsung application
lcd hdtvs tv application
hdtv vizio internet application
content 10
easy to use 1 hd content
easy to use streaming content
enjoyable 1 hulu
enjoyable internet content
experience 6 online content
entertainment experience streaming
experience netflix
home entertainment experience video content
tv experience 4k content
user experience movies
viewing experience design 1
room 5 design
bedroom motion 4
family room 120hz
guest room 240hz
living room fast-moving
room motion
remote 2
internet 2 remote
built-in wi-fi remote control
internet price 3
sound 2 expensive
sound cheap
sound quality price
picture quality 2 viewing angle 1
picture viewing angle
picture quality
ラベル
性能に関する分析カテゴリ
ニーズに関する分析カテゴリ
表 7.2 Amazon.com のレビューについて作成した分析カテゴリ 
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統計量 自由度 有意確率
Amazon.comのレビュー 0.185 15211 0.000
Kolmogorov-Smirnov の正規性の検定 (探索的)a
a. Lilliefors 有意確率の修正
統計量 自由度 有意確率 統計量 自由度 有意確率
プレスリリース 0.089 235 0.000 0.969 235 0.000
Kolmogorov-Smirnov の正規性の検定 (探索的)a Shapiro-Wilk
a. Lilliefors 有意確率の修正
また、ここで設定された分析カテゴリに基づいて、日本と北米における薄型テレビ市場
向けに発行されたプレスリリースのテキストデータを構造化し、この構造化されたデータ
に対して正規性の検定を行った。その検定結果が以下の表となる(表 7.3, 表 7.4)。 
 
表 7.3 プレスリリースの分析データに対する正規性の検定結果  
 
 
 
表 7.4 Amazon.com のレビューの分析データに対する正規性の検定結果  
 
 
 
 
 上記の検定結果より、プレスリリース、Amazon.com のレビューとも、各サンプルに含
まれる分析カテゴリの分布は正規分布ではないことが統計的に示された。この原因とし
ては、前章と同様にテキストマイニングソフトではなく、分析者自身で分析カテゴリを絞り
込み、分析カテゴリを設定したことが考えられる。本章の分析では、分析カテゴリの絞り
込みの際に、カイ 2 乗検定を用いてカテゴリを絞り込み、その上で、国際比較ならびに
ラベルの使用という研究関心に基づいて分析カテゴリを設定した。検定の結果では正
規分布ではないことが統計的に示されているが、この度の分析については研究課題に
基づくカテゴリの設定を優先させて行っていく。 
 
7.3「 オーディエンスにおける既存のフレーム  
 北米薄型テレビ市場におけるスマートテレビカテゴリの形成を企業とオーディエンス
(消費者 )におけるセンスギビングとセンスメーキングの観点から検討する。改めて確認
すると、センスメーキングは抽象的なフレームと具体的な手がかりからなるボキャブラリー
において、フレームと手がかりが関連付けられることにより行われる。このセンスメーキン
グのプロセスにおいて、フレームと手がかりを関連づけるための言語的なアプローチが
センスギビングである。Rosa et al(1999)ではセンスメーキングプロセスとして新たな市
場カテゴリの形成をとらえているが、Weick(1995)の議論を踏まえれば、それは、既存
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のフレームである既存の市場カテゴリに対して新たな手がかりが関連付けられ、新たな
フレームが形成されるプロセス、つまり、新たな市場カテゴリが形成されるプロセスを把
握することを意味する。フレームならびにフレームと手掛かりが組み合わさったボキャブ
ラリーについて Weick(1995)は、 5 つのボキャブラリーについて示しているが、
Weick(1995)で想定されているのは組織におけるボキャブラリーであるため、市場カテ
ゴリの形成を検討するにあたっては、これらのボキャブラリーに基づいて検討することは
難しい。一方、ミニバンカテゴリの形成について検討した Rosa et al(1999)では、市場
カテゴリの安定度の変化に伴う消費者の受容度の変化を、消費者による製品やその属
性に対する言及とその評価に基づいて検討している。そこで本研究では、消費者なら
びにクリティクスの薄型テレビの性能に関する評価項目をオーディエンスのフレームとし
て捉え、企業によるセンスギビングとフレームの変更について検討を行う。消費者につ
いては、商品のレビューから、またクリティクスとなる Consumer Reports については同
誌で採用されている評価項目について検討していく。 
 
7.2.1「 クリティクスのフレームとしての薄型テレビの評価項目  
 本項では、クリティクスのフレームとして、Consumer Reports 誌上で用いられてきた
薄型テレビの評価項目について検討していく。以下では、Consumer Reports 誌上の
記述ならびに掲載されているランキングに基づいて、同雑誌で用いられている薄型テレ
ビの評価項目を確認する。 
 Consumer Reports 誌では、薄型テレビを主に「画質」、「価格」、「音質」において
評価しているといえる。例えば、Consumer Reports 誌上での薄型テレビ特集号にお
いて、「CR Best Buy」として推奨される機種の選択基準について、同誌では「パフォ
ーマンスと価格の最も良い組み合わせ(the best combination of performance and 
price)」と述べられている。また、同誌では毎年 3 月に発行される薄型テレビ特集号で
は、薄型テレビのランキングを発表していたが、「画質」はここで順位付けを行う際に最
も重視される評価項目であった29。 
一方で、メーカーとしてもこれまでにない機能を搭載した薄型テレビを市場に投入す
る。では投入された新たな製品に対して、Consumer Reports 誌はどのような位置づ
                                               
29 同誌では、「総合的なスコアは主に画質に基づいており、サウンドや使い易さも考慮する (Consumer 
Reports, 2009 年 3 月号 , p.31)」とランキングのもとになるスコアの付け方について述べられている。  
88 
 
けをおこなったのか。スマートテレビが市場に投入される 2011 年以前からメーカー側が
高付加価値化を狙って市場に投入した製品には、LED バックライトを搭載した
LEDTV、3D 映像を視聴することのできる機能を備えた 3DTV が挙げられる。これらの
新たな機能を搭載した薄型テレビに対して、Consumer Reports 誌では、従来の評
価項目を変更することなく対応にあたっているといえる。まず、LEDTV であるが、バック
ライトを LED にすることで黒の発色がよくなること、消費電力が抑えられること、またとて
もディスプレイがとても薄くなるという点で評価している(Consumer Reports, 2010 年
3 月号 ; 2013 年 3 月号 )。しかし、バックライトが蛍光灯の通常のテレビに比べて、価格
が高いことを問題視し、購入は積極的には進めていない(Consumer Reports, 2010
年 3 月号 ; 2011 年 3 月号)。さらに、2013 年 3 月号では、LED バックライトは、良い
画質にとっては、必ずしも必要ではないと結論付けている。 
 また、3D テレビに対しては、3D に対応するコンテンツが少なく、さらに 3D 映像を見
るためには専用の眼鏡が必要となることを指摘する(Consumer Reports, 2012 年 3
月)。一方で、購入にたいしては、Consumer Reports では、３D 機能を搭載している
テレビは画質が良いため、3D 映像を視聴する目的ではなかったとしても購入する価値
があると評価している(Consumer Reports, 2012 年 3 月号 ; 2013 年 3 月号)。 
このような Consumer Reports によるテレビタイプの評価は、既存の分類体系
(classification system)に基づく新しい製品の解釈であるといえる。消費者やクリティ
クスといったオーディエンスは、市場に投入された新製品に対して、自分自身がすでに
保持している基準に基づいて評価を行う(Hannan, 2010)。そして、その基準にそぐわ
ない製品やサービスについては、低く評価される(Zuckerman, 1999)。上記 3 つのテ
レビタイプについては、Consumer Reports が設定している薄型テレビの評価基準で
ある画質ならびに価格に基づいて LEDTV、3DTV についても画質という基準から評
価されたということができる。 
 
7.2.2「 消費者にとってのフレーム  
前項では、クリティクスである Consumer Reports 誌における評価項目について検
討したが、本項では、消費者の Amazon.com へ書き込まれたレビューのテキストマイ
ニングによりレビューにおける記述内容の分析を行うことで、消費者自身が購入した薄
型テレビにおいて重要視している項目について検討を行っていく。 
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分析カテゴリ サンプル数 出現割合 分析カテゴリ サンプル数 出現割合 分析カテゴリ サンプル数 出現割合
1 picture 1106 0.629 picture 2522 0.632 picture 1171 0.577
2 price 628 0.357 price 1387 0.348 price 671 0.330
3 sound 497 0.283 sound 1170 0.293 3d 611 0.301
4 content 353 0.201 3d 1101 0.276 sound 502 0.247
5 room 344 0.196 content 851 0.213 remote 496 0.244
6 remote 310 0.176 remote 729 0.183 content 424 0.209
7 3d 284 0.162 room 705 0.177 room 314 0.155
8 hdtv 161 0.092 application 408 0.102 application 258 0.127
9 experience 119 0.068 hdtv 319 0.080 smart tv 166 0.082
10 application 116 0.066 motion 288 0.072 motion 138 0.068
11 internet 102 0.058 experience 282 0.071 hdtv 122 0.060
12 hd 98 0.056 smart tv 213 0.053 internet 121 0.060
13 motion 96 0.055 hd 201 0.050 experience 116 0.057
14 enjoyable 92 0.052 enjoyable 193 0.048 enjoyable 104 0.051
15 easy to use 75 0.043 internet 190 0.048 easy to use 96 0.047
16 design 55 0.031 easy to use 176 0.044 3d tv 85 0.042
17 viewing angle 52 0.030 3d tv 149 0.037 hd 81 0.040
18 3d tv 37 0.021 design 116 0.029 design 76 0.037
19 smart tv 1 0.001 viewing angle 100 0.025 viewing angle 59 0.029
20 4k 1 0.001 4k 1 0.000 4k tv 0 0.000
21 4k tv 0 0.000 4k tv 0 0.000 4k 0 0.000
n=1757 n=3989 n=2031
分析カテゴリ サンプル数 出現割合 分析カテゴリ サンプル数 出現割合 分析カテゴリ サンプル数 出現割合
1 picture 1523 0.558 picture 1262 0.471 picture 929 0.459
2 price 796 0.292 price 646 0.241 price 456 0.225
3 sound 580 0.212 sound 473 0.176 remote 385 0.190
4 content 474 0.174 content 441 0.165 content 372 0.184
5 remote 442 0.162 remote 420 0.157 sound 289 0.143
6 3d 440 0.161 smart tv 307 0.115 4k 264 0.130
7 room 420 0.154 application 300 0.112 application 204 0.101
8 application 269 0.099 room 231 0.086 room 193 0.095
9 smart tv 250 0.092 3d 169 0.063 smart tv 171 0.084
10 motion 128 0.047 4k 128 0.048 3d 105 0.052
11 enjoyable 117 0.043 experience 91 0.034 experience 95 0.047
12 hdtv 112 0.041 easy to use 89 0.033 easy to use 65 0.032
13 experience 97 0.036 internet 83 0.031 internet 65 0.032
14 easy to use 91 0.033 enjoyable 73 0.027 4k tv 63 0.031
15 internet 83 0.030 motion 73 0.027 enjoyable 57 0.028
16 design 75 0.027 hdtv 66 0.025 motion 48 0.024
17 hd 63 0.023 hd 54 0.020 viewing angle 41 0.020
18 viewing angle 42 0.015 design 45 0.017 hd 38 0.019
19 3d tv 36 0.013 4k tv 37 0.014 design 36 0.018
20 4k 34 0.012 3d tv 7 0.003 hdtv 28 0.014
21 4k tv 13 0.005 viewing angle 0 0.000 3d tv 7 0.003
n=2730 n=2680 n=2024
順位
順位
2010 2011 2012
2013 2014 2015
表 7.5薄型テレビのレビューにおける分析カテゴリの出現サンプル数・出現割合の推移  
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上表 7.5 は Amazon.com における消費者の各年のレビューに基づいて、分析カテ
ゴリを作成しその出現サンプル数ならびに出現割合を順位付けしたものである30。分析
期間は 2010 年から 2015 年である31。また、「スマートテレビ」というラベルの言及サン
プル数ならびに割合の推移について、年次ごとの差異があるといえるかについて、カイ
2 乗検定ならびに対称性の検定を行った結果、年次ごとに統計的な差異が認められた
(カイ 2 乗値 : 247.887 Cramer の V=0.128 p<0.001)。 
表 7.5 に基づき、スマートテレビが発売される以前の消費者のフレームについて、スマ
ートテレビ発売以前の 2010 年におけるレビューを検討する。2010 年における分析カ
テゴリの出現サンプル数と割合から明らかなことは、分析カテゴリのうちで消費者が最も
言及している内容は、分析カテゴリの中で唯一出現割合が 5 割を超えている「画質」に
関することである。「画質」に続く項目は「価格」、「音質」に関する項目となっており、クリ
ティクスである Consumer Reports 誌上にと同様の評価項目であるといえる。また、サ
ンプルの約 16.2％が 3D について言及していること、テレビラベルについては、「LCD 
TV」や「Plasma TV」と比べても「HDTV」ラベルの出現割合が約 9.2%と最も多かった。 
さらに、2010 年に新たなテレビの機能として CES で話題を集めた 3D については、
「3D TV」という形よりも、「3D」という一つの製品機能の一つの特徴としての出現が多
かった。このように、2010 年において消費者が薄型テレビに対して重視していた項目
は、第 1 に「画質」、それに次いで「価格」、「音質」といった項目が評価の対象になると
考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                               
30 なお、順位付けられている各分析カテゴリについてどのような単語が含まれるのか、については表 7.2
を参照  
31 具体的なサンプリングの方法については第 5 章に記述している。 
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図 7.2 2010 年の Amazon.com のレビューにおける「hdtv」に関する共起ネットワーク 
 
また、テレビラベルについては、上記の結果より「HDTV」が最もよく使用されるラベル
であったと考えられる。上図 7.2 は、2010 年の Amazon.com のレビューに関して
「hdtv」というラベルを用いたレビューが同時にどのような言葉を用いているのかの共起
ネットワークをとったものである32。ここで明らかなことは、「hdtv」というラベルを使用した
レビュー161 件のうち、同時に他のテレビラベルを使用したのは「3D TV」の 6 件のみ
であり、その他のテレビラベルは使用されておらず、同時に使用されている分析カテゴリ
はいずれも製品の機能や満たされるニーズに関するものであるということである。周知の
ように、薄型テレビは複数の機能を搭載しているため、テレビを呼ぶ場合も「高精細な
3D テレビ」や「3D 機能を搭載した HDTV」というように複数の呼び方をする可能性が
あるが、上記の結果からは 3D は新たなテレビのカテゴリというよりも新たな機能の一つ
として捉えている消費者が多いことが明らかとなった。 
 
7.2.3「Google のテレビ市場への進出と Internet「TV の不調  
 ここまで、スマートテレビの市場投入以前の消費者のフレームについて検討を行って
きた。スマートテレビというラベルを用いた薄型テレビが市場に投入されるのは、2011 年
以降となるが、スマートテレビと同様に、インターネット接続が可能で、動画ストリーミング
を利用可能なテレビは、ソニーによって 2010年に発売されていた。本項と次項では、こ
                                               
32 ここでは、同時に用いているレビューが 5 件以上の分析カテゴリをネットワークとして示している。 
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のソニーから発売された「Sony Internet TV with Google TV」と呼ばれるテレビの発
売からの動向ならびに、これに対する消費者の評価について検討を行っていく。  
2010 年 5 月にサンフランシスコで開催された「Google I/O 2010」において、Google
は Google TV の構想を発表した。この Google TV は Android OS を用い、ブラウザ
は Google Chrom、Adobe により Flash をサポートすることにより、これまでのように、一
部の専用 Web ページのみ閲覧可能であったインターネット接続可能なテレビとは異な
り、Web ページを自由に閲覧でき、動画サイトのコンテンツやゲームを楽しむことができ
るようになる。さらに、スマートフォンと同様に、Android Market より各種テレビ向けア
プリのダウンロードも可能となる。 
 この Google TV を搭載したテレビを 2010 年 10 月に Sony と Logitech より発売す
ることとなった。薄型テレビについては、Sony によって「Sony Internet TV with 
Google TV」として、24 型(NSX-24GT1)、32 型(NSX-32GT1)、40 型(NSX-40GT1)、
46 型 (NSX-46GT1)の 4 機種が発売された。各機種の希望小売価格はそれぞれ、
599.99 ドル、799.99 ドル、999.99 ドル、1399.99 ドルであった。しかし、これらの製品
は、いずれも 11 月には Sony の EC サイトで定価の 25％ディスカウントで販売されるよ
うになり、家電量販店では在庫と返品が相次ぐなど、発売は不調に終わった (清水 , 
2012)。 
 この Sony の Google TV の失速についてはいくつかの原因が指摘されている。まず、
挙げられるのはこの当時の Google TV プラットフォームに対して、米国の 4 大ネットワ
ークである NBC、CBS、ABC、FOX の提供するオンラインコンテンツならびに Hulu が
サービスの提供をブロックしたことにある33。彼らが Google TV のプラットフォームへのブ
ロックを行った背景には、Google が YouTube や検索サイトから違法となる動画コンテ
ンツを提供しているサイトをブロックしていないことに対する懸念によるものであった。  
 次にあげられるのがアプリケーションの少なさである。既述のように、このテレビでは
Google TV 用のアプリケーションをアプリストアよりダウンロード可能な仕組みは整備さ
れていた。しかし、発売時には肝心の Google TV 向けアプリがそろっていなかった。ま
た、これらの機種は立ち上げる際に他のテレビとは比較にならないほど時間がかかった。
                                               
33 Wall Street Journal(2010 年 10 月 22 日 )“Networks Block Web Programs From Being 
Viewed on Google TV”、Reuter(2010 年 11 月 30 日 )“Disney TV chief says talking with 
Google” 
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次項で消費者のレビューを検討するが、そこでは、立ち上げの際に 30 秒以上かかるこ
とが指摘されていた。これは、パソコンを立ち上げる際には通常かかる時間ではあるが、
TV の立ち上げ時間としては大変長い。さらに、これらの機種は、インターネットへの接
続やアプリのダウンロードや起動、Web ページの閲覧などの操作をリモートコントローラ
ー(以下、リモコン)やマウス、キーボードなどの使いにくさも指摘されている。  
以上のように、起動時間や利用可能なコンテンツを踏まえれば、「Sony Internet 
TV with Google TV」は、「新たなテレビ」というよりも、操作の不便なテレビチューナー
付きのパソコンともいえるモデルであったといえる。では、実際に消費者はこの「Sony 
Internet TV with Google TV」をどのように捉えていたのかに、以下で具体的に検討
していくことにする。 
 
7.2.4「Sony「Internet「TV「with「Google「TV の捉えられ方  
 上記のように、これまでにはない新たなテレビとして 2010 年に発売された「Sony 
Internet TV with Google TV」は販売不振に終わったといえるが、消費者はこの製品
をどのように捉えていたのだろうか。これについて、Amazon.com のレビューに基づいて
具体的に検討していくことにしよう。Amazon.com には 4 機種いずれもレビューが掲載
されており、その件数は 24 型が 22 件、32 型が 92 件、40 型が 85 件、46 型が 25 件
の合計 224件である。レビューの書き込まれた時期を見てみると、2011年から 2017年
まで 7 年間にわたって書き込みが存在する。しかし、薄型テレビ市場の製品投入サイク
ルを踏まえれば、考慮の対象とすべきレビューは 2011 年に書かれたレビューとすべき
であろう。全レビュー224 件のうち 2011 年に書かれたレビューは 116 件ある。以下で
は、このレビューを検討することで、消費者はこれらの機種のどこを評価しどこに問題を
捉えていたのかを明らかにする。また、Amazon のレビューには、レビューに加えて星 1
つから星 5 つまでの評価も行われている。この 116 件のレビューのうち、各グレード(1～
5)の件数は、それぞれ 5 件、8 件、18 件、36 件、49 件となっている。この 5 段階での
評価については結果の解釈の段階で考慮に入れている。各レビューの検討方法として
は、116 件のレビューに対してテキストマイニングを行い、判断の要素を抽出する。抽出
された判断の要素から言及サンプル数に基づいて、コントローラー、TV、タイムラグ、音
質、インターネット、アプリケーション、セットアップ、画質、価格の 8 項目に限定した。そ
の上で係り受け分析を行い、消費者が判断基準となる各項目についてポジティブに捉
94 
 
ポジティブ ネガティブ 合計
コントローラー 2 10 12
ＴＶ 66 20 86
タイムラグ 0 26 26
音質 9 5 14
インターネット 12 7 19
アプリケーション 10 4 14
セットアップ 15 2 17
画質 39 4 43
価格 52 15 67
えているかネガティブに捉えているかをそれぞれ集計した。その結果が以下の表 7.6 で
ある。 
 
   表 7.6  Sony Internet TV with Google TV に対する消費者の捉え方  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 Amazon.com のレビューの分析より明らかになった点は以下である。1)画質、テレビ
のセットアップ、アプリケーション、については多くの消費者がポジティブに評価している、
2) 音質についても賛否ともに存在する、3) コントローラーについては否定的な意見が
多い、4) 動作の遅さに関する指摘が多い。また、5) 低価格で購入することができたこ
とに対する高評価が多い。 
上記の結果について、5 段階評価による違いを踏まえて検討していく。ここで検討す
べきは以下の 2 点となるだろう。まず、評価の高い消費者と低い消費者とのレビューは
どのように異なるのか、次に、この機種の市場投入は失敗したといわれているにも関わら
ず、何故高評価の割合が全体の 8 割にも上っているのか、ということである。まず、1 点
目に関する検討を行っていこう。低評価のレビューと高評価のレビューとの間に違いは
あるのか。1 もしくは 2 の低評価をつけている消費者の件数は少ないが、ここでのレビュ
ーの特徴は、テレビの起動時間の遅さや Web ブラウザの遅さ、リモートコントローラー
（以下、リモコン）の使いにくさ34、また Hulu に対応していないといった点に関して指摘
                                               
34 リモコンについては、キーボードが使いにくいこと、リモコンにバックライトがついていないため、暗い部
屋では操作が大変難しいことなどが挙げられていた。  
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している点である35。しかし、低評価の消費者についても画質の良さなどに対する評価
をしているコメントもある。つまり、低評価をつけている消費者は、インターネットに接続し、
アプリケーションなどを利用する使い方を行おうとした際に非常に不便な思いをし、それ
が低評価につながったと言うことができる。 
一方で、4 もしくは 5 といった高い評価をつけている消費者も同様に、リモコンの使い
にくさや起動の遅さ、Web ブラウザの遅さに関して指摘している。しかし、それらの不便
さは彼らにとってはあまり重要なこととして捉えられていない。高評価者の具体的なコメ
ントとして、「リモコンには少し慣れを必要とする」という表現や、付属のキーボードについ
ては、使いにくかったためキーボードを新たに購入したという内容の記述もみられる。高
評価者が強調していることは、このテレビの画質の良さ、Netflix などストリーミングサー
ビスの利用の良さであり、さらにはこれらの機種の価格の安さであった。具体的には、
24 型を購入したある消費者は、定価であったら決して買わないが、300 ドルであればこ
の商品は全体として価値があるとコメントしている。このような高評価者のレビューを通じ
てわかることは、彼らは「Sony Internet TV with Google TV」を、インターネットへの
接続を通じてさまざまな機能が利用できる新たなテレビというよりも、画質が良くて、動
画配信サービスも利用できる従来型のテレビと捉えていると考えられる。  
次に、2 点目の検討課題である「何故、レビューの約 8 割を高評価が占めているの
か」という点については、2 つの理由が考えられる。まず、この 4 機種の価格の安さであ
る。この 4 機種は 2010 年 10 月 12 日に発売されていたが、Amazon.com 購入が可
能になったのは、同年 12 月 22 日であった36。2010 年 12 月は、既にこれら 4 機種の
価格低下以降の時期にあたり、消費者のレビューによれば、24 型で 280 ドル、32 型で
499 ドルと定価の約半額で購入していることが分かる。消費者がテレビを高評価してい
るにも関わらず問題点の指摘を行っていることも踏まえれば、彼らは、価格の安さを重
視して、画質など従来のテレビが備えていた性能に特段の問題がなければ、その他の
問題点についてある程度許容していると考えられる。また、消費者のレビューにはこの
機種の購入を検討する段階でこの製品に対する多くのネガティブなレビューに目を通
しており、この商品の問題については既に認識していたといえる。そのため、これらの機
                                               
35 具体的なコメントとしては、「ディスプレイに関する最も大きな問題は、入力した際のタイムラグが恐ろし
く長いことである」 
36 Amazon.com における各機種のページによる。  
96 
 
種に対して多くを求めていなかったとも考えられる37。 
 ここまでの検討を踏まえれば、2010 年に米国市場に投入された「Sony Internet 
TV with Google TV」は、限定された動画ストリーミングサービスや利用可能なアプリ
ケーションの少なさ、さらにはリモコンやキーボードなどの使いにくさや起動の遅さなどの
課題を持つ商品であった。これに対して、消費者は新たなテレビとしてではなく、動画
視聴のできるコストパフォーマンスのいい従来型のテレビという捉え方をしていたと考え
られる。これを踏まえると、「Sony Internet TV with Google TV」は、これまでにはな
かった新たなテレビの活用方法を提案し実現する商品となり得る可能性をもっていたか
もしれないが、消費者によって新たなテレビとして受け入れられるには至らなかったとい
える。 
 
7.3「 生産者による手がかりの提示と、関係づけの戦術  
 前節では、オーディエンスにおけるフレームとして、薄型テレビに対して重要視する項
目について検討を行ってきた。これに対して、Samsung、LG といった韓国メーカーは
「スマートテレビ」という新たな市場カテゴリを形成すべく様々な取り組みを行ってきた。
本節では、両社が行ってきた、スマートテレビという手がかりの提示ならびにフレームと
の関連づけの戦術について検討をおこなう。 
 
7.3.1「 スマートテレビとしての市場投入  
2011 年に米国ラスベガスで開催された CES において、 Samsung と LG はインタ
ーネットに接続してアプリケーションを楽しむテレビを「スマートテレビ」と呼ぶ大々的なキ
ャンペーンを実施した。この「スマートテレビ」という呼称は、既に 2010 年に Samsung
が発表していた呼称であった。同社は、2010 年 8 月 31 日に「サムスンは個々人に特
化したテレビの視聴経験を提供するだけでなくコンテンツを発見し家庭へ届けるサービ
スである、『スマートテレビ』という、新たなテレビのカテゴリを創造する」と宣言した38。 
Samsung は、2011 年 2 月より韓国でスマートテレビを先行発売し、2011 年 3 月に
米国をはじめとしてスマートテレビのグローバル投入を開始した。グローバル投入の結
                                               
37 分析対象とした 116 件のレビューのうち、22 件には「レビュー(review)」という単語が使用されてお
り、また、実際のレビューにも「実際に購入して使用したところ、他所で書かれていたレビューでの評価より
もましだった」という旨の記述は複数みられる。 
38 Samsung Electronics press release(2010 年 8 月 31 日 ) 
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果としては、投入後 45 日で累計販売台数 50 万台を突破し、45 日目で累計 100 万
台、3 か月で累計販売台数 200 万台を突破した。この速度は、2009 年に同社が投入
し、200 万台販売するために 8 か月を要した LED TV に比べて 2 倍以上の速さで販
売台数が伸びていることになる。地域別にみてみるとスマートテレビの販売台数が最も
多かったのは北米市場の 73 万台であった39。 
米国市場における Samsung のシェアも増大している。IHS Inc.の調査によれば、
米国における出荷台数ベースでみると、2009 年第 3 四半期の同社のシェアは 17.0%、
2010 年の第 3 四半期では 19.3％であったのに対し、2012 年第 1 四半期の同社のシ
ェアは 35.1%と大きく増進し、2 位の LG(11.3%)、3 位の Sharp(8.9%)を大きく引き離
している40。売上高ベースのシェアで見た場合でも Samsungのシェアは大きく 2012年
の第 1 四半期で 30.0％、2013 年の第 1 四半期では 31.0％を占めている41。 
Samsung は上記の成果に至るまで、スマートテレビの市場投入に向けた取り組みを
行ってきた。Samsung は、他社と同様に 2007 年頃よりインターネット接続の可能なテ
レビを市場に投入していた。Samsung は、2009 年には、配信コンテンツのプラットフォ
ームとして Yahoo! Connected TV を導入し、同年以降出荷のテレビはこのプラットフォ
ームを搭載している。さらに、同社は、2009 年 9 月にスマートフォン向けのアプリケーシ
ョンストアを開設し、2010 年 2 月には世界初の HDTV に対応するアプリケーションスト
ア(Samsung Apps TV)を開設するとともに、HDTV で利用可能なアプリケーションの
開発を進めた。 
2010 年 8 月 31 日に、米国でコンテンツ、小売り、技術など、次世代のテレビに関連
する各分野のリーダーを集めた、「The Free TV Developer Day」を開催した。この催
しは、8 月 11 日に立ち上げられた、「Free The TV Challenge」と呼ばれる Samsung
アプリコンテストの中核的組織となっていたが、この場で Samsung のビジュアルディス
プレイ事業部長である尹富根氏は、本項冒頭で述べた、スマートテレビという新たな市
場カテゴリの創造を行う宣言を行った。同氏は、2010 年が世界の人々のテレビの視聴
体験を変える重要な年になると主張し、スマートテレビ市場を活性化させるためには、
                                               
39 東洋経済日報 (2010 年 6 月 24 日 )「＜韓国経済＞サムスン電子・スマートテレビ 200 万台販売」に
よる。この記事によれば、他の地域については、欧州地域は 71 万台、中東、アフリカ、東南アジアで 17
万台以上、韓国国内でも 12 万台以上が販売された。 
40 IHS Inc. 2012 年 4 月発表  
41 IHS Inc. 2013 年 5 月発表  
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各国の消費者に合わせた質の高いローカルコンテンツを提供することが重要であり、そ
のために世界中で開発者向けのコンテストやイベントを開催すると述べた42。Samsung 
TV Apps で利用できるテレビ用のアプリケーションは、開設当初は 100 あまりであった
が、2010 年 8 月時点で約 200、2012 年末には約 2200 のアプリが世界 120 か国で
提供された。 
上記のアプリケーションの中で、多く利用されるものには、YouTube や Netflix とい
った動画ストリーミングサービスのアプリケーションがあるが、スマートテレビとのインター
フェースの点で重要なアプリケーションに、「Smart View」、「Smart Remote」と呼ば
れるアプリケーションがある。これらはアプリを通じてスマートテレビと Samsung のモバイ
ル機器とを連携する機能を持つ。2011 年 6 月に発売された「Smart View」は、外部
入力を含む Samsung のスマートテレビで流れている映像をモバイル機器でも視聴す
ることができるというものである。また、2011 年 3 月に発売された「Smart Remote」は、
モバイル機器をスマートテレビのリモコンとして操作を可能にするアプリであり、利用者
は、使い慣れたスマートフォンやタブレット端末を用いてスマートテレビを操作することが
できる。いずれのアプリも現在でも更新を継続して使用されているアプリであり、最新版
のアプリはいずれも 1000 万台以上のモバイル機器にインストールされている。 
 
7.3.2「 フレームと手がかりの関連づけ  
 これまでは、主に Samsung がスマートテレビの投入にあたって進めてきたものの中
で、企業行動面の取り組みについて検討してきた。改めて確認すれば、北米薄型テレ
ビ市場において、Samsung や LG といった企業は、新しいテレビを市場に投入するた
めに、それまでの高画質化や動画性能の向上、薄型化、大型化に向けた技術開発に
加えて、消費者にこれまでとは異なる視聴経験を得るため、Internet 接続を可能に
し、Yahoo! Connected TV など外部のプラットフォームを搭載してきた。また、特に、後
にスマートテレビと呼ばれることになるテレビの投入に向けては、アプリケーションの開発
やインターフェースの改良、テレビの搭載する OS の開発を積極的に行ってきた。 
しかし、2010 年に Samsung の尹富根氏が述べたように、従来の薄型テレビに対し
て機能面での差別化を図った新たな製品の投入のみならず、新たな市場カテゴリを創
                                               
42 Samsung Electronics press release(2010 年 8 月 31 日 ) 
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造するためには、製品開発だけではなくそれをどのように位置づけるかが重要となる。
本研究では、ここで同社が行った取り組みは、フレームと手がかりを関連付けによるセン
スメーキングプロセスのマネジメントであるということができるが、以下では、Samsung や
LG が新たな市場カテゴリの創造のために行った関連づけの取り組みについて検討を
行う。同社が新たな市場カテゴリの創造のために行った関連づけの取り組みとしては以
下の 2 点を指摘することができる。 
 第 1 に、Samsung や LG はスマートテレビを投入するにあたり、これまで自社も含め
た北米市場の薄型テレビメーカーが形成を試みてきた市場カテゴリをスマートテレビに
備わっている一つの機能として編成し直したということである。Samsung と LG は
2010 年に 3D 映像の視聴が可能な 3D TV をそれぞれ市場に積極的に投入した43。
3D テレビは競合他社との競争も相まって、2010 年に北米市場における出荷台数が
大きく伸長したが、その中でも Samsung、LG は出荷台数ベースのシェアで首位と 2
位を占めていた。またオーディエンスについては、北米家電業界の業界誌である
TWICE 誌や、代表的な消費者団体が発行する Consumer Reports 誌においても、
その評価は別にしても「3D TV」や「LED」という用語が使用されるようになった。このよう
な状況の中で、Samsung と LG は、2011 年以降に、インターネット接続機能を持ち、
動画ストリーミングサービスをはじめとしたアプリケーションが利用可能なテレビを「スマ
ートテレビ」として市場投入したが、同時に両社が行ったことは、まず「3D テレビ」のラベ
ルの使用を減らし、「スマートテレビ(Smart TV)」というラベルの使用頻度を増やすこと
に加え、「スマートテレビ」というラベルを使用したプレスリリースには、「3D」、「hd」、
「4K(UHD)」といったテレビのラベルではなく、テレビが備える一つの機能として記載し
たことが挙げられる。 
 下図 7.3 は、Samsung と LG が 2011 年から 2015 年の間に発行したプレスリリース
の 39 件の中で、スマートテレビにあたる機種に関する記載のある 35 件について共起
表を作成したものである44。この図を見ると、「スマートテレビ」というカテゴリラベルは「3D 
TV」や「4K TV」といったカテゴリラベルよりも、「3D」、「4K」、「hd」といったテレビの機
                                               
43 特に Samsung は 2010 年の CES において「3D テレビは Samsung」というメッセージを伝えるべく
大々的なキャンペーンを実施し、全世界において 3D テレビの出荷台数シェアの首位に立っている(2 位
は LG)。 
44 上図では共起件数が 5 件以上の分析カテゴリを図にしている。 
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能と共起する件数が大きい45。実際に、北米市場では、1 月に行われる CES の時期
に新機種発売のプレスリリースが集中的に発行されるため、このプレスリリースにはその
年に発売予定の主要な新機種の性能がまとまって掲載されるという特徴がある。
Samsung や LG といった韓国企業は、連携して 2009 年は LED バックライトを搭載
したテレビを、2010 年には 3D テレビを CES にて大々的にプロモーションしてきたが、
2011 年以降プレスリリースの中で使用するテレビラベルとして「3D TV」が減少し「スマ
ートテレビ」ラベルが増加したことは、スマートテレビとそれ以前にプロモーションを行っ
てきたテレビの機能との関係性を示すものとして捉えられるだろう。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.3 Samsung LG の Smart TV に関するプレスリリースにおける共起ネットワーク 
 
第 2 に Samsung と LG が、スマートテレビカテゴリの創造のために行った、オーディ
エンスのフレームに影響を与える取り組みとして考えられることは、ラベルを媒介としたカ
テゴリの連携と消費者の理解促進であると考えられる。改めて確認すれば、Samsung
と LG はインターネット接続が可能でインターネットを介して様々なアプリケーションの利
用が可能なテレビを、前章で検討した日本企業とは異なり「スマートテレビ」という新しい
カテゴリのテレビとして位置づけたが、ここで重要なのは、新しい市場カテゴリのラベルと
して「スマート」という言葉を用いたことである。「スマート」という言葉は辞書的には「利口
な、賢い、高性能の」といった意味を示す形容詞として通常使用されるが、両社は、「ス
                                               
45 スマートテレビラベルとの共起に関する具体的な数字は、「3D TV」が 6 件、「4K TV」が 8 件なのに
対し、「4K」は 10 件、「hd」は 18 件、「3D」は 20 件であった。 
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マート」という言葉をカテゴリのラベルに用いることで、既に確立した市場カテゴリを形成
していた「スマートフォン」カテゴリとの接続を図ったといえる。 
特に Samsung は、2010 年 3 月に世界で初めてインターネット接続を通じてテレビ
にダウンロードできるアプリケーションストアを開設したが、これは 2009 年 9 月に開設さ
れた「Samsung Application Store」と呼ばれるスマートフォン向けのアプリストアの中
にオープンしたものであった。スマートテレビでは様々なコンテンツの利用がアプリを通
じて行われるため、他の企業もアプリケーションの充実を図ったが、スマートテレビとスマ
ートフォンのアプリケーションストアを連携させるという方式を Samsung がとったことによ
り、LG やソニーなども追随した。さらに、上述したような Samsung と LG は、テレビの
画面や、操作画面など、スマートフォンとスマートテレビとのインターフェースを類似のも
のにすること、ならびにスマートフォンとスマートテレビとを連携させるアプリケーションを、
スマートテレビの市場投入後いち早く行っていった。 
このように、Samsung と LG は新たな薄型テレビの市場カテゴリを形成するために
「スマート」と呼ばれるラベルを使用するという言語上的な工夫を行ったうえで、非言語
的な取り組みとして、アプリケーションストアの連携や操作上の共通性を持たせること
で、新規カテゴリである「スマートテレビ」カテゴリと、既に確立されていた「スマートフォン
カテゴリ」の連携を図ったといえる。 
 
7.4「 フレームにおける手掛かりの組み込み  
 前節では、Samsung と LG がスマートテレビカテゴリの形成に向けて行ってきた、手
がかりの提示ならびにフレームとの関連づけの戦術について検討を行ってきた。改めて
確認すれば、両社は「3D TV」や「hdTV」のように、それまでテレビのカテゴリの一つとし
て使用してきたラベルの使用を減らし、新たなテレビのカテゴリとして使用する「スマート
テレビ」に備わる機能の一つとして位置づけることで、薄型テレビ市場内のサブカテゴリ
の再編成を行おうとした。また、新たな市場カテゴリのラベルとして「Smart」という言葉
を使用するとともに、同じように「Smart」という言葉を用いているスマートフォンと、アプリ
ストアの連携や、インターフェースの共通化を行った。これらの取り組みを通じて、既に
確立はされているが、テレビとは異なる市場カテゴリであるスマートフォンカテゴリとスマ
ートテレビを関連させ、消費者に新たな機能を搭載した製品であるスマートテレビの理
解促進を図った。本節では、これらの取り組みの結果オーディエンスのフレームとしての
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評価項目に対してどのような変化が加わったかについて検討を行う。 
 
7.4.1「Consumer「Reports 誌におけるフレームの変更  
 まず、クリティクスである Consumer Reports 誌における薄型テレビの重点項目の変
化について検討していこう。既述のように Consumer Reports 誌においては、従来の
テレビタイプである HDTV はもとより、3D TV や LED TV など 2010 年前後に登場し
てきた新しいタイプの薄型テレビに対しても、それまでの画質や価格を中心とした重点
項目を変更することなく、あくまでも画質と価格に基づいて評価を行ってきたといえる。  
これに対して、スマートテレビについては 3D TV や LED TV とは異なる評価を下し
ている。Consumer Reports 誌上では、例えば、同誌 2009 年 3 月号では、「恐らく、
最大のトレンドはインターネットへの接続である。最もメジャーなブランドはオンラインのコ
ンテンツに直接アクセスし、特定の仲間とつながることのできるセットを備えている」と述
べ、スマートテレビの登場する 2011 年以前からインターネット接続の可能なテレビによ
る、新たなテレビの活用については注目していた。また、Samsung Electronics からス
マートテレビが発表された 2011 年には、「オンラインのコンテンツにアクセスできるテレ
ビは今や主流だ」(Consumer Reports、2011 年 3 月号 , p.30)という見出しを用い
て、2011 年の段階ですでにインターネットを通じてコンテンツを楽しむというテレビの利
用方法については受け入れていた。2011 年 3 月の時点では、この機能を備えたテレ
ビについて、スマートテレビという呼称は使われていなかったが、2011 年 12 月号で、
初めて Consumer Reports に「スマートテレビ」という用語が用いられることとなった。
LEDTV や 3DTV という言葉は 2014 年以降 Consumer Reports で用いられなくな
るのに対し、スマートテレビという言葉は、2011 年以降、同誌の薄型テレビの特集号で
は常に登場している。 
また、Consumer Reports 誌で毎年 3 月号、12 月号に掲載されているランキング
の評価項目についてみてみると、2010 年に、評価項目にインターネット接続の可否と
いう項目が追加された46。翌年の 2011 年には上記項目に加え、Netflix や Hulu と
いったストリーミングビデオが視聴の可否に関する項目が追加された。この評価項目
                                               
46 Consumer Reports, 2010 年 3 月号 , pp.26-29. 同月のランキングでの評価項目は、インターネッ
トへの接続の可否以外に Consumer Union でのテストが行われる項目 (画質、音質 )と価格に加えて、
LED バックライトの搭載の有無ならびに動画性能 (1 秒間のコマ送り速度 )であった。 
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は、その後 2013 年にはフルブラウザでの利用の可否に関する項目が増えたが、2015
年にはこれらの項目がまとめられ、スマートテレビか否かといった項目が薄型テレビのス
ペックとして掲載されるようになった47。 
実際のランキングについては、2011 年の時点ではスマートテレビの機種数が少なく、
またスマートテレビの価格が通常の薄型テレビの価格よりも高かったために、
Consumer Reports 誌のランキングに登場する機種も多くはなかった。しかし、2012
年 12 月号以降、ランキングに掲載される機種の 7 割以上がスマートテレビとなり、ラン
キング上位の機種はスマートテレビが占めることとなった48。 
 このように、北米薄型テレビ市場におけるクリティクスである Consumer Reports 誌で
は、3D や LED といった 2010 年頃に登場し新たな機能を搭載した薄型テレビと異な
る受容の仕方を見せたといえる。同誌では、画質や価格は依然として重要な評価項目
ではあるものの、スマートテレビが備えているインターネットへの接続やストリーミングビデ
オの利用といった機能を、3D機能や LED機能のように従来の主要な評価項目であっ
た画質や価格へ回収できるものではないとして、新たな評価項目に加えるようになった
といえる。 
 
7.4.2「 消費者におけるフレームの変更  
  前項では、クリティクスである Consumer Reports 誌の評価項目を検討し、スマート
テレビという手掛かりの登場による、クリティクスにおけるフレームの変化について検討を
行ってきた。本項では、スマートテレビという手掛かりの登場、ならびに手がかりとフレー
ムの関連づけを通じた消費者におけるフレームの変化について検討を行っていく。  
消費者のフレームについて、7.2.2.ではスマートテレビが投入される前の 2010 年に
おける消費者のレビューについて検討したが、表 7.3 より「画質」と「価格」については、
2015 年まで継続して言及割合が高く、消費者が薄型テレビを評価する際にこの 2 つ
の項目が主要な評価項目であることを示しているといえる。ただ、年ごとの言及割合を
見てみると、2010 年における「画質」、「価格」の言及割合がそれぞれ 62.9%、35.7%
                                               
47 Consumer Reports, 2015 年 11 月号 , pp.43-45. なお、同月のランキングでの評価項目は、テス
トされた画質と音質に加えて、ディスプレイの解像度とスマートテレビか否か、ならびにスクリーンサイズが
掲載された。 
48 Consumer Reports, 2012 年 12 月号 , pp.38-39. 本号のランキングに掲載されている全 59 機種
中 43 機種がスマートテレビである。また、45 型以上に限定すれば、47 機種中 38 機種と、8 割以上が
スマートテレビとなっている。 
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分析カテゴリ カイ2乗値、対称性による検定、有意確率 言及割合の多い年
アプリケーション カイ2乗値＝14.676、CramerのV＝0.062、p<0.001 2015
4K TV カイ2乗値＝55.616、CramerのV＝0.121、p<0.001 2015
4K カイ2乗値＝243.379、CramerのV＝0.254、p<0.001 2015
Smart TV カイ2乗値＝152.536、CramerのV＝0.201、p<0.001 2015
画質 カイ2乗値＝109.996、CramerのV＝0.171、p<0.001 2010
HDTV カイ2乗値＝119.879、CramerのV＝0.178、p<0.001 2010
インターネット カイ2乗値＝14.989、CramerのV＝0.063、p<0.001 2010
サウンド カイ2乗値＝112.082、CramerのV＝0.172、p<0.001 2010
楽しむ カイ2乗値＝14.551、CramerのV＝0.062、p<0.001 2010
経験 カイ2乗値＝7.615、CramerのV＝0.045、p<0.01 2010
3D カイ2乗値＝122.768、CramerのV＝0.180、p<0.001 2010
動画性能 カイ2乗値＝24.550、CramerのV＝0.081、p<0.001 2010
3D TV カイ2乗値＝25.331、CramerのV＝0.082、p<0.001 2010
使用場所 カイ2乗値＝77.854、CramerのV＝0.143、p<0.001 2010
デザイン カイ2乗値＝7.316、CramerのV＝0.044、p<0.01 2010
価格 カイ2乗値＝80.295、CramerのV＝0.146、p<0.001 2010
HD カイ2乗値＝37.137、CramerのV＝0.099、p<0.001 2010
であったのに対し、2015 年ではそれぞれ 45.9%と 22.5%と言及割合を減少させてい
る。 
この点について、スマートテレビの投入以前である 2010 年と投入後 2015 年の二時
点における消費者の言及項目の差異についてカイ 2 乗検定ならびに、対称性の検定
を行った。その結果が、下表 7.5 である。 
 
表 7.7 2010 年と 2015 年における消費者のレビューにおける言及の差異  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この表は、統計的な差異の認められた分析カテゴリについて分析結果を要約したも
のである。この表を見て明らかなことは、分析カテゴリのうちスマートテレビ、4K、4K TV、
アプリケーションを除けば、言及割合が統計的に有意に減少していることである。スマー
トテレビの投入以降様々なアプリケーションの利用がテレビを通じて行うことができるよう
になったこと、また各社が提供してきたアプリケーションストアの充実を踏まえれば、スマ
ートテレビが 2011 年に発売されて以降、スマートテレビという新たな市場カテゴリを認
知し、この新しいテレビを利用する中で、消費者は特にアプリケーションに対する関心
が向上したということができる。 
一方で、消費者のレビューに登場するテレビラベルや各機能の出現割合はその後
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大きく変化した。表 7.5から明らかなように、スマートテレビ、4K TV49ラベルの出現割合
は上昇する一方、3D TV や HD TV ラベルの出現割合は年々減少する。この推移を
グラフにしたものが下図 7.4 となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.4 Amazon.com レビューにおけるテレビラベル、機能の出現割合の推移  
 
 上図より、テレビラベルに関しては 2012 年の時点でスマートテレビラベルの出現割合
が最も多くなること、3D TV ラベルは 2012 年以降、HDTV ラベルについては 2010 年
以降減少を続けることが明らかとなった。また、テレビの機能については、3D は 2012
年以降の出現割合が減少し、2015 年には 4K が 3D の出現割合を上回ったことが明
らかとなった。 
 また、テレビラベルについては、上記の結果より「スマートテレビ」が最もよく使用される
ラベルであったと考えられる。下図 7.5 は、2015 年の Amazon.com のレビューに関し
て「スマートテレビ」というラベルを用いたレビューが同時にどのような言葉を用いている
のかの共起ネットワークをとったものである50。ここで明らかなことは、「スマートテレビ」と
いうラベルを使用したレビュー171 件のうち、同時に他のテレビラベルを使用したのは
「hdtv」の 5件、「4k tv」の 6件のみであり、その他のテレビラベルは使用されておらず、
                                               
49 本研究のなかで「4K TV」ラベルとしてカウントしているものには、「4K TV」以外に「UHD TV」も含ま
れている。 
50 ここでは、同時に用いているレビューが 5 件以上の分析カテゴリをネットワークとして示している。 
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同時に使用されている分析カテゴリはいずれも製品の機能や満たされるニーズに関す
るものであるということである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.5 2015 年の Amazon.com のレビューにおける「スマートテレビ」に関する共起ネ
ットワーク 
 
7.5「 考察  
 本研究の検討課題であった、企業における新たな市場カテゴリの意図的な形成プロ
セスを明らかにするために、本章では、センスメーキングとセンスギビングの観点から、
Samsung や LG が意図的に行ってきた「スマートテレビ」という新たな市場カテゴリの形
成プロセスについて検討を行ってきた。センスメーキングは、行為者の持つ抽象的なフ
レームに具体的な手がかりが関連付けられることによって行われる。このセンスメーキン
グプロセスに対して言語的にアプローチすることでセンスメーキングプロセスのマネジメ
ントを行おうとすることがセンスギビングと呼ばれる。本研究では、フレームを薄型テレビ
市場における製品の評価項目、手がかりをスマートテレビの訴求点と位置づけ、薄型テ
レビメーカーが行ってきたセンスギビング戦術、つまりフレームと手がかりとの関連づけか
たについて検討を行ってきた。以下では、本章での検討が持ちうる理論的な意義につ
107 
 
いて検討を行っていく。 
これまで行われてきた市場カテゴリ研究の多くは、企業の行動や消費者による製品
の評価に対するカテゴリの影響といった研究が行われる中で、市場カテゴリがそれに参
加する企業の行動を制限する側面に焦点が当てられてきた(e.g. Zuckerman, 
1999)。しかし、近年、市場カテゴリの形成について関心が高まる中で、企業と市場カテ
ゴリの関係性について、企業による既存の市場カテゴリの利用など、より主体的な側面
に注目が集まるようになった(e.g. Navis and Glynn, 2010, Glynn and Navis, 
2013)。 
改めて確認すれば、北米薄型テレビ市場において、Samsung や LG といった企業
は新たなテレビを市場に投入するために、それまでの高画質化や動画性能の向上、薄
型化、大型化に向けた技術開発に加えて、消費者にこれまでとは異なる視聴経験を得
るため、Internet 接続を可能にし、Yahoo! Connected TV など外部のプラットフォー
ムを搭載してきた。また、特にスマートテレビの投入に向けてはアプリケーションの開発
やインターフェースの改良、スマートテレビに搭載する OS の開発を積極的に行ってき
た。しかし、2010 年に Samsung の尹富根氏が述べたように、新たな製品の投入のみ
ならず、新たなカテゴリを創造するためには、既存の製品に対する差別化だけではなか
った。ここまでの検討を踏まえれば、北米の薄型テレビ市場において新たな市場カテゴ
リの創造を企図した企業が行ったのは、市場カテゴリにおける製品の分類方法そのもの
を変えるということであったと考えられる。以下では、そのための具体的な方法として企
業側が用いたセンスギビング戦術としての既存の市場カテゴリの利用、より具体的には
1) ラベルを媒介とした市場カテゴリの理解促進、2) 既存カテゴリの再編成、について
考察を行う。 
 
7.5.1「 センスギビング戦術としての戦略的なラベリング  
 第 1 に、ラベルを媒介とした消費者の理解促進について考察する。Samsung や
LG が投入する新たなテレビが新たなカテゴリのテレビとして意味を持つためには、そも
そも 2 社が投入する製品がこれまでにはないテレビとして消費者に理解され受容される
必要がある。仮に機能面での新しさはあったとしても、Sony が 2010 年に投入した
Internet TV のように従来型のテレビとして消費者に受容されてしまうのであれば、そ
れは新たなカテゴリの形成にはつながらない。これに対して Samsung と LG が行った
108 
 
のは、具体的には、スマートフォンとスマートテレビとのインターフェースに共通性をもた
せることこと、他社に先駆けてアプリケーションのダウンロードサイトやダウンロードの方
法をスマートフォンと共通にすること、ならびスマートテレビとを連携させるアプリケーショ
ンを、スマートテレビの市場投入後いち早く導入することであった。新たな市場カテゴリ
のラベルについて、「スマート」という言葉を使用することと、2 社が行っているこのような
一連の取り組みを通じて、スマートテレビカテゴリとスマートフォンカテゴリとの意味上の
連関を図ったといえる。スマートが「スマートフォン」というカテゴリラベルとともに広く普及
していた北米では、消費者は新しいタイプのテレビに対して、スマートフォンと同じように
利用することのできるテレビとしてその使い方を受容することができる。  
 
7.5.2「 センスギビング戦術としての既存の市場カテゴリの再編成  
第 2 に、既存の市場カテゴリの再編成について検討していく。Samsung や LG は
スマートテレビを投入するにあたり、これまで自社も含めた北米市場の薄型テレビメーカ
ーが形成を試みてきた市場カテゴリをスマートテレビの下位カテゴリに編成し直した。
Samsung と LG は 2009 年には、LED バックライトを搭載した LED TV を、2010 年
には 3D 映像の視聴が可能な 3D TV をそれぞれ市場に積極的に投入してきた。また
これらの製品は競合他社との競争も相まって、特に 3D TV については 2010 年に北
米市場における出荷台数が大きく伸長した。北米家電業界の業界誌である TWICE
誌や、代表的な消費者団体が発行する Consumer Reports 誌においても、「3D 
TV」や「LED」という用語が使用されるようになる中で、Samsung と LG は、スマートテ
レビの一つの機能として LED バックライトを標準装備させ、3D 機能についてはオプシ
ョンとして搭載する形でスマートテレビを販売した。既述のように 2012 年以降北米での
シェアが増大した 2 社であるが、このように、「3D 機能、LED バックライトを搭載したス
マートテレビ」というように、定着を目指す新たなカテゴリを、既存のカテゴリの上位に意
図的に位置づけることで、その製品が成功すると製品単体ではなく新たなカテゴリとし
て消費者に知覚されるようになる。同時に、2 社によるカテゴリの再編成の成功は、同
時期に 3D TV の市場投入に注力していた日本企業の製品の競争力を削ぐことにもつ
ながる。 
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7.5.3「 理論的含意  
前述のように、本章で明らかにしてきたのは、北米薄型テレビ市場においてスマート
テレビという新しい市場カテゴリは創造した企業は、新たなカテゴリラベルを用い、さらに
はそのカテゴリのテレビと従来のテレビとの関係性を企業側から示すことで、消費者が
持つ製品に対する評価項目追加や変更を促し、既存の製品を含めた製品の分類の
仕方そのものを変えようとする行動であった。 
前章とともに本章での検討は探索的分析ではあるが、本章で明らかにされたことは、
以下の 3 点の含意を持つことができると考えられる。まず、本章での検討のグローバル・
ポジショニングに対する含意である。グローバル・マーケティングでは、グローバル統合
を行うかローカルの市場に適応するかは重要な論点であるが、グローバル・ポジショニン
グについても、グローバルに単一のポジショニング戦略をとるべきか、異なる文化に合わ
せた多元的なポジショニングをとるかが重要なマーケティング戦略上の課題となる。
Kotabe and Helsen(2010)は、最適なグローバル・ポジショニング戦略の採用について、
ターゲット市場、製品カテゴリ、地域における他社のグローバル・ポジショニング戦略、
経済発展の水準によると述べている。これに対して、市場カテゴリの形成や変化はポジ
ショニングの前提を変えるものだということができる。グローバル・ポジショニングでは、世
界中の様々な市場でのポジショニング戦略であるが、単一ポジショニングであっても、多
元的ポジショニングであっても、そのポジショニングは既存のその他の製品との関係で
決まることは前提とされている。一方で、新たな市場カテゴリ形成は、ポジショニングの
前提となる製品の分類方法へのアプローチとなる。 
一方で、分類の方法は固定的なものではなく変化し得るという前提を持つ議論にお
いても、本章での検討は含意を持ちうると考えられる。既述のように、消費者の欲望と企
業のマーケティング活動の相互依存関係を前提とした議論は、商品の価値や市場の
捉え方などの議論の中で行われてきた。具体的には、石井(2003)は、市場カテゴリや
産業の境界はモノのように実体を持つものではなく、さらには企業が存在する前から存
在しているわけでもないと述べている。石井(2003)は「産業の定義を巡る競争」という言
葉をもちいながら、市場カテゴリや産業は企業間の競争や企業と消費者の相互作用の
中で形成されるものであり、その境界は常に変更される可能性を持っていることを示し
ている (e.g. 石井 , 2003、 Rosa et al., 1999)。また、石原(1982)では、「競争的使用
価値」という概念を提示し、市場で取引される製品の価値について、製品に本質的に
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備わっているものでも顧客が初めから持っている欲望によって生み出されるものでもな
いと述べている。石井(2003)に Rosa et al(1999)が引用されてもいるように、上記の議
論は市場カテゴリの形成に関する研究にも通底している。 
これに対して、本研究で示したことは、市場カテゴリは生産者と消費者をはじめとする
オーディエンスとの相互作用の中で形成されるものであることは前提としつつ、その中で
いかにして企業によって新たな市場カテゴリを創造するかということである。市場カテゴリ
が相互作用の中で形成されるものであるならば、生産者と消費者をはじめとするオーデ
ィエンスのどちらか一方によって、市場カテゴリをコントロールすることはできないし、一
度形成された市場カテゴリも常に変化の可能性に織り込まれている。この前提の中で、
先行研究では、市場カテゴリ内外の多様な参加者の相互作用をつうじて、「健康茶飲
料市場」や「ミニバン市場」、「サテライトラジオ市場」といった新たな市場カテゴリが出現
されていくプロセスが描かれていた。しかし、Vergne & Wry(2014)や Glynn and 
Navis(2013)によれば、特定の市場カテゴリはより広範な分類体系に織り込まれており、
その体系は市場の参加者に共有されている。この分類体系としての市場カテゴリの捉
え方を踏まえれば、この分類の仕方の変更を行うことで新たな市場カテゴリの形成や変
更は可能となるし、市場カテゴリそのものの創造を意図する企業がアプローチすべきは
分類の仕方にある。先行研究でも指摘されているとおり、新たに創造された市場カテゴ
リも永続的にあり続けるわけではないが、本研究では、企業が意図的に市場カテゴリの
創造を行うことのできる一つの理路を示したうえで、企業が市場カテゴリの分類方法の
変更を行うための具体的な戦術を示した点で含意を持ちうると考えられる。  
最後に、本章の検討は、市場カテゴリの創造におけるラベルの役割に関する含意を
指摘することができる。Samsung や LG がセンスギビング戦術として行ったラベリングに
ついては、これまで市場カテゴリ研究では、検討が進められてこなかった論点であった。
すでに述べたように、市場カテゴリ研究におけるラベルは、市場カテゴリの重要な要素
の一つとして捉えられており。認識された市場カテゴリのメンバーシップが産業のダイナ
ミクスと企業業績に及ぼす影響の研究などによって市場のラベルに取り組んできた
（Porac et al。1995; Zuckerman 1999,2000; Hsu 2006）。このように、従来の研究
では、市場カテゴリが参加企業ではなく新聞、雑誌といったオーディエンスによってつけ
られる事例が中心に検討されており、市場カテゴリのラベルは重要ではあるものの、企
業がコントロールできないものとして捉えられており、新たな市場カテゴリの創造にあたっ
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て、企業がどのようなカテゴリラベルを使用するかということについては議論の対象とな
ってこなかった。この点について、市場カテゴリ研究においてラベルの戦略的な利用に
ついて考察した数少ない研究である Granqvist et al(2013)では、既存の市場カテゴ
リ研究では、市場カテゴリ創造の際の企業のラベリングに関心が当てられていないとし
て、ナノテクノロジー企業の調査を実施し、企業の経営者がラベルの選択を行う際に
は、「ラベリングの曖昧さの認識」、「オーディエンスによる信用の違いの認識を避ける」、
「ラベルのシグナリングの価値の評価」といった要因に基づいて行うことを明らかにした。
その上で、彼女は各要因に対処するために、自社のアイデンティティの主張(claim)、
信用の低い市場カテゴリからの切り離し(disconnecting)、リスクの回避(hedge)といっ
た戦略的ラベリングの 3 つの機能を示している。 
Granqvist et al(2013)は市場カテゴリ研究におけるほぼ唯一の戦略的ラベリングの
研究であるが、本研究で検討してきた Samsung や LGによるラベリングは、新たな市場
カテゴリのラベルを作成する際に、既に確立されている市場カテゴリとの連携を目的とし
た戦略的ラベリングの一つの機能として考えることができる。既存の市場カテゴリに所属
していない商品もしくは市場カテゴリの境界にある商品は、それらを購入し利用する消
費者や評価を行うクリティクスにとって、その性能や使用方法、また、性能と価格とのバ
ランスについて判断することが難しい。そのため、既存のカテゴリに登場する新たな商品
については、一般的に他の製品に比べて低い評価を受ける (Zuckerman, 1999; 
Hannan et al, 2007)。しかし、スマートテレビは企業によるラベルの戦略的な利用によ
り、既存カテゴリであるスマートフォンと意味的にも機能の面でも接続することを通じて消
費者からの製品の受容を促進したと考えることができる。  
  
112 
 
第 8 章  おわりに  
 以上、本研究ではここまで日本と北米における薄型テレビ市場におけるスマートテレ
ビカテゴリの形成プロセスを検討することで、市場カテゴリの変化の多様性、ならび企業
による新たな市場カテゴリの創造プロセスについて検討を行ってきた。本章ではここまで
の検討をまとめたうえで、本研究の持つ意義ならび限界について指摘する。  
 
8.1「 結論  
 本研究の主要な検討課題は、(1)同様の技術を用いて、重複する企業が活動してい
る 2 つの市場における市場カテゴリの形成や変化のあり方の差異、ならびに(2)企業に
よる新しい市場カテゴリの意図的な形成プロセスの検討であった。この検討課題を導出
するために先行研究の検討を行った。(1)については、市場カテゴリ研究での知見を踏
まえれば、市場カテゴリはより大きな社会的な分類体系の中に埋め込まれるが、分類体
系は社会や文化によって異なること。また、市場カテゴリが形成される際には、既存の
市場カテゴリとの関わりの中で形成されるため、既存の市場カテゴリのあり方によって新
規市場カテゴリの形成のされ方は異なることが指摘された。しかし、実際に同様の技術
を用いた製品市場について地域の異なる市場の比較研究はほとんど行われていない
ことが明らかとなった。 
 また、(2)については、市場カテゴリ研究の形成に関する議論は以前から行われてい
るものの、そこで行われてきたのは、従来とは異なる製品が市場カテゴリ内に増えること
によって、新 たな市場カテゴ リが形成 される 「市 場 カテゴリの出現 (category 
emergence)」と呼ばれるものであった。これに対して、差別化された製品だけではなく、
市場カテゴリを意図的に再編成することで市場カテゴリそのものを構築しようとする「市
場カテゴリの創造 (category creation)」に関する研究、特に、製品の差別化ではなく、
新たな市場カテゴリの創造を企図した企業はどのような行動をとるのか、また、それによ
って新たな市場カテゴリはどのように形成されるのかについて未だ十分に理解はされて
いない。そこで、本研究では、組織論において Weick(1995)などで展開されている、
「センスメーキング」ならびに Gioia and Chiitappetti(1991)を嚆矢とする「センスギビ
ング」研究での知見を援用し、市場カテゴリ形成プロセスをセンスメーキングプロセスとし
て捉えること、また、センスメーキングプロセスへの介入、つまり「センスギビング」を行うこ
とで、センスメーキング、本研究でいえば新たな市場カテゴリの形成をマネジメントし得る
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可能性があることを示した。このセンスメーキングとセンスギビングという視点は市場カテ
ゴリ形成のマネジメントを分析する際の概念枠組みとなる。 
 以上の検討を踏まえて、本研究では日本と北米の薄型テレビ市場の探索的分析を
つうじて上記の検討課題の考察を行った。 
8.1.1「 市場カテゴリ変化の多様性  
 まず、(1)市場カテゴリの形成や変化の多様性について、分析の結果明らかとなったこ
とは、日本と北米の薄型テレビ市場では、市場カテゴリの変化のあり方が異なっている
ということであった。製品の面では、日本市場、北米市場ともに、これまでのテレビの視
聴スタイルとは異なり、インターネット接続を前提としたコンテンツならびにアプリケーショ
ンの利用が可能な薄型テレビは、同程度の割合で市場に投入されていた。しかし、日
本企業はこのテレビの特徴について 2012 年、2013 年はプレスリリース上での訴求を
行ったが、新たなテレビカテゴリとしてのラベルは用いず、テレビに追加された新たな機
能として提示した。その後、2014 年に 4K テレビというラベルへの言及割合が増大する
と、コンテンツやアプリケーションに関する訴求は減少し、「画質」中心の訴求へと戻っ
た。一方でオーディエンスの側については、新聞紙上では「スマートテレビ」というラベル
は用いられていたことは明らかとなっている。「スマートテレビ」というラベルを用いた記事
は 2012 年に大きく増加したが、以降は「4K」テレビの記事にとってかわられることとなっ
た。また、消費者の薄型テレビの使用方法については、通信利用動向調査の結果を
踏まえれば、企業側がインターネットを活用した新たな機能を持つテレビを投入して以
降も、大部分の世帯ではインターネットを利用しない従来の視聴が行われていると考え
られる。以上の結果ならびに考察に基づけば、日本の薄型テレビ市場では、スマートテ
レビの機能を備えたテレビは投入されており、「スマートテレビ」というラベルも部分的に
使用されてはいるものの、消費者のテレビの視聴スタイルはスマートテレビの投入前後
で大きく変化していない。また、企業の訴求点も、「画質」が主要な訴求点となっている。
つまり、日本においては、北米の「スマートテレビ」カテゴリと同様のテレビカテゴリが形
成されているとは言えないと考えられる。 
 
8.1.2「 市場カテゴリ創造を企図した行動  
次に、(2)企業による市場カテゴリ創造を企図した行動について、本研究で示したこ
とは、市場カテゴリは生産者と消費者をはじめとするオーディエンスとの相互作用の中
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で形成されるものであることは前提としつつ、その中で新たな市場カテゴリを意図的に
形成するための一つの理路、ならびに企業側が用いた二つのセンスギビング戦術であ
った。市場カテゴリは市場の参加者の相互作用を通じて形成されるが、相互作用をつ
うじて形成される市場カテゴリにおける分類の方法を変更することができれば、新たな市
場カテゴリの形成や変化を起こす可能性が生まれる。また、本研究で示した分類方法
の変更を促すための具体的な戦術は以下の 2 点となる。 
 まず、既存の市場カテゴリの再編成については、Samsung や LG はスマートテレビを
投入するにあたり、これまで自社も含めた北米市場の薄型テレビメーカーが形成を試み
てきた市場カテゴリをスマートテレビの下位カテゴリに編成し直したといえる。Samsung
と LG は 2009 年には、LED バックライトを搭載した LED TV を、2010 年には 3D 映
像の視聴が可能な 3D TV をそれぞれ市場に積極的に投入してきた。またこれらの製
品は競合他社との競争も相まって、特に 3D TV については 2010 年に北米市場にお
ける出荷台数が大きく伸長した。北米家電業界の業界誌である TWICE 誌や、代表
的な消費者団体が発行する Consumer Reports 誌においても、「3D TV」や「LED」
という用語が使用されるようになる中で、Samsung と LG は、スマートテレビの一つの
機能として LED バックライトを標準装備させ、3D 機能についてはオプションとして搭載
する形でスマートテレビを販売した。既述のように 2012 年以降北米でのシェアが増大
した 2 社であるが、このように、「3D 機能、LED バックライトを搭載したスマートテレビ」
という形で、定着を目指す新たなカテゴリを、既存のカテゴリの上位に意図的に位置づ
けることで、その製品が成功すると製品単体ではなく新たなカテゴリとして消費者に知
覚されるようになる。同時に、2 社によるカテゴリの再編成の成功は、同時期に 3D TV
の市場投入に注力していた日本企業の製品の競争力を削ぐことにもつながる。  
また、ラベルを媒介とした消費者の理解促進について、上記のようなカテゴリの再編
が意味を持つためには、そもそも 2 社が投入する製品がこれまでにはない新たなテレビ
として消費者に理解され受容される必要がある。仮に機能面での新しさはあったとして
も、Sony が 2010 年に投入した Internet TV のように従来型のテレビとして消費者に
受容されてしまうのであれば、それは新たなカテゴリの形成にはつながらない。これに対
して Samsung と LG が行ったのは、具体的には、スマートフォンとスマートテレビとのイ
ンターフェースを類似のものにすること、アプリケーションのダウンロードサイトやダウンロ
ードの方法を共通にすること、ならびにスマートフォンとスマートテレビとを連携させるア
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プリケーションを、スマートテレビの市場投入後いち早く導入することであった。2 社が行
っているこのような一連の取り組みを通じて、スマートフォンとスマートテレビとの意味上
の連関を図ったといえる。スマートテレビが「スマートフォン」というカテゴリラベルとともに
広く普及していた北米では、消費者は新しいタイプのテレビに対して、スマートフォンと
同じように利用することのできるテレビとしてその使い方を受容することができる。これら、
Samsung や LG がセンスギビング戦術として行ったことは、新たな特徴を備えた薄型テ
レビに対する戦略的なラベリング(Granqvist et al 2013)であったといえる。 
既存の市場カテゴリに所属していない商品もしくは市場カテゴリの境界にある商品
は、それらを購入し利用する消費者や評価を行うクリティクスにとって、その性能や使用
方法、また、性能と価格とのバランスについて判断することが難しい。そのため、既存の
カテゴリに登場する新たな商品については、一般的に他の製品に比べて低い評価を受
ける(Zuckerman, 1999; Hannan et al, 2007)。しかし、スマートテレビは企業によるラ
ベルの戦略的な利用により、既存カテゴリであるスマートフォンと意味的にも機能の面
でも接続することを通じて消費者からの製品の受容を促進したと考えることができる。 
 
8.2「 本研究の意義と限界  
 以上、ここまで本研究の内容をまとめたが、最後に本研究の意義と限界について検
討する。本章の議論の意義としては以下の 4 点を指摘することができる。 
 第 1 点は、日本と北米における薄型テレビ市場の形成や変化のあり方に関する分析
を行ったことである。前述のとおり、これまで同じ製品に関する複数の地域の市場につ
いての比較研究はほとんど行われてこなかった。市場カテゴリ研究における理論的な検
討では、仮に同様の技術を用いた製品を扱う市場であったとしても地域が異なること
で、既存市場の布置やカテゴリを取り巻く分類体系が異なれば、新たなカテゴリの形成
のあり方が異なることは指摘されていた(e.g. Glynn and Navis, 2013)。しかし、実際
に複数の市場におけるカテゴリ形成のあり方について検討は行われてこなかった。これ
に対して、本研究では主に企業側の分析ではあったが、日本と北米の薄型テレビ市場
における「スマートテレビ」カテゴリの形成を通じて、市場カテゴリ形成のあり方の違いに
ついて示したことは市場カテゴリ研究に対する貢献点であると考えられる。  
また、第 2 点の意義としては、市場カテゴリの正統性に関する測定指標に関する貢
献を考えることができる。既存研究では、新たな市場カテゴリの正統性を測る指標として
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市場における当該製品の密度 (Carroll and Hannan, 1989; Rosa et al, 1999)なら
びに当該製品の商業化 (commercialization)の程度（Navis and Glynn, 2010）に
よって説明されてきたが、これらの指標では日本の薄型テレビ市場において「スマートテ
レビ」に準ずる新規市場カテゴリが形成されなかったことを説明することは難しい。本研
究で検討した日本における薄型テレビ市場の事例では、新たな機能を持つ製品が市
場に投入されていたとしても、消費者にとってそれらを新たなカテゴリの商品としてみな
されていない場合があり、それは密度や製品の売上といった、製品そのものを基準とし
て正統性を判断する基準では捉えることが難しい場合があるということを示している。本
章での検討を踏まえれば、市場カテゴリの正統性の判断を行う際には、製品の密度や
売上などに加えて消費者による当該製品の使用についても検討する必要があるだろ
う。 
第 3 の意義は、センスメーキングならびにセンスギビングの概念を援用して新たな市
場カテゴリの意図的な形成にかかる意味のマネジメントを分析するための概念枠組みを
提示したことにある。Weick(1995)の議論を市場カテゴリ研究に援用し市場カテゴリの
形成を説明枠組みとして利用することはすでに行われてきた。そこでは、センスメーキン
グプロセスとして市場カテゴリの形成プロセスを捉えていた。しかし、市場カテゴリ研究で
は、このセンスメーキングプロセスに関する構成概念について検討は行われてこず、ま
た市場カテゴリの意図的な形成に関する検討も端緒に就いたばかりであった。これに対
して、本研究では Weick(1995)に基づいて、センスメーキングを過去の経験の要約とし
ての抽象的な「フレーム」と現在の経験の特殊性としての具体的な「手掛かり」とを「関
係づけ」るプロセスとして把握し、この「フレーム」と「手掛かり」の「関係づけ」への言語的
アプローチをセンスギビングとして把握することで、市場カテゴリの意図的な形成を説明
するための枠組みを提示することが可能となると考えられる。  
第 4 の意義として、上記の枠組みに基づいて、企業による意図的な市場カテゴリの
創造の一つの可能性を示したことにある。市場カテゴリは相互作用の中で形成されるた
め、単一のプレイヤーによって容易にコントロールすることはできないが、相互作用の中
で形成され市場の参加者間で共有される分類の方法を変更することができれば、市場
カテゴリの形成や変更ができる可能性がある。市場カテゴリは他の方法で形成される可
能性ももちろんあり得るが、本研究ではその一つの可能性について示したと考えられ
る。 
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上記のような意義はあるが本研究の議論には 4点の限界点を指摘することができる。
第 1 点は方法に関する限界である。第 5 章で示したように、本研究は薄型テレビ市場
の探索的事例分析により行われた研究であり、この研究を通じて得られた知見は一般
化されたものではない。一般化に向けては、さらなる理論的、経験的研究が必要となる。
特にテキストマイニングについては、本研究では探索的研究という側面から、分析カテ
ゴリの設定方法や、正規性の検定結果の扱いにおいて、統計的な厳密性よりも研究課
題を優先させているが、一般化に向けた実証研究を行う際には、統計的な厳密性にも
十分配慮して分析を行わねばならない。 
第 2点は、新たな市場カテゴリ形成の論理に関するものである。今回の研究を通じて
本研究で示された新市場カテゴリ形成のあり方、ならびに意図的な市場カテゴリ創造の
方法についてはあくまでも一つの可能性を示したものに過ぎない。そのため、新たな市
場カテゴリの形成に関する体系的な説明を行うためにはさらなる検討が必要となる。  
第 3 点は、消費者の調査に関するものである。日本と北米の薄型テレビ市場の比較
において、本研究では、企業側についてはプレスリリースのテキストマイニングデータに
基づいて検討を行ったが、消費者のテレビの利用の仕方について総務省が発行した
通信利用動向調査の結果に基づいて検討を行った。しかし、消費者のテレビの利用
動向については、より詳細に調査を行う必要がある。また、消費者が市場カテゴリをどの
ように捉えているかに関する調査も行うことができれば、市場カテゴリ形成のあり方の違
いについてより詳細な検討を行うことができると考えられる。 
第 4 点は、北米におけるスマートテレビカテゴリの形成に関する分析期間についてで
ある。本研究では、分析のためのデータ入手の可能性の観点から、分析期間を 2010
年から 2015 年と設定した。北米市場において「スマートテレビ」と呼ばれるテレビが初
めて投入されるのは、2011 年ということを踏まえれば、それ以前の状況に関するデータ
はあるが、分析期間をより長期間にとることができれば、新たな知見を得ることができた
可能性がある。 
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サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合
経験 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
ライフスタイル 1 0.036 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 1 0.032
楽しむ 21 0.750 21 0.808 19 0.613 32 0.842 28 0.667 20 0.645
使用場所 2 0.071 1 0.038 7 0.226 16 0.421 11 0.262 4 0.129
使いやすさ 9 0.321 14 0.538 17 0.548 25 0.658 28 0.667 17 0.548
動画性能 7 0.250 3 0.115 4 0.129 18 0.474 14 0.333 13 0.419
リモートコントロール 7 0.250 11 0.423 15 0.484 16 0.421 18 0.429 11 0.355
画質 26 0.929 24 0.923 23 0.742 33 0.868 29 0.690 26 0.839
インターネット 3 0.107 3 0.115 2 0.065 2 0.053 7 0.167 7 0.226
視野角 8 0.286 13 0.500 12 0.387 14 0.368 10 0.238 3 0.097
音質 12 0.429 11 0.423 4 0.129 10 0.263 25 0.595 10 0.323
アプリケーション 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 1 0.032
コンテンツ 2 0.071 2 0.077 2 0.065 9 0.237 15 0.357 17 0.548
デザイン 8 0.286 9 0.346 5 0.161 12 0.316 15 0.357 8 0.258
環境性能 7 0.250 12 0.462 8 0.258 6 0.158 11 0.262 20 0.645
4K 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
3D 0 0.000 1 0.038 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
ハイビジョン 8 0.286 14 0.538 19 0.613 22 0.579 25 0.595 16 0.516
4Kテレビ 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
3D テレビ 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
スマートTV 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
ハイビジョンテレビ 12 0.429 12 0.462 17 0.548 25 0.658 27 0.643 18 0.581
サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合
経験 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
ライフスタイル 0 0.000 1 0.030 11 0.407 7 0.318 2 0.125 9 0.375
楽しむ 31 0.660 24 0.727 24 0.889 19 0.864 12 0.750 21 0.875
使用場所 4 0.085 3 0.091 13 0.481 2 0.091 4 0.250 8 0.333
使いやすさ 25 0.532 18 0.545 14 0.519 9 0.409 6 0.375 14 0.583
動画性能 15 0.319 7 0.212 5 0.185 4 0.182 1 0.063 4 0.167
リモートコントロール 14 0.298 16 0.485 7 0.259 13 0.591 4 0.250 5 0.208
画質 41 0.872 24 0.727 18 0.667 15 0.682 13 0.813 17 0.708
インターネット 17 0.362 10 0.303 1 0.037 5 0.227 7 0.438 7 0.292
視野角 6 0.128 3 0.091 5 0.185 1 0.045 1 0.063 5 0.208
音質 5 0.106 3 0.091 4 0.148 7 0.318 7 0.438 10 0.417
アプリケーション 6 0.128 4 0.121 9 0.333 5 0.227 1 0.063 6 0.250
コンテンツ 23 0.489 16 0.485 19 0.704 15 0.682 7 0.438 6 0.250
デザイン 11 0.234 6 0.182 2 0.074 6 0.273 5 0.313 4 0.167
環境性能 32 0.681 16 0.485 17 0.630 5 0.227 2 0.125 3 0.125
4K 0 0.000 0 0.000 3 0.111 6 0.273 10 0.625 15 0.625
3D 13 0.277 17 0.515 10 0.370 2 0.091 0 0.000 0 0.000
ハイビジョン 32 0.681 19 0.576 12 0.444 7 0.318 2 0.125 4 0.167
4Kテレビ 0 0.000 0 0.000 3 0.111 6 0.273 10 0.625 15 0.625
3D テレビ 4 0.085 10 0.303 1 0.037 0 0.000 0 0.000 0 0.000
スマートTV 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 2 0.083
ハイビジョンテレビ 25 0.532 15 0.455 19 0.704 12 0.545 8 0.500 14 0.583
n=24
　　　　　年
分析カテゴリ
n=31
n=47 n=33 n=27 n=22 n=16
　　　　　年
分析カテゴリ
n=28 n=26 n=31 n=38 n=42
2010 2011 2012 2013 2014 2015
2004 2005 2006 2007 2008 2009
(付表 1)「 北米薄型テレビ市場のプレスリリースにおける分析カテゴリの
出現サンプル数・出現割合の推移(n=365) 
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サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合
experience 4 0.400 1 0.071 4 0.211 4 0.235 11 0.550 20 0.714
lifestyle 0 0.000 2 0.143 0 0.000 0 0.000 1 0.050 1 0.036
enjoyable 3 0.300 1 0.071 3 0.158 3 0.176 9 0.450 12 0.429
room 4 0.400 0 0.000 4 0.211 5 0.294 6 0.300 17 0.607
easy to use 1 0.100 1 0.071 0 0.000 5 0.294 0 0.000 5 0.179
motion 2 0.200 1 0.071 1 0.053 2 0.118 8 0.400 16 0.571
remote 1 0.100 7 0.500 11 0.579 9 0.529 11 0.550 17 0.607
picture 9 0.900 12 0.857 15 0.789 9 0.529 13 0.650 20 0.714
internet 0 0.000 0 0.000 0 0.000 3 0.176 0 0.000 6 0.214
viewing angle 2 0.200 4 0.286 7 0.368 5 0.294 4 0.200 8 0.286
sound 3 0.300 2 0.143 3 0.158 3 0.176 3 0.150 8 0.286
application 0 0.000 0 0.000 2 0.105 2 0.118 2 0.100 4 0.143
content 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 3 0.150 13 0.464
design 5 0.500 7 0.500 6 0.316 10 0.588 10 0.500 19 0.679
smartphone 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
4K 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
3D 1 0.100 0 0.000 2 0.105 3 0.176 3 0.150 3 0.107
HD 3 0.300 7 0.500 7 0.368 11 0.647 13 0.650 15 0.536
4K TV 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
3D TV 0 0.000 0 0.000 0 0.000 1 0.059 0 0.000 0 0.000
Smart TV 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000 0 0.000
HDTV 7 0.700 7 0.500 4 0.211 7 0.412 15 0.750 17 0.607
サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合 サンプル数 出現割合
experience 21 0.677 20 0.870 17 0.895 18 0.900 15 0.789 11 0.733
lifestyle 1 0.032 2 0.087 2 0.105 2 0.100 1 0.053 0 0.000
enjoyable 15 0.484 12 0.522 10 0.526 12 0.600 10 0.526 9 0.600
room 12 0.387 13 0.565 8 0.421 6 0.300 5 0.263 5 0.333
easy to use 7 0.226 7 0.304 4 0.211 4 0.200 0 0.000 3 0.200
motion 10 0.323 11 0.478 8 0.421 8 0.400 9 0.474 4 0.267
remote 16 0.516 14 0.609 12 0.632 10 0.500 6 0.316 6 0.400
picture 19 0.613 20 0.870 16 0.842 15 0.750 18 0.947 13 0.867
internet 8 0.258 8 0.348 9 0.474 10 0.500 7 0.368 2 0.133
viewing angle 4 0.129 8 0.348 2 0.105 4 0.200 3 0.158 2 0.133
sound 5 0.161 6 0.261 8 0.421 6 0.300 5 0.263 4 0.267
application 15 0.484 16 0.696 15 0.789 11 0.550 9 0.474 11 0.733
content 7 0.226 6 0.261 6 0.316 10 0.500 16 0.842 7 0.467
design 16 0.516 13 0.565 13 0.684 14 0.700 7 0.368 6 0.400
smartphone 0 0.000 1 0.043 4 0.211 6 0.300 4 0.211 5 0.333
4K 0 0.000 0 0.000 1 0.053 11 0.550 13 0.684 11 0.733
3D 22 0.710 19 0.826 18 0.947 13 0.650 5 0.263 2 0.133
HD 19 0.613 15 0.652 11 0.579 17 0.850 16 0.842 10 0.667
4K TV 0 0.000 0 0.000 0 0.000 4 0.200 8 0.421 3 0.200
3D TV 8 0.258 7 0.304 4 0.211 1 0.050 0 0.000 0 0.000
Smart TV 0 0.000 8 0.348 14 0.737 14 0.700 15 0.789 13 0.867
HDTV 22 0.710 16 0.696 12 0.632 16 0.800 8 0.421 6 0.400
2007 2008 2009　　　　　年
分析カテゴリ
　　　　　年
分析カテゴリ
n=10 n=14 n=19
2010 2011 2012
2004 2005 2006
n=20 n=28
n=31 n=23 n=19 n=20 n=19 n=15
n=17
2013 2014 2015
(付表 2) 北米薄型テレビ市場のプレスリリースにおける分析カテゴリ
の出現サンプル数・出現割合の推移「 (n=235) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
